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 i 
要旨 
 
世界には約 1500 の活火山が点在しており、近年ではこれらを活用した観光が多くの国
で注目を集めているといわれている（Hansell & Oppenheimer, 2004）。火山は、訪れる人々
に多くの恩恵（スキー、ハイキング、美しい火山景観など）を提供する正の側面を持つ
一方、人々に自然災害をもたらす負の側面も内包している。このような魅力とリスクが
表裏一体の自然資源の周辺観光地においてしばしば問題とされるのが、潜在的訪問客の
訪問回避行動である。訪問回避の問題は、特に噴火後の火山観光地において、噴火によ
る被害が見られない場合においても見られる。しかし、火山観光地への訪問回避を引き
起こす訪問客の心理的構造や訪問回避抑制の方策を検討した実証研究は乏しく、また、
これらを合わせて検討した実証研究は管見の限りでは見当たらない。 
そこで本研究は、リスク認知研究の知見を援用することで、上記の検証を試みる。具
体的に、本研究ではリスクコミュニケーションの観点から、リスク認知研究で扱われて
いる 3 つの理論（「SARF」、「DPM」、「反転理論」）の知見を統合したフレームワークに基
づくことで、潜在的訪問客の火山観光地訪問回避モデルの構築、及びそのモデルに及ぼ
す情報介入の影響を検証することを目的とする。なお、本研究では桜島を研究対象地と
し、桜島の噴火報道直後のリスク認知を介した訪問回避モデルについて検討した。 
本研究では、桜島に対して潜在的訪問客だと考えられる一般被験者 624 名を対象に、
Web アンケート調査を行った。調査では、3 条件（「報道記事のみを読む群：条件 A」、
「報道記事を読んだのち、発信元が記載されていない介入記事を読む群：条件 B」、「報
道記事を読んだのち、発信元が記載されている介入記事を読む群：条件 C」）の評価パタ
ンを用意し、被験者は各条件に均等に割り振られた。なお、調査で提示する報道記事は
過去の新聞記事を基に、介入記事は NPO 法人桜島ミュージアムの HP で投稿されている
記事を基に作成した。また、被験者がこれらの記事を読む際には、「記事中の事象が実際
に昨日起こり、今、その記事を目にしている場面」を想定してもらった。 
分析では、初めに各要因に関して因子分析を行い、「リスク認知（Cognition）」、「ネガ
ティブ感情」、「ポジティブ感情」、「訪問回避意向」の 7 因子を抽出した。その後、因子
分析の結果を踏まえて、仮説モデル（訪問回避モデル）の検証のための共分散構造分析
を行った。その結果、「訪問回避意向」に対して「ネガティブ感情」は正の影響、「ポジ
ティブ感情」は負の影響、「ネガティブ感情」に対して「リスク認知（Cognition）」は正
の影響を及ぼす結果が得られ、「リスク認知（Cognition）」や「ネガティブ感情」を低下
させる、もしくは「ポジティブ感情」を上昇させることが潜在的訪問客の訪問回避を抑
制する上では有効であることが示唆された。 
次に、多母集団同時分析で 3 条件間での評価構造の等質性・異質性を検証したのち、
火山地域で暮らす住民の生活の様子や反応に関する情報の介入が上記の訪問回避モデル
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に影響を及ぼすかを検証するために一元配置分散分析及び多重比較を行った。その結果、
「ポジティブ感情」以外の 3 因子間で、条件 A と B、条件 A と C の間に有意な差が確認
され、潜在的訪問客が噴火報道を通して知覚した負の要因（「ネガティブ感情」、「リスク
認知（Cognition）」、「訪問回避意向」）を情報介入が抑制する可能性が示された。つまり、
火山地域で暮らす住民の生活の様子や反応に関する情報の介入が潜在的訪問客の訪問回
避抑制のための方策として有効である可能性が示唆された。しかし一方で、すべての因
子間において、条件 B と条件 C の間に有意な差は確認されず、情報介入時の発信元明記
が訪問回避モデルに与える影響は示されなかった。 
最後に、介入記事の発信元明記の有無によって記事の信頼度に差異があるかを明らか
にするための独立したサンプルの t 検定を行った。その結果、発信元明記の有無による
信頼度の有意な差は確認されず、本研究で前提とする仮定（「発信元が明記された記事の
方が信頼度は高い」）が成立していないことが示唆された。これは見方を変えれば、メデ
ィアリテラシーの重要性が指摘される今日において、発信元が不明瞭でも信頼度には影
響を与えない、つまり誰が発信する情報でも信頼度には影響はないという危険をはらん
だ結果であることが示唆される。 
以上の結果より、本研究は、潜在的訪問客の火山観光地に対する訪問回避モデルの構
築及び情報介入の影響を合わせて検証することで、一連の観光研究やリスク認知研究に
対して有益な知見を提供するとともに、今後の火山観光地の観光振興におけるリスクマ
ネジメントに対して有益なインスピレーションを与ることができた。本研究を基盤とし、
今後は、訪問回避モデルの改良や介入情報内部の環境要因に焦点を当てた議論・検証が、
火山観光地に着目した将来の研究に求められることだと考える。 
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 1 
 
第1章 序論 
 
1-1. はじめに 
 
観光とは、人の日常生活圏外の行動を含む現象であり（e.g., Mathieson & Wall, 1982）、
人がそのような観光を行う重要な理由の 1 つとして、新奇性欲求という日常離脱による
非日常性への欲求が挙げられる。新奇性について、Lee & Crompton（1992）は、「日常生
活圏外という刺激によって生じる快感情を一時的に求める」と述べている一方で、「新奇
な環境は、観光者に複雑性や予測不能性といったリスクを呈する可能性がある」とも指
摘している。Lew（1987）もまた、「観光地の本物性を感じ取るためにリスクを冒そうと
する程度が、様々なタイプの人々の経験の指標になる」という考えのもと、安全とリス
クを両極とした軸上の観光者の観光地に関する評価の違いをもとに観光地の魅力特性を
把握する視点（cognitive perspective）を提唱しており、目的地に対する新奇性は、観光者
にとって魅力とリスクの相反する 2 つの要素を兼ね備えているといえる。こうした表裏
一体の関係性は、活火山のような地殻活動を引き起こす手つかずの自然資源を用いた観
光地において特に顕著に見られ、実際、火山観光地では、訪れる人々にスキーやハイキ
ングなどの屋外レクリエーションを提供するような正の側面（Erfurt-Cooper & Cooper, 
2009）を持つ一方で、深刻な自然災害をもたらすような負の側面も持つ（Sigurdsson, 
Houghton, McNutt, Rhymer & Stix, 2000）。 
それゆえに、噴火が起きそれが報道された場合において、潜在的訪問客は火山観光地
に訪問することを回避する可能性が考えられる。また、一般大衆のリスク認知が専門家
の評価以上に増幅されるプロセスを説明する「リスクの社会的増幅理論（SARF）」
（Kasperson, Renn, Slovic, Brown Emell, Goble, Kasperson & Ratick, 1988）の知見を踏まえ
ると、実際のリスクが専門家によって深刻であると評価されない場合においてもそうし
た回避行動は引き起こされる可能性がある。したがって、潜在的訪問客が過大に知覚し
た火山に関するリスクを低減させ得る情報の伝達は、火山観光地における観光振興を促
す上で極めて重要であると考えられる。しかし、そうした潜在的訪問客のリスク認知や
訪問回避意向に情報が与える影響について検証した実証研究は管見の限りで見当たらな
い。 
そこで本研究は、リスク認知の知見（「リスクコミュニケーション」、「リスクの社会的
増幅理論：SARF」、「二重過程理論：DPM」、「反転理論」）に基づき、潜在的訪問客の火
山観光地に対する訪問回避モデルの構築とそのモデルに情報介入が与える影響の検証を
目的とする。訪問客を対象としたこれまでの研究では、自然災害（ハリケーンなど）に
関する情報が、特定の訪問客のリスク認知や行動といった個別の心理的要因にどのよう
な影響を及ぼすかについて検証しているが（Matyas, Srinivasan, Cahyanto, Thapa, 
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Pennington-Gray & Villeagas, 2011 ； Villeagas, Matyas, Srinivasan, Cahyanto, Thapa & 
Pennington-Gray, 2013）、本研究では、潜在的訪問客の行動意図を説明する複数の概念を
組み込んだモデルに対して情報介入がどのような影響を及ぼすかについて検証している
点で主に学術的新規性及び実学的意義を持つ。 
なお、第 1 章の流れは以下の通りとなっている（図 1-1）。 
 
図 1-1 第 1章の流れ 
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1-2. 本研究で扱う用語の定義 
 
本節では、本研究の評価主体である「訪問客」の定義と、本研究で出てくる観光やリ
スクに関する用語の定義について述べる。 
まず、評価主体に関して、観光統計では旅行（移動）をする人を「旅行者（Traveler）」、
「訪問客（Visitor）」、「観光者（Tourist）」の 3 つに主に分類している。そして、「旅行者
（Traveler）」は「異なる 2 つの国の間や、国内の 2 つの異なる場所の間を移動する人で
ある」（Ritchie & Goeldner, 1994）という定義がなされており、この中には居住目的など 2
地点を移動し、長期間到着地に留まる人も含まれる。また、「訪問客（Visitor）」は「自分
の居住地以外の場所に対して、12 カ月を超えない期間旅行し、その目的が、訪問地で報
酬を受け取る活動に従事するものではないこと」（Lickorish & Jenkins, 1997）と定義され
ており、その中に「少なくとも一晩以上 1 年未満訪問した国（場所）ですごす訪問客
（Visitor）」である「観光者（Tourist）」と「宿泊をしない日帰り訪問客（Excursionist）」
が含まれるとされている（Ritchie & Goeldner, 1994）。本研究では、後述する Web アンケ
ート調査において被験者に対象観光地を訪問する状況を想定することを求めているが、
あくまで仮想の状況であることに鑑み、対象観光地で一晩を過ごすかどうかという具体
的な状況を変数に含めておらず、被験者に想定を求めることもしていない。その意味で、
被験者は潜在的な「訪問客」の特性を持つ人（「観光者」と「日帰り訪問客」の両方の特
性を含む）と考えられるため、本研究では「訪問客」という表現を用いて議論を進める。
なお、先行研究の評価主体の表現に関しては、その研究内で用いられている表現を用い
ることとする。 
次に、リスク（Risk）の定義に関しては、これまでに「被害の生起確率」や「被害の確
率分布」、「被害の可能性」など様々な定義が確認されているが（中谷内, 2012）、本研究
は特に断りのない限りは、リスク認知研究において最も一般的に使用されているNational 
Research Council（1989）による「被害の生起確率と被害の重大性の積」というリスクの
定義に立脚している。また、一般的にこうしたリスクに対する人々の認知は「リスク認
知（Risk Perception）」と呼ばれており（中谷内, 2012）、本研究においても特に断りのない
限りは、これらの定義にしたがって用語を扱うこととする。なお、リスク認知に関する
研究では、「生起確率」と「被害の重大性」という 2 つの要素を別個に具体的に想定した
認知というよりは、先述した「被害の生起確率と被害の重大性の積」という意味でのリ
スク、つまり被害が起こる確率とその結果が混同された、より曖昧な意味でのリスクに
関する認知が対象となる場合が比較的多く見られる。本研究においてもそのように「リ
スク認知」を理解することとする。さらに、本論中で参照する先行研究には「リスク事
象」と「リスク情報」という用語が用いられているが、これら 2 つの用語を明確に定義
している先行研究は見当たらない。ただ、「リスク事象」は、災害や事件・事故といった
事象（e.g., Renn, Burns, Kasperson, Kasperson & Slovic, 1992）、「リスク情報」はマスメディ
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アが報道する災害や事件・事故に関する情報（e.g., Kasperson, Kasperson, Pidgeon & Slovic, 
2003）をさす場合が多い。このことから、本研究では、リスク事象を「あるリスクを内
包する事象」、リスク情報を「あるリスク事象から発せられる、人々のリスク認知に影響
を与えるメッセージ」と理解し、そのように定義することとする。 
また、本論中では「観光対象」や「観光資源」という用語で表現している箇所がある
が、本研究では、観光対象を「訪問客の観光行動を喚起し、彼らの欲求を満たす事物」、
観光資源を「観光対象を生成するための原材料」と理解し、定義することとする。 
 
1-3. 観光における新奇性とリスク 
 
観光を人の日常生活圏外の行動を含む現象とする定義は、日本国内（e.g., 長谷, 1999；
観光政策審議会, 1995）、国外（e.g., Holloway, 1998；Mathieson & Wall, 1992；Youell, 1998）
において多く見られる。これは、観光が一時的であり、観光者による定住を伴わない現
象であることを意味しているが、このような一時性や非定住性は、少なくとも目的地が
観光者にとって普段から慣れ親しんでいる環境ではないことを示唆する概念であると考
えられる（直井, 2009）。こうした非日常圏は、観光者・訪問客にとっての新奇性をはら
んでおり、観光研究においてこの新奇性への欲求は主要な観光動機の 1 つとして注目さ
れてきた（Lee & Crompton, 1992；佐々木, 2007）。 
このような新奇性への欲求に関して、Lee & Crompton（1992）は、「観光者は、日常生
活圏外による刺激によって生じる快感情を、一時的に求める」と説明しているが、その
一方で、「目的地の非日常性がはらむ新奇性は、その不確実性や予測困難さがゆえに、観
光者にある種のリスクを呈する可能性がある」とも指摘している。また、Lee & Crompton
（1992）は、観光者を新奇性欲求の度合いをもとに分類することができるという考えに
基づき、「変わった・ユニークな・危険な」と「普通な・慣れている・安全な」などの反
対の意味を持つ概念を両極とした評価軸に基づく新奇性欲求尺度を用いた実証研究を行
い、目的地に対する新奇性は“魅力”と“リスク”の相反する２つの要素を兼ね備えて
いる、すなわち、観光者・訪問客に正の感情を抱かせるだけでなく、不快や不安といっ
た負の感情も抱かせる可能性があることを指摘している。 
また、観光地の魅力特性の観点から、Lew（1987）は、「観光地の本物性を感じ取るた
めにリスクを冒そうとする程度が、様々なタイプの人々の経験の指標になる」という考
えのもと、安全とリスクを両極とした軸上の観光者の観光地に関する評価の違いをもと
に観光地の魅力特性を把握する視点（cognitive perspective）を提唱している。さらに、直
井（2009）は、観光行動以前に「新奇性からリスクが予め取り除かれている」という認
識が観光産業などの第三者から与えられていることが、現代において人が訪問客として
旅行することを可能にする重要な要素の一つであると述べている。 
以上から、訪問客が新奇な環境であると強く感じる可能性の高い目的地においては、
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彼らのリスク認知を低減させることが訪問客誘致の点で重要であると考えられる。また、
魅力とリスクという、相反する 2 つの要素の表裏一体の関係は、もともと観光者や訪問
客の利便向上のための設計がなされておらず、人間にとって不親切な自然資源、すなわ
ち人間の手が加えられていない手つかずの自然資源を持つ観光地で特に顕著に見られる
と考えられる。そして、本研究で研究対象とする活火山のような地殻活動を引き起こす
自然資源の周辺の観光地は、そのような魅力とリスクの関係性が見られる典型的な一例
であると考えられる。次節では、そうした火山の特性について議論していく。 
 
1-4. 火山とは 
 
世界にはおよそ 1500 もの活火山が点在しており、近年ではこれらを活用した観光（「火
山観光」）が多くの国で注目を集めているといわれている（Hansell & Oppenheimer, 2004）。
それは、噴火という火山特有の活動のおかげで、火山地域では、訪れる人々にスキーや
ハイキング、温泉などの屋外レクリエーション活動を提供できるためである（Erfurt-
Cooper & Cooper, 2009）。その他、訪れる人々を魅了する美しい火山景観や噴火活動など、
火山が人々にもたらす恩恵は多岐にわたる。世界有数の火山大国といわれている我が国
には、現在 111 もの活火山が点在しており、その数は世界全体の約 7％に相当するとい
われているが（Matsuo, 1970；Shindo, Matsui & Higashi, 1986；永田・木村, 2016）、特に日
本にとっては、恵みもたらす火山の存在は大きく、地域の活性化を促す上でも重要な要
素であると考えられる。 
しかし、火山は人々に恵みだけをもたらすわけではなく、時に人々に深刻な自然災害
をもたらす場合もある。火山噴火は自然災害の中でも、最も凄まじく恐ろしい自然現象
であるとされており（Sigurdsson et al. 2000）、日本では今後 100 年程度の中長期的な噴火
の可能性及び社会的影響を踏まえ、「火山防災のために監視・観測体制の充実等の必要が
ある火山」として、50 火山が常時観測火山に選定され、気象庁はそれらの火山活動を 24
時間体制で常時観測・監視している（渡邊, 2018；永田・木村, 2016）。実際、日本はこれ
までに、多くの火山災害を経験してきた。特に近年では、御嶽山噴火や新燃岳噴火、草
津白根山噴火など、火山噴火の災害は増加傾向にある。また、こうした傾向は日本のみ
ならず、世界全体でも確認されており、ハワイのキラウエア火山の噴火やグアテマラの
フエゴ山の噴火、バリ島のアグン山の噴火など、多くの火山災害が近年ニュース等で報
じられている。このように、火山は、人々に恩恵をもたらす正の側面とともに、人々に
災害をもたらす負の側面を内包した自然資源であるといえる。 
 
1-5. 火山観光地の魅力特性 
 
観光地の魅力要素を包括的に記述・分類するために、Lew（1987）は、旅行に関する文
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献展望を踏まえて、3つの視点によるアプローチ（「表意的視点（ideographic perspective）」、
「構成的視点（organizational perspective）」、「認知的視点（cognitive perspective）」）を提唱、
している。具体的には、表意的視点では「自然的～人間的」という軸をもとにした目的
地の物理的特性の理解、構成的視点では「個別的～集合的」という軸をもとにした目的
地の、「見どころが固まっているか、アクセスがどうか」といった空間的特性や「恒常的
に存在する事物か一時的な現象か」といった時間的な特性の理解が目的とされ、認知的
視点では、先述した「観光地の本物性を感じ取るためにリスクを冒そうとする程度が、
様々なタイプの人々の経験の指標になる」という考えに基づき、「安全～危険」という軸
をベースに、主に目的地の魅力に関する人の認知を理解することが意図されている。そ
してこれらの 3 つの視点の中では、リスクに関する人々の認識に関わる認知的視点が、
（潜在的）訪問客のリスク認知を中心テーマとする本研究との特に関係を持つと考えら
れる。 
本研究で対象とする火山を主要な誘客要因とする地域（以降「火山観光地」と呼ぶ）
の魅力特性について考えると、火山観光地は、先述した通り、観光者や訪問客の利便向
上のための設計がもともとなされておらず、人間にとって不親切な自然資源、すなわち
人間の手が加えられていない手つかずの自然資源を訪問客にとっての主な観光対象とす
る観光地である。そして、このような自然資源は、人間の手が加えられていないがゆえ
に、訪問客に地殻活動が引き起こす自然災害を発生させるリスクを認知させる可能性が
高いとともに、地殻活動があるからこその、自然景観の鑑賞などの魅力を訪問客に認知
させる可能性があると考えられる。つまり、Lew（1987）の認知的視点を踏まえると、火
山観光地は、「リスクをはらんだ本来の魅力」を有する場所であると位置づけることがで
きる。 
 
1-6. 火山観光地の課題 
 
火山観光地においてしばしば問題とされているのが、潜在的訪問客の「訪問回避行動」
による訪問客の減少である。なお、本研究における「訪問回避行動」とは、潜在的訪問
客が、ある観光地に訪問することを回避する行動のことを指す。観光は一般的に、犯罪
や自然災害、伝染病、テロリズムといった様々なリスクの影響を受けやすい社会的行動
であるといわれているが（e.g., Tasci & Gartner, 2007；Artuğer, 2015）、それゆえに訪問回
避の問題は、観光地周辺でそうした自然災害や事件・事故等が起こった後にとりわけ顕
著に見られる。そしてひとたび災害が発生すると、その周辺地域への旅行を予定してい
る訪問客は、旅行の中止や目的地の変更、日程の縮小等、様々な形での“回避”をとり、
その結果として当該地域及びその周辺地域に風評被害が発生するといわれている（橋本・
海津・相澤, 2015）。また、このような問題は、直接的な被害があった地域だけでなく、
全く被害のなかった地域や完全に復旧した地域でも発生する可能性があり、これらの地
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域でも宿泊などの予約のキャンセルが相次いだり、例年に比べて訪問客が減少したりす
るといった現象が起こる可能性があることが指摘されている（高野・目黒, 2010）。 
このような回避行動の問題について、近年日本においては、2011 年に起きた東日本大
震災に関する事象を対象とした研究が頻繁に行われている。例えば、工藤・中谷内（2014）
は、東日本大震災に伴って生じた消費者の農産物に対する買い控え行動に着目し、Web
アンケート調査を行うことで彼らの買い控えを起こす意思決定構造や心理的要因を検討
している。また、関谷（2016）も、東日本大震災以降の食品の購買忌避や不安感の実態
やそれらの要因を調べるために、福島県民とそれ以外の県民を対象とした Web アンケー
ト調査を行っている。さらに、Chew & Jahari（2014）は、日本を訪問したマレーシアの
観光客を対象に、東日本大震災後の日本へのリスク認知やデスティネーションイメージ、
再訪意向について尋ねることで、それらの要因の関係性について検討している。 
その一方で、火山観光地における最近の事例では、2015 年の箱根山噴火に伴った箱根
温泉街への訪問客の減少や 2016 年の桜島噴火に伴った周辺観光地への訪問客の減少、
2018 年の草津白根山噴火に伴った草津温泉街への訪問客の減少などが見られ、これらの
出来事がマスメディア等で頻繁に報じられている。このことを踏まえると、火山観光地
における潜在的訪問客の心理や行動に焦点をあてた研究は、訪問客減少という課題の克
服に向けた知見を得る上で重要であると考えられるが、それにも関わらず、訪問客の火
山観光地に対しての訪問回避モデルを検討した実証研究や訪問客の訪問回避を抑制する
ための方策に関する実証研究は乏しい。また、これらを合わせて検討することで「訪問
回避抑制の方策が、潜在的訪問客の訪問回避モデルのどの要因にどのような影響を及ぼ
すか」といった有益な知見を得ることができると考えられるが、こうした実証研究は管
見の限りで確認されていない。 
 
1-7. リスクの社会的増幅理論（SARF） 
 
潜在的訪問客の訪問回避行動の生起の仕組みを説明できると考えられるのが、「リスク
の社会的増幅理論（Social Amplification of Risk Framework：SARF）」の枠組みである。リ
スクの社会的増幅（Social Amplification of Risk）とは「一般大衆のリスク認知が専門家の
評価以上に増幅して社会的増幅を及ぼす」ことを指す（大槻, 2011；中谷内, 2012）。そし
て、SARF は、Kasperson et al.（1998）の提唱した、リスクの社会的増幅のプロセスを描
写した概念的枠組みであり（大槻, 2011；中谷内, 2012）、リスク認知やリスクコミュニケ
ーションに関する先行研究の知見を統合させた唯一のフレームワークとされる
（Kasperson et al. 2003；Pidgeon & Henwood, 2010）。また、風評被害に関する心理的メカ
ニズムの分析アプローチの 1 つともいわれている（関谷, 2016）。SARF には、リスク経
験、情報チャネル、増幅メカニズム、スティグマという 4 つの概念が内包されている。
以降の節では、これら 4 つの概念について説明する。 
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1-7-1. リスク経験 
 
リスクの社会的増幅（Social Amolification of Risk）の起点はリスク経験であるとされて
いる。リスク経験とは、実際にその災害を経験するという直接的な経験だけでなく、集
団や個人がリスクを解釈したり想像したりする間接的な経験も含んでいる（Kasperson et 
al. 2003: 15）。直接的なリスク経験は強く個人の記憶に刻まれるが、それは同時に危険知
識の修得を意味し、経験後、人は同一リスクに対して比較的冷静に対処することができ
るようになるとされる（自動車事故や自然災害の経験など）（Kasperson et al. 2003: 15）。
一方、間接的なリスク経験とは、他人やマスメディアからリスクに関する知識を得るこ
とを指す。人は、災害を直接経験する機会よりも、このような間接的に災害を経験する
機会の方が多いと考えられ、間接経験こそが認知されるリスクの増幅（「リスク増幅」）
の主要因であると考えられている（Kasperson & Kasperson, 1996:97）。 
また、間接的なリスク経験による増幅には、リスク情報の流出量、専門家同士の論争
（どのくらい論争が起きているか）、脚色、言外の意（リスクに象徴的な言外の意味が含
まれているかどうか）の、4 つの情報特性が重要であるとしている（Kasperson et al. 1988: 
184）。以下に Kasperson et al.（1988）が論じるこれら 4 つの情報特性について詳述する。 
第 1 の「リスク情報の流出量」に関しては、情報の正確さや質とは関係なく、リスク
情報の量が多ければ多いほど、大衆のリスク認知は増幅されるといわれている。例えば、
マスメディアで連日のようにあるリスク事象に関する報道が続くと人々のリスク認知は
高まりやすくなり、報道がされなくなるとリスク認知は低くなる場合が多いと考えられ
る。また、特定のリスクに関する情報が大量に流出すれば、人はそのリスクに対する潜
在的な恐怖を掻き立てられ、過去の事故や管理の失敗を思い起こすといわれている
（Kasperson, Emell, Goble, Hohenemser, Kasperson & Renn, 1987: 87；Kasperson et al. 1988: 
184）。それゆえ、リスク情報の流出量がリスクの社会的増幅に与える影響は強いと考え
られている。 
第 2 の「専門家同士の論争」に関しては、あるリスク事象に対する専門家の危険性の
評価が分かれ、論争が起きている場合に大衆のリスク認知は増幅されるとされる。それ
は、特定のリスクについて研究している専門家たちがお互いに違う主張をすると、一般
大衆は混乱し、彼らの主張に疑念を抱いてしまう可能性があるからである。そして、そ
うして生じた一般大衆の混乱と疑念が、結果的に、社会全体へのリスク増幅をもたらす
可能性がある。 
第 3 の「脚色」とは、情報伝達者が行う、話題の関心を引くための情報加工を指す。
リスクに関する情報は、人々の注目・関心を集めるためにインパクトが強くなるように
と、意識的な脚色をして伝達されることが多いが、このような脚色はリスクの社会的増
幅を促進する可能性がある。また、このようなリスクの社会的増幅は、個人的情報伝達
においても、マスメディアの報道においても見られる可能性がある。Kasperson et al.（1987: 
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88）は、リスクの社会的増幅が脚色によって生じた可能性を示す事例として、1979 年に
アメリカ合衆国で発生したスリーマイル島原子力発電所事故と 1986 年に旧ソビエト連
邦（現ウクライナ共和国）で発生したチェルノブイリ原子力発電所事故を挙げており、
前者発生の際には、「数日以内に原子炉で水素爆発が起きる可能性がある」という報道や
「大量の放射物質が大気中に放出される可能性がある」といった憶測を含んだセンセー
ショナルな報道が原子力発電所の周辺住民や世界中の人々の恐怖心を煽り、後者のケー
スでは、「数千人が死亡！」という見出しにより、原子力発電所事故による壊滅的な被害
の記憶を人々に鮮明に焼き付け、原子力に対するリスク増幅を促進したと指摘している
（Kasperson et al. 1987: 88）。 
第 4 の「言外の意」とは、ある言葉が、それが本来必ずしも指し示さない種類や程度
のリスクを示すものとして人々に解釈されることである。例えば、「きのこ雲」という言
葉は核兵器や核戦争などの核エネルギーを想起させ、「処分」という言葉は産業廃棄物や
放射性廃棄物といったネガティブなイメージを連想させる可能性がある（Kasperson et al. 
1988: 185）。 
 
1-7-2. 情報チャネル 
 
リスク経験は情報チャネルによって広く社会に伝達される可能性がある。Kasperson et 
al.（1987）は、情報チャネルをマスメディアによるものとインフォーマルな社会的ネッ
トワークによるものの 2 つに大別し、リスク増幅の要因の 1 つである間接経験のほとん
どはマスメディアからの情報によってもたらされると述べている（Kasperson et al. 1987: 
88）。それゆえ、世論の形成や社会的問題の設定などにおいてマスメディアは大きな役割
を果たすと考えられる。実際、Combs & Slovic（1979）の実証研究では、マスメディアが
報道したリスクに関する人々の認知は高くなり、報道されないリスクの認知は低くなる
ことが明らかにされている。一方、インフォーマルな社会的ネットワークとは、友人、
隣人、仕事、仲間などとの間の対人的な情報チャネルである（Kasperson et al. 1987:88）。
これについて、Kasperson et al.（1987: 88）は、人は伝え聞くリスク情報に不安を感じる
と身近な他者と情報交換を行うことでその情報を理解しようとする傾向があること、ま
た、その場合、専門知識を持たない者同士が情報交換をする場合が多く、人は誤報や誇
張によって更なる不安を植え付けられ、そうした不安要素を含んだ情報をさらに他の誰
かに伝達する可能性があることを指摘している。そして、こうして形成される「うわさ」
は、広く社会に伝達され、社会的リスク認知形成の重要な要因となるといわれる
（Kasperson et al. 1987: 88）。以上のように、マスメディア、インフォーマルな社会的ネッ
トワークのいずれの情報チャネルも、伝達の過程において伝達する情報に何らかの変化
を与えており、この変化がリスク経験に関する情報が広く社会に伝達することを助長す
ると考えられる。 
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1-7-3. 増幅メカニズム 
 
リスクの社会的増幅は 3 つの段階で発生すると考えられている（Kasperson et al. 1987: 
88）。以下に Kasperson et al.（1987）の述べる各段階について説明する。 
第 1 段階では個人のリスク認知が増幅する。先述した通り、情報チャネルを介して、
誇張や歪みを含んだ情報が社会に広まることで、個人のリスク認知は一定の方向に偏っ
て高められることがある。これは、人は限られた情報と情報処理能力でもって意思決定
をしなければならない局面において、情報処理を偏らせて判断の手間を節約する傾向が
あるためである。このような人の情報処理における傾向を「ヒューリスティック」と呼
ばれる（上田, 1997）。中谷内（2012）もまた、ヒューリスティックを「対象について多
面的で深い評価を行うのではなく、心理的な近道として一定の規則にのっとって簡便に
判断すること」と定義している。 
第 2 段階では、個人のリスク認知が高まることで大衆のリスク認知が形成され、これ
が原因となって特定の社会集団行動が発生する。この行動には、リスク課題を解決する
ための組織行動や、自らの主張に大衆の共感を求める政治的行動などがある。また、第
3 段階では、社会集団の行動が、何らかのリスク情報を発信し、それが他の領域に波及す
る。 
以上のように、リスク事象は、個人レベルのリスク認知形成、社会集団の行動、リス
ク認知の他の領域への波及という 3 つの段階で増幅するメカニズムを持つとされる。さ
らに、こうしたリスク増幅のプロセスにおいては、先述した 4 つの情報特性（「リスク情
報の流出量」、「専門家同士の論争」、「脚色」、「言外の意」）がリスク認知に影響を与える
と考えられる。 
 
1-7-4. スティグマ 
 
スティグマは、「汚名」、「烙印」といった意味を持ち、古代ギリシャにその起源を遡る
ことができる。スティグマは、元来、個人の悪評や不名誉などの人を区別するための言
葉として使用されてきたが、現代においては、差別を受ける集団や人々に対するネガテ
ィブなイメージやステレオタイプを意味する。また、スティグマは、直観、嫌悪感、恐
怖心といった人々の感情に基づいて形成される（Kunreuther & Slovic, 2001）ため、しば
しば正当な理由がなく、烙印を押された側からすれば不条理に感じる場合が多い
（Kasperson et al. 2003: 27）。 
近年、社会が成熟してリスクの多様化が進み、スティグマの概念は新しい科学技術や
未知の危険などと関係の深い場所や環境、製品などにも用いられるようになった
（Kasperson et al. 2003: 28-29）。Walker（2001）もまた、スティグマを「ある製品やサービ
スなどへの不当なレベルでの回避行動、リスクの思い違いや誤解、オーバーリアクショ
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ン」と定義している。例えば、大気汚染や水質汚濁などの公害事件に対して、「足尾鉱毒
事件」「四日市ぜんそく」「水俣病」などといった知名を冠した名前がつくと、その地域
に対してはネガティブなイメージがつくり出されてしまい、そのようなイメージは公害
問題が解決されてからも、長い間払拭することが難しくなると考えられる。 
 
1-7-5. フレームワークの概要 
 
SARF のフレームワークを図 1-2 に示す。リスクの社会的増幅は、2 つの段階に分けて
考えることができる。ステージⅠは、リスク情報が伝達され、知覚されるリスクが増幅
されたり減衰されたりする段階である。ステージⅡは、増幅されたり減衰されたりした
リスク情報によって、社会が様々な波及効果やインパクトを受けて反応する段階である。 
SARF のステージⅠでは、最初に社会が「リスク事象」に接触することで、前述のリス
ク経験が成立し、それが SARF の起点である「情報源」となる。図 1-2 の「情報源」枠内
に記載されている「個人的な経験」とは、1-7-1 で述べた、直接的なリスク経験のことを
指し、「間接経験」とは間接的なリスク経験のことを指す。さらに「間接経験」の枠内に
ある「直接的なコミュニケーション」に関しては、人がリスク事象を直接目撃すること
を、「間接的なコミュニケーション」に関しては、その事象が持ちうるリスクに関する情
報を得たり解釈したりする場合が想定されている。例えば、実際に死者や負傷者が発生
している事象を目の当たりにする場合は「直接的なコミュニケーション」に、現時点に
おいて被害は発生していないが、数世代後に影響が出るのではないかと人々に危惧され
ている遺伝子組み換え技術などの事例は「間接的なコミュニケーション」に分類される。 
「情報チャネル」は、「情報源」が発信するリスク情報を「社会的な増幅装置（Social 
Station）」に伝達する情報経路である。そして「社会的な増幅装置（Social Station）」は、
著名なオピニオンリーダーや学術機関、政府機関、マスメディアなど、リスク情報を広
く伝達する主体を指す。このようにリスク情報が伝達される過程において往々にしてリ
スクは増幅され、そのような増幅されたリスク情報は「個人的な増幅装置（Individual 
Station）」に伝えられる。「個人的な増幅装置（Individual Station）」は社会を構成する個々
人を指し、これらの認知主体が互いにネットワークを形成する過程でリスクはさらに増
幅される。なお、「社会的な増幅装置（Social Station）」と「個人的な増幅装置（Individual 
Station）」は合わせて「増幅ステーション（Amplification Station）」と呼ばれ、これは 1-7-
3 で説明した増幅メカニズムの第 1 段階及び第 2 段階を描写していると考えられる（1）。
「増幅ステーション（Amplification Station）」によってリスク情報が広く社会に伝播する
と、増幅メカニズムの第 2 段階である「政治的・社会的行動」が起こる。さらに「政治
的・社会的行動」は、「波及効果（Ripple Effect）」を引き起こす（「ステージⅡ」）。この段
階は 1-7-3 で説明した増幅メカニズムの第 3 段階にあたり、他の業界や類似する課題を
持つ社会的領域に到達し、時として遠隔地や将来の世代などにまで影響を及ぼすことも
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ある（Kasperson et al. 1988:182）。図 1-2 の「波及効果（Ripple Effect）」の示す同心円部は
初発の衝撃が広い次元へと拡散し、当初全く関係のなかった技術や組織・集団にも影響
を及ぼす様を描写している。また、人々が悪いイメージの烙印（スティグマ）を押す対
象も、「波及効果（Ripple Effect）」と共に広がり、これが新たな社会的衝撃を生み出す可
能性がある。 
 
 
 
1-7-6. SARF と他の理論の統合 
 
火山噴火などの自然災害に関わるリスクをはらむ火山観光地における潜在的訪問客の
訪問回避の背景を説明する上でも、リスク増幅のメカニズムを説明する SARF は有効な
理論であると考えられるが、適用する上で制約も存在する。SARF は広範で複雑な「リス
ク課題を解決する包括的理論構築への道標となる概念的枠組み」（Kasperson et al. 1988: 
180）とされる。Mase, Cho & Prokopy（2015）もまた、SARF について、「いわば全体のど
こに焦点に当てて課題を解決していくべきかを探索するための“ガイドライン”である」
と述べているが、一方で、「SARF は特定の個人や集団を対象とするリスク増幅を予測す
る目的に適したものではない」とも指摘している。また、図 1-2 のフレームワークに示
すプロセスの各段階の間の可逆性や双方向性といった線形・階層的な機能や、SARF 内
で扱う概念の詳細が欠如していることなどもしばしば指摘されている（Breakwell, 2000；
Rickard, McComas, Clarke, Stedman & Decker, 2013）。様々な要因がリスクの社会的増幅に
図 1-2 SARF のフレームワーク（日本語訳は、中谷内（2012）と大槻（2011）を参考） 
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及ぼし得るより具体的な影響を明らかにするため、大槻（2011）は、「まず、SARF で個々
の事象を俯瞰し、フォーカスする部分を探り当てた上で、今度はその部分の更なる詳細
メカニズムを、SARF の一部を拡大した別の枠組みやモデルを構築するなどして解明し
ていくことが望ましい」と提案している。また、Shakeela & Becken（2015）も「近年の先
行研究は、様々な心理的要因や理論を統合し、多くの事象に SARF を適用させている」
と述べている。 
本研究では、こうした議論に鑑み、SARF 内のステージⅠのプロセスに焦点を当て、火
山観光地における潜在的訪問客の訪問回避行動の説明を、彼ら個々人の心理の観点から
試みる。なお、先述した通り、SARF のリスク増幅のプロセスにおいては、SARF の起点
とされる「情報源」、とりわけ「間接的なリスク経験」がリスク増幅に大きな影響を与え
ること（1-7-1）が指摘されている。さらに、1-7-2 に示す通り、間接経験の生成における
マスメディアの重要性も指摘されている。これらに鑑みて、本研究では、間接的なリス
ク経験であるマスメディアの報道に着目し、火山噴火報道直後の訪問回避モデルについ
て検討する。また、SARF に、別の理論的枠組み（「二重過程理論」、「反転理論」）を統合
させることで、訪問回避を引き起こす潜在的訪問客の心理的構造のより深い解明を試み
る（1-8 と 1-9-4 を参照）。 
 
1-8. 二重過程理論 
 
ここでは、訪問回避を引き起こす潜在的訪問客の心理的要因についてより深く検討す
るために、SARF 内の「個人的な増幅装置（Individual Station）」に着目して議論する。個々
人内部におけるリスク増幅には、先述した「スティグマ」の形成が大きな影響を与えて
いることが考えられる。1-7-4 で述べた通り、スティグマは「汚名」や「烙印」といった
意味を持つとされており、「ある製品やサービスなどへの不当なレベルでの回避行動、リ
スクの思い違いや誤解、オーバーリアクション」と定義することができる（Walker, 2001）。
また、リスクを有する製品やサービスなどに対する態度は、直観や恐怖などの感情によ
って形成されたスティグマに左右され、ネガティブなスティグマは製品などに対して拒
否的な態度を生起させるとも説明されている（Kunreuther & Slovic, 2001）。つまり、潜在
的訪問客の心理内部においては、スティグマによる感情的反応が火山観光地に対して生
じ、それによって潜在的訪問客が訪問回避へと動機づけられる可能性があると考えられ
る。 
スティグマによる感情的反応に関して、リスク認知研究においてはしばしば感情ヒュ
ーリスティックという概念を参照して議論が行われている。ヒューリスティックとは、
先述の通り「限られた情報と情報処理能力でもって意思決定をしなければならない局面
において、情報処理を偏らせて判断の手間を節約する傾向」（上田, 1997）、「対象につい
て多面的で深い評価を行うのではなく、心理的な近道として一定の規則にのっとって簡
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便に判断すること」（中谷内, 2012）と定義される。そして、対象への感覚的な感情を手
がかりに受容や拒否傾向が決まるという特徴を持つヒューリスティックは感情ヒューリ
スティックと呼ばれている（中谷内, 2012）。 
このような感情の役割に焦点を当てた研究の基盤となっている理論的枠組みが「二重
過程理論（Dual-process Model：DPM）」（e.g., Chaiken & Maheswaran, 1994；Chaiken & Trope, 
1999；Epstein, 1994；Sloman, 1996；Stanovich & West, 2002）である。DPM は、人の思考
システムは 2 種類存在すると仮定し、両者の特徴や関連の説明を試みる理論であり、DPM
の適用は近年のリスク認知研究において関心を集めている（Loewenstein, Hsee, Weber & 
Welch, 2001；Loewenstein & Lerner, 2003；Slovic & Peters, 2006；Lerner, Li, Valdesolo & Kassam, 
2015；中谷内, 2009）。リスク認知の文脈において重要となる 2 種類の思考システムの特
徴を示すと、以下のようになる（Slovic, 2007；Slovic, Finucane, Peters & MacGregor, 2004）。 
 
 「経験的・感情的システム（Affective System）」 
- 素早く自動的に動き、大雑把な方向性を判断する。 
- 感情的で、連想により直観的な対象評価を行う。 
- イメージやたとえ話、物語、個別事例により事態を把握する。 
 
 「分析的・思考的システム（Cognitive System）」 
- 時間を要し、意識的に思考する。精緻な判断を志向する。 
- 理性的で論理に基づいた意識的な対象評価を行う。 
- 抽象的なシンボルや言語、数字、統計量により事態を把握する。 
 
上記 2 種類のシステムに関して、分析的、論理的な Cognitive System には、Affective 
System が直観的、感情的に下してしまった判断をモニターし、必要に応じて調整する機
能があるとされる（中谷内, 2009；Evans, 2003；Evans, 2008）。また、Shim & You（2015）
は、ハザードが起こる可能性などの認知的な反応が、恐怖や不安といった感情的な反応
を誘発する可能性を指摘しており、「Cognitive System → Affective System」の関係を示唆
している。そのほか、リスク認知の研究の分野では、DPM に基づきリスク認知を認知的
なリスク認知の評価（「Cognitive Risk Perception」）と感情的なリスク認知の評価
（「Affective Risk Perception」に分けて理解する研究が多くあり（e.g., Altarawneh, Mackee 
& Gajendran, 2018；Ejeta, Ardalan, Paton & Yaseri, 2018；Becken, Jin, Zhang & Gao, 2017；
van der Lindenn, 2014；Villeagas et al. 2013；Mcnally & Titchener, 2012；Terpstra, 2011）、本
研究でも対象とする自然災害のリスクの文脈においては、認知的なリスク認知の評価が
感情的リスク認知の評価に影響を及ぼす結果が報告されている（Altarawneh et al. 2018；
Becken et al. 2017；Shim & You, 2015）。 
Schulze & Wansink（2012）は、DPM を用いることでスティグマの形成とそれが人の意
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思決定に関する検討を行っている。その中で彼らは、Cognitive System と Affective System
の 2 つの意思決定モードの内、Affective System による感情的意思決定モードがスティグ
マの本質であると述べており、これを踏まえて工藤・中谷内（2014）は、DPM における
Affective System の働きが人々の回避行動の主たる原因であることを主張している。また、
工藤・中谷内（2014）の採用したモデルは、Cognitive System と Affective System の 2 つ
の意思決定モードが同時に存在すると仮定したモデルであるが、本研究のような潜在的
訪問客の訪問回避に関しても、これら両方の意思決定モードが関与している可能性が考
えられる。なお、この中の Affective System については、1-9-4 の反転理論の章でより深
く議論する。 
 
1-9. リスクコミュニケーション 
 
火山観光地における集客の安定化を図るという点では、スティグマの形成及びそれが
もたらすリスク増幅によって生じる潜在的訪問客の訪問回避を抑制するための方策が望
まれる。Sönmez & Graefe（1998a）も、“リスク認知の変容”や、変容させるための方策
などの知見を提供する研究が重要であることを指摘している。潜在的訪問客の訪問回避
を抑制する上で有益な知見をもたらすと考えられるのが、「リスクコミュニケーション
（Risk Communication）」の枠組みである。リスクコミュニケーションとは、リスクに関
わる個人・集団・組織間における情報・意見の相互作用的交換過程であり（National 
Research Council, 1989）、近年では安全管理に関わる多くの分野で関心を持たれている（広
田, 2011）。リスクコミュニケーションの基本構造は、リスク分析者・管理者（送り手）
からのリスク情報と、それに対する一般大衆（受け手）の関心・意見・反応の表現から
なる。また、定義の中に「相互作用的交換過程」と記されているように、リスクコミュ
ニケーションにおいては、しばしば双方向性や共考という側面が強調されるが、リスク
の性質や観光地の状況などに関する情報は、リスク情報に含まれる必要性が高く（広田, 
2011）、リスクコミュニケーションの枠組みの中でも、特に情報提供の観点が重要である
と考えられる。そのことに鑑み、本研究では、潜在的訪問客の訪問回避の抑制において、
送り手が受け手に提供する情報（情報介入）の有効性に着目する。 
 
1-9-1. 火山における客観的リスク 
 
本研究では火山観光地に対する潜在的訪問客の訪問回避に着目するが、そのような場
面においては、しばしば、火山噴火に対する潜在的訪問客のリスク認知にバイアスが生
じていると考えられる。なお、バイアスとは、専門家によるリスク評価とリスク認知の
間に乖離が生じている状態のことを示す（山口・多々・岡田, 2000）。そして、本研究で
対象とする潜在的訪問客が火山観光地への訪問を想定する場合においては、特に、噴火
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による被害が見られない、もしくは専門的な基準に照らして被害の発生が考えにくいに
も関わらず訪問が回避される場合に、間接的なリスク経験（1-7-1 を参照）の影響により、
潜在的訪問客が知覚する主観的なリスクが専門家によるリスク評価（客観的リスク）と
比べて過大に増幅していると考えられる。このようなギャップを解消するためには、潜
在的訪問客に、火山噴火の主観的リスクを低める情報を提供することが効果的であると
考える。 
なお、火山噴火について、藤井（2016）や中田（2016）は、「極めて複雑な物理現象で
あるため、予測が困難で不確実性をはらんだ事象である」と述べており、火山噴火の客
観的リスクの測定は容易ではないと考えられる。したがって、訪問客心理に関する観光
研究としての立場をとる本研究は、そのような火山噴火に伴う客観的リスクの測定自体
が専門性を要し、容易に結論を出せないテーマであることを十分に認識した上で、火山
噴火に伴う客観的リスクの測定は研究の範疇とせず、あくまでも専門家の立場から示さ
れた火山噴火の客観的リスクの指標に依拠して研究を行うこととする。 
本研究では、後述する通り、日本国内の活火山に関して日本人が認知するリスクを研
究対象とするが、日本国内において火山噴火の客観的リスクを測る指標の 1 つに「噴火
警戒レベル」という指標がある。噴火警戒レベルとは、火山活動の状況に応じて「警戒
が必要な範囲」と防災機関や住民等の「とるべき防災対応」を 5 段階（レベル 1：活火山
であることに留意、2：火口周辺規制、3：入山規制、4：避難準備、5：避難）に区分して
発表する指標であり、気象庁が 2007 年 12 月に導入している。なお、こうした噴火警戒
レベルは、噴火時の住民避難の判断に直結する指標であるとされており（菅野・斎藤, 
2013）、その火山地域で生活する住民は、自身の生活を噴火警戒レベルに委ねている現状
が見られている。しかし、正確には噴火警戒レベルの値だけで客観的リスクが決まるわ
けではない。それは、火山によって噴火警戒レベルによる客観的リスクの程度が異なる
可能性があるためである。例えば、火山の火口から極めて近い場所に位置する火山地域
においては噴火警戒レベルが 3 程度で避難する必要があるかもしれないが、本研究の研
究対象地でもある桜島（3-4 で後述）においては、火口周辺には誰も入ることができない
ため避難する必要は特にない。実際、後述する NPO 法人桜島ミュージアムとのヒアリン
グでは、噴火警戒レベル 3 では桜島の住民は依然通常通りの日常生活を送っているとの
ことであった。したがって、本研究では噴火警戒レベル 3 を桜島において許容できる客
観的リスクの許容限度を示すレベルとする。 
 
1-9-2. リスク認知を低減させ得る介入情報 
 
災害の定義に立ち返ると、Bell, Greene, Fisher & Baum（2001）は、自然災害について
「地域社会（community）を混乱させるような自然的驚異によって引き起こされる事象」
（Bell et al. 2001; 209）と定義している。また、元吉（2004）も、社会科学の分野の先行
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研究で扱われている災害の定義をいくつか概観した上で、災害が「何らかの大きな力に
よって、それまで安定していた社会環境が急激に変化し、人々に甚大な影響を及ぼす事
象」であると述べている。また、その上で彼らは、「地震、豪雨、火山噴火といった自然
現象自体は災害ではなく、それらの自然力が人々の存在する社会との相互作用を起こす
ことによってはじめて災害と定義される」という点が重要であることを指摘している。
例えば、マグニチュード 7.3 の兵庫県南部地震は、震源地に近接した大都市を襲い、阪
神・淡路大震災という災害を発生させ 6400 名以上の人命を奪った一方で、平成 15 年
（2003 年）十勝沖地震は、マグニチュード 8.0 と兵庫県南部地震に比べて約 20 倍の大き
さであったが、死者行方不明者は 2 名で、被害はかなり限定されていた。このことは、
災害が自然現象の力の大きさだけで決まるものではなく、自然現象に対して地域社会が
どう存在するかによって決定される事象であることを意味している。すなわち、こうし
た災害の観点から考えても、こうした自然現象から知覚されるリスクを低減させる上で
は、その地域に暮らす人々の反応という要因は重要であると考えられる。 
以上のことから、本研究は、火山噴火後の住民の生活の様子や、噴火に対する反応や
認識に関する情報介入がリスク認知のバイアスを解消させる上で有効であると考えられ
るため、そうした情報介入の影響を検証することとする。なお、本研究では研究対象地
として桜島を選定している（3-4 で後述）が、桜島においては先述した、「噴火警戒レベ
ル 3 以下の状況」を「客観的リスクが低い」状況とし、それにも関わらず潜在的訪問客
が認知するリスクと、それが直接的あるいは後述する関連諸概念を通して訪問回避意向
に及ぼす影響をいかに軽減できるかを検証するスタンスをとる。 
 
1-9-3. 介入情報の発信主体 
 
近年のインターネット普及に伴い、インターネットを通じて得られる情報は玉石混淆
である。このような現状から、近年では「情報内容を自分の力で批判的に吟味する力」
すなわち、メディアリテラシーの重要性が指摘されている（斎藤・大岩, 2004；後藤, 2006）。
メディアリテラシーの育成にあたっては、情報の発信元による信頼性の判定や複数のメ
ディアからの情報を比較するなどして、「情報の信頼性」を検討することを情報教育の指
導内容として取り入れる提案も見られている（文部科学省, 2006）。 
リスク認知の問題を考える上でも、「信頼」は重要な概念として位置づけられている
（Cvetkovich & Lofstedt, 1999）。それは、信頼がリスク認知やベネフィット認知に強く影
響し、対象となるリスク事象への受容や拒否を決めると考えられるからである（中谷内, 
2012）。また、受け手が感じる「情報の信頼性」と「発信元」の関係を指摘する研究も見
られる。例えば Siegrist（2000）によると、遺伝子工学に携わる研究者や企業に対する信
頼が高いと、遺伝子工学を用いた産物（遺伝子組み換え作物や畜産物、薬品や遺伝子診
断など）のベネフィットは大きく、また、リスクは小さいと認知され、その結果、それ
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らの産物の受容傾向が高くなることが確認されている。また、中谷内（2011）は、多種
多様なハザードに対する信頼と不安との相関関係に着目し、平均的にリスクマネジメン
ト組織に対する信頼が低いほどそのハザードに対する不安が高く、信頼が高ければ不安
が小さくなることを報告している。 
情報の発信主体とリスク認知の関係は、先述した SARF の議論中でも指摘されている。
Kasperson et al.（2003）は、「社会的な増幅装置（Social Station）」において、オピニオン
リーダーと呼ばれる人々の発言や、環境保護及びリスクに関する NGO 団体や NPO 団体
の活動、政府機関の対応、マスメディアのコメンテータやキャスターの解説の発言が、
リスクの増幅や減衰に大きな影響を与える可能性を指摘している。また、情報の発信主
体の影響はリスクの社会的増幅の波及効果においても指摘されており、情報の発信主体
に対する信頼が低い場合には、リスク認知が高くなるだけでなく、元々のリスクが持っ
ている問題とは別の派生的な問題が発生しやすく、社会的な影響を大きくしてしまうこ
とが多いといわれる（Kasperson et al. 2003）。 
上記の議論を踏まえると、情報介入時において、発信元が明記されている情報と明記
されていない情報では、与える心理的な影響が異なる可能性が想定される。それは、発
信元の明記の有無が、潜在的訪問客の情報に対する信頼度に相違をもたらすと考えられ
るためである。以上より、本研究では火山地域住民の生活の様子や反応・認識に関する
情報の介入が、潜在的訪問客の心理的構造に与える影響について、発信元の明記の有無
に着目して検討する。 
 
1-9-4. 反転理論 
 
1-4 で述べた通り、本研究で対象とする火山に関して、地殻活動ゆえの魅力という正の
側面と同じく地殻活動ゆえの自然災害発生の可能性という負の側面を兼ね備えた自然資
源であると考えられるが、人々の火山観光地、特に噴火中の火山を抱える観光地の評価
においても、正と負の相反する感情が想起され、両価的な評価がなされる可能性が考え
られる。つまり、火山噴火を魅力だと考える場合には、噴火に対してポジティブな感情
が想起されるが、その一方で、火山噴火の自然災害としてとらえる場合には、噴火に対
してネガティブな感情が想起されることが考えられる。1-8で述べた二重過程理論（DPM）
に照らして考えると、このような感情はリスク認知における「Affective system」に相当す
ると考えられるが、以上から、火山観光地のリスク認知に関わるこのような感情にもま
た正負の両面がありうることが考えられるということである。そのような同一対象から
想起される両面的な感情に関して、Apter（1992）の提唱する反転理論（Reversal Theory）
の議論が有益な知見をもたらすことが考えられる。 
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(1) 反転理論の概要 
 
反転理論は、動機づけや感情、パーソナリティに対しての一般的な理論的枠組みであ
るとされており（Apter, 1992；Apter, 2001）、対象とする心理的要因の状態を静的なもの
とみなさず、ダイナミックな常に変動する心理的過程と考える（生田, 2007）。また、反
転理論について、Houge Mackenzie, Kerr & Boyes（2011）は、リスクテイキング行動（ス
カイダイビング、バンジージャンプ、冒険活動）などの一見矛盾する逆説的な行動を説
明する上で有益な知見を提供する理論であると述べている。反転理論は 4 種類の対比す
る動機づけスタイルが軸になっており、その内容は以下のようになる（Apter, 2005）。 
 
 「Telic-Paratelic」 
- Telic（Serious）：目的追及の真面目モード 
- Paratelic（Playful）：目的を脇に置いた活動中心の遊戯モード 
 
 「Conformist-Negativistic」 
- Conformist（Confirming）：ルールを価値あるものとみなし、ルールに従う調和的態度
に価値を置くモード 
- Negativistic（Rebellious）：ルールを束縛と感じ、自由を大切にした、ルールに対して
反抗的な態度に価値を置くモード 
 
 「Mastery-Sympathy」 
- Mastery：対象（人、機会、仕事など）すべてをコントロールしたいというモード 
- Sympathy：対象に対して親密で養い、育てようとするモード 
 
 「Autic-Alloic」 
- Autic（Self）：行為を自分のためにしたいという自己志向的モード 
- Alloic（Other）：行為を他者のためにしたいという他者志向的モード 
 
反転理論ではこれら 4 つの動機づけ状態を組み合わせることによって、人の心理状態
が説明可能であるとされるが、本稿では、観光者・訪問客の心理状態と関係が深い Telic-
Paratelic 上の対比を軸に論じる。先述した通り、Telic は目的追及の真面目モードで
Paratelic は活動中心の遊戯モードのことを指し、また、Telic は Serious、Paratelic は Playful
と言い換えることが可能である。具体的な例として、Apter（1992）は、「檻の中の虎」現
象（’Tiger in cage’ phenomenon）という概念を挙げている。これは、危険な虎が檻の中に
いることで虎を見る者は安心感が得られ、「わくわく・どきどき」といったポジティブな
感情を感じることができると思われるが、檻がない状況では、虎を見る者は、自分を虎
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から守ってくれるもの（檻）がないため、不安や恐怖を感じる可能性が高いという、Telic
と Paratelic のそれぞれの心理状態が生じやすい状況をあらわす表現であり、前者が
Paratelic な状態が生じる状況、後者が Telic な状態が生じる状況であるといえる。 
 
(2) プロテクティブフレーム（情報介入が与える影響について） 
 
Paratelic な状態においては、「プロテクティブフレーム（Protective Frame）」が個々人の
内部に備わっていることが必須の条件となる（Apter, 1992）。プロテクティブフレームが
備わっていれば、未来に対する深刻な影響から「保護されている」と感じ、その時々の
遊戯に没頭できるためである。上記の虎の例では、檻の存在がプロテクティブフレーム
に相当する。ここで重要なのは、檻が存在するか否かで心理状態が変化するように、実
際の動機づけ状態においても、檻のように安全を確保してくれるプロテクティフレーム
があれば人は Paratelic な動機を持ちやすく、なければ Telic な動機を持ちやすくなるとい
うことである。 
また、プロテクティブフレームは、必ずしも檻のように実在する必要はなく、認知上
のフレームでもありうる。例えば、人はバンジージャンプや激流下り、ハングライダー
などの危険なスポーツに興じる際、「皆がやっていることだから大丈夫だろう」というよ
うに、プロテクティブフレームが「ある」と思ったとき、危険や恐怖や覚醒を楽しむこ
とができる。つまり、プロテクティブフレームが備わってこそ人は高覚醒状態を楽しむ
ことができ、プロテクティブフレームが存在していなければ不安に陥ってしまう。例え
ば、ジェットコースターに乗っている際、「ジェットコースターが脱線するかもしれない」
と思っている場合には不安を感じるが、「事故など起こるはずがない」と思っている場合
には、わくわく・どきどきといった快感情となる。このように、反転理論によれば、人
の動機づけは一定ではなく、同一の個人においても何らかのきっかけにより変化（反転）
する可能性がある。 
本研究においては、火山地域の住民の生活や様子に関する情報の介入が、反転理論で
いうところのプロテクティブフレームとして機能する可能性が考えられる。すなわち、
情報介入により、噴火報道から想起されるネガティブな感情を弱め、むしろポジティブ
な感情が強めるという結果が得られる可能性が考えられる。 
 
1-10. 研究目的 
 
本研究は、潜在的訪問客の噴火報道後の火山観光地に対して、訪問回避を引き起こす
心理的構造を把握・検証することを第一の目的とする。また、その上で、火山地域住民
の生活の様子や反応・認識に関する情報介入が、潜在的訪問客の心理的構造に与える影
響を検証することを第二の目的とする。先述した通り、情報介入の影響に関しては、情
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報発信元の明記の有無に着目して検討する。 
なお、本研究では、実学的には、「客観的リスクが許容範囲である」（「噴火警戒レベル
3 以下の状況）にも関わらず、潜在的訪問客が認知するリスクと、それが直接あるいは間
接的に訪問回避意向に及ぼす影響を、情報介入によっていかに軽減できるかを検証する
というスタンスをとる。 
本研究は観光研究として位置づけられるが、上記の目的達成にあたり、リスクコミュ
ニケーションの概念に基づいている。また、その中でも、リスク認知研究で使用されて
いる 3 つの理論（「SARF」、「DPM」、「反転理論」）を統合した枠組みに基づき検討してい
る（図 1-3 を参照）。つまり、本研究は SARF のうちの一部（ステージⅠの、リスク情報
の伝達とそれによるリスク増幅・減衰の段階）に着目し、その段階におけるリスク認知
の構成要素の理解（Cognitive System と Affective System）の為に DPM を援用し、Affecitve 
System の構成要素の理解（potitive と nagetive）と情報介入が訪問回避を引き起こす心理
的構造（潜在的訪問客の火山観光地訪問回避モデル）に与える影響の理解の為に反転理
論を援用する。なお、具体的な調査設計については第 3 章で述べる。 
 
 
  
図 1-3 本研究の理論的枠組み 
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第2章 先行研究 
 
2-1. 理論的枠組み 
 
本節では、第 1 章に基づく問題意識から、本研究の理論的枠組みに関係する先行研究
を概観する。具体的には、まずリスク認知と訪問（回避）意向の関係に着目した観光研
究を概観し、その後、本研究で参照する理論的枠組みに関する先行研究（「SARF に関す
る研究」、「DPM に関する研究」、「リスクコミュニケーションに関する研究」、「反転理論
（プロテクティブフレーム）に関する研究」）を概観し、それぞれの先行研究の現状につ
いて整理する。 
 
2-1-1. リスク認知と訪問（回避）意向の関係に着目した観光研究 
 
佐々木（2007）は、観光者・訪問客の意思決定は、①観光旅行前の「選択意思決定」、
②観光旅行中の「実施行為」、③観光旅行後の「実施後の評価・感情」段階の 3 段階に集
約されるとしている。本研究では、観光旅行前の「選択意思決定」段階にあたる、潜在
的訪問客の観光地に対する訪問回避に関する研究に焦点を当てる。 
リスク認知と訪問（回避）意向の関係に着目した代表的な観光研究としては、Sönmez 
& Graefe（1998a）と Sönmez & Graefe（1998b）の研究が挙げられる。まず、Sönmez & Graefe
（1998a）は、アメリカの大学生 500 名を対象に、世界 10 地域に関するリスク認知や過
去の旅行経験、安心感が訪問意向・訪問回避意向に与える影響について検討している。
彼らは調査の中で、各地域に関する 10 種類のリスク認知（「Equipment / functional risk」、
「Financial risk」、「Health risk」、「Physical risk」、「Political instability risk」、「Psychological 
risk」、「Satisfaction risk」、「Social risk」、「Terrorism risk」、「Time risk」）を測定しており、
それらと訪問意向及び訪問回避意向の関係性についてそれぞれ着目し、リスク認知が訪
問回避意向を予測する上で重要な要因であることを明らかにしている。また、Sönmez & 
Graefe（1998b）は、一般のアメリカ人 500 名を対象に、テロリズムや政治不安のリスク
を内包した旅行の意思決定予測モデルを検証し、リスク認知のレベルがそのような意思
決定を予測する上で重要な要因であることを明らかにしている。また、自然災害が潜在
的訪問客の訪問意向に与える影響について着目した Lehto, Douglas & Park（2008）の研究
では、オンライン調査を用いた、学生 265 名の海岸の観光地への訪問意向に関する、津
波が発生する前後での測定し比較が行われている。また、彼らは、Pleasure-Arousal-
Dominance（PAD）モデルが訪問意向に及ぼす影響も共分散構造分析を用いて検証してお
り、その中で、楽しみの因子（「Pleasure」）が訪問意向に強い正の影響を及ぼしているこ
とが確認されている。 
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また、近年の訪問意向や訪問回避意向に着目した研究では、リスク認知とデスティネ
ーションイメージの知見の統合を試みた研究が多く見られる（Lepp et al. 2011；Chew & 
Jahari, 2014；Becken et al. 2017；Khan, Chelliah & Ahmed, 2017；Promsivapallop & Kannaovakun, 
2017；Peng & Xiao, 2018）。例えば、Chew & Jahari（2014）は、訪日後のマレーシア人 255
名を対象に、東日本大震災後のリスク認知（「Physical Risk」、「Socio-psychological Risk」、
「Financial Risk」）がデスティネーションイメージ（「Cognitive image」、「Affective image」）
を介して再訪意向に及ぼす影響について共分散構造分析を用いて検証し、訪問意向に対
して、「Physical Risk」は直接的な負の影響、「Socio-psychological Risk」と「Financial Risk」
は、2 種類のデスティネーションイメージを介して間接的な負の影響を与えることが確
認されている。同様に Khan et al.（2017）も、共分散構造分析を用いて、マレーシアの大
学生 370 名を対象とし、インド旅行に関するリスク認知がデスティネーションイメージ
を介して訪問意向に及ぼす影響を検証している。彼らの調査では、Chew & Jahari（2014）
で扱った 3 種類のリスクに、「Performance Risk」と「Time Risk」を加えた計 5 種類のリ
スクを対象としており、訪問意向に及ぼす影響に関しては、「Physical Risk」と「Time Risk」
の、「Cognitive image」を介した間接的な負の影響、「Performance Risk」の「Affective image」
を介した負の影響が確認されている。また、Becken et al. (2017) は、中国の都市スモッグ
に焦点を当てており、アメリカ人 300 名とオーストラリア人 300 名を被験者とし、認知
的リスク認知（「Risk perception」）、感情的リスク認知（「Feelings Toward Air Quality」）、デ
スティネーションイメージ（「Cognitive image」、「Cognitive Infrastructure」、「Affective image」）
が訪問意向に及ぼす影響について共分散構造分析を用いて検証している。そして、訪問
意向に対する「Risk perception」による「Affective image」を介した間接的な負の影響、
「Feeling air quality」による直接的な負の影響と 3 種類のデスティネーションイメージを
介した間接的な負の影響を明らかにし、感情的リスク認知の重要性を指摘している。 
上記の通り、観光者・訪問客のリスク認知に関する観光研究は少なからず存在する。
しかしながら、自然災害リスクに対する認知的評価や感情的評価に焦点を当てた研究は
少なく、とりわけ、本研究で対象とする火山噴火の事象を対象とした研究は見当たらな
い。また、SARF 及び DPM は、先述した議論を鑑みると、潜在的訪問客の訪問回避を説
明する上で有効な理論であると考えられるが、それにも関わらず、これらを援用させた
観光研究は乏しい。また、1-9 でも述べた通り、Sönmez & Graefe（1998a）は、“人のリス
ク認知の変容”に着目した研究の重要性を指摘しているが、現状としてそのような知見
を提供している研究は見当たらない。 
 
2-1-2. リスクの社会的増幅理論に関する研究 
 
Kasperson et al.（1988）がリスクの社会的増幅理論（SARF）を提案して以降、このフレ
ームワークはリスク事象が人々や社会に与える影響のダイナミズムを説明するのに非常
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に有用なツールであると評価され、多くの研究がなされてきた（中谷内, 2012）。また、
大槻（2011）は、代表的な SARF 研究を、「SARF そのものに関する実証研究」と「SARF
を他のテーマに援用・適用させている研究」（Jonge, Frewer & Trijp, 2004；伊藤, 2007；西
澤, 2009；関谷, 2009）とに大別している。前者は、SARF を検証することに重きを置いた
研究、後者は、SARF を援用したり、SARF について議論したりすることでリスク事象を
解明することに重きを置いた研究のことを指しており、本研究は後者の研究として位置
づけられる。また、大槻（2011）は、SARF そのものに関する実証研究を、さらに「SARF
の全体プロセスを検証しようとする研究」（Renn et al. 1992；Burns, Slovic, Kasperson, 
Kasperson, Renn & Emani,1993；Breakwell & Barnett, 2003）と「部分的プロセスに焦点を
当てた研究」（Masuda & Garvin, 2006；手塚, 2006；Lewis & Tyshenko, 2009）に分け、SARF
研究の潮流が全体プロセスから部分的プロセスへと変遷してきている傾向を指摘してい
る。 
大槻（2011）が紹介した部分的プロセスの研究に関しては、いずれも 1-7-5 で説明した
SARF のステージⅠに軸を置き、「社会的な増幅装置（Social Station）」や「個人的な増幅
装置（Individual Station）」が特定条件下でどのように反応するかに焦点を当てているが、
近年の先行研究においては、特に、「社会的な増幅装置（Social Station）」に着目した研究
が増加傾向にある（e.g., Comrie, Burns, Coulson, Quigley & Quigley, 2019；Rossmann, Meyer 
& Schulz, 2018；Wriz, Xenos, Brossard, Scheufele, Chung & Massarani, 2018；Chong & Choy, 
2018；Strekalova & Krieger, 2017；Fellenor, Barnett, Potter, Urquhart, Mumford & Quine, 2017；
Chung & Yun, 2013）。その背景としては、SNS などのソーシャルメディアの普及が強く影
響していると考えられる。例えば、Wriz et al.（2018）は、ジカウイルス感染のリスク事
象に対して、Twitter と Facebook という 2 つの「社会的な増幅装置（Social Station）」が、
人々のリスクの社会的増幅にどの程度影響を与えているかを検討している。具体的には、
彼らは、Twitter と Facebook の投稿されたデータに対して、センチメント分析（2）と呼ば
れる手法を用いることでネガティブな感情を推定し、リスク増幅の程度を比較している。
また、Chong & Choy (2018) も同様に、Facebook や新聞などの煙霧に関する投稿データに
対して、センチメント分析を行っており、各リスク認知の度合いを比較することで、SARF
内の情報チャネルにおけるソーシャルメディアの重要性を指摘している。このように、
近年ではソーシャルメディアという新たな「社会的増幅装置（Social Station）」が SARF
にとってどのような役割を果たすかを検討した研究、いわば SARF の理論拡張を促進す
る研究が増えてきているといえる。 
SARF の適用に関しては、流行病（Busby & Duckett, 2012；Rickard et al. 2013；Strekalova, 
2017；Ng, Yang & Vishwanath, 2017）や癌（Strekalova & Krieger, 2017）などの健康に関す
るリスク事象（Wardman, & Lofstedt, 2018；Clahsen, van Kamp, Hakkert, Vermeire & Piersma, 
2018）を中心に、近年では様々な場面で適用が試みられている。例えば、Mase, Cho & 
Prokopy（2015）は、気候変動に関するリスク事象を対象としており、農業関係者の気候
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変動に対するリスク認知や信念、態度に及ぼす要因を明らかにしている（気候変動を対
象としたその他の先行研究：Shakeela & Becken, 2014；Dessai, Adger, Hulme, Turnpenny, 
Kohler & Warren, 2004, Renn, 2011；Poumadere, Mays, Le Mer & Blong, 2005）。また、Brenkert-
Smith, Dickinson, Champ & Flores（2012）は、森林火災に関するリスク事象に SARF を適
用させることで、周辺住民の森林火災に対するリスク認知の概念的モデルの開発を試み
ている。その他の適用に関しては、BSE（狂牛病）問題を対象とした Boyd & Jardine（2011）
や、群衆事故を対象とした Zhou, Wang & Zhang（2017）、水の再利用に関するリスク事象
を対象とした Kandiah, Binder, & Berglund（2017）などがある。 
このように、SARF は幅広いリスク事象に適用されているが、本研究で対象とする火
山噴火の場面を対象とし、SARF を適用した研究は未だ見当たらない。また、SARF を適
用させた研究のほとんどが、市民や住民のリスク増幅を対象としており、訪問客のリス
ク増幅を検討したものは少ない。例えば、Shakeela & Becken（2014）は、沿岸の観光地の
観光従事者の知覚する気候変動に関するリスクの増幅を検討しているが、本研究のよう
に潜在的訪問客の観点から、リスク増幅を検討した事例は未だ見当たらない。 
 
2-1-3. 二重過程理論に関する研究 
 
二重過程理論（DPM）は、これまでに、社会心理学や認知心理学の様々な分野の研究
において適用や発展がなされてきた（Kahneman, 2011；Smith & DeCoster, 2000）。またリ
スク認知研究においても、Loewenstein et al.（2001）が“Risk-as-feeling”の枠組みを提唱
し、リスク認知における感情の重要性を指摘して以降、DPM の適用は注目を集めており
（Loewenstein et al. 2001；Loewenstein & Lerner, 2003；Slovic & Peters, 2006；Lerner et al. 
2015；中谷内, 2009）、リスク認知の文脈における DPM 研究は増加傾向にある。さらにリ
スク認知に関する DPM 研究に限定しても、その適用対象は様々である。例えば、Wu, Qi, 
Hu, Zhang & Zhao（2017）は、消費者の都市スモッグに対する対策用グッズ（マスクや空
気清浄機など）の購入意図に着目し、DPM のモデルを用いて、Heuristic-Systematic Model
（HSM）と呼ばれる個人のリスク判断時の情報処理に焦点を当てたフレームワークの構
築を行っている。彼らの調査では、より具体的には、「ヒューリスティック処理（Heuristic 
processing）」と「システマティック処理（Systematic processing）」がリスク認知に与える
影響について検討している。HSM とリスク認知の関係に着目した研究は他にも、東日本
大震災の福島原発事故を対象とした Ryu & Kim（2014）や Zhu, Wei & Zhao（2016）の研
究、自動車メーカーのリコール危機を対象とした Wei, Zhao, Wang, Cheng & Zhao（2016）
の研究、癌などの公衆衛生のリスクコミュニケーションを対象とした Trumbo（2002）の
研究などが挙げられる。 
また、工藤・中谷内（2014）は、東日本大震災後の事故地域の農産物に対する消費者
の購買行動に着目し、DPM に基づいてフレームワークの構築を行っている。具体的には、
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彼らは、予備調査で福島県産の農産物への印象について被験者に自由記述してもらい、
抽出された項目を KJ 法により分類した後、二重過程理論に基づき、分類した要因の中か
ら農産物の購入意図に影響を及ぼすと考えられる6つの要因を決定し、それらをAffective 
System の変数と Cognitive System の変数に振り分けることでモデルの構築を行ってい
る。なお、このモデルは、同様の事例後の水産物に対する購買行動にも援用されている
（法理・牧野・堀井, 2017）。そして、どちらの研究においても、Affective System と Cognitive 
System が購入意図に与える影響、及び Cognitive System が Affective System に与える影響
が確認されている。 
上記で議論した研究の一方で、近年では、リスク認知自体に DPM を適用させた研究が
増加傾向にある。具体的には、DPM に基づきリスク認知自体を、認知的なリスク認知の
評価（「Cognitive Risk Perception」）と感情的なリスク認知の評価（「Affective Risk 
Perception」）の 2 種類に分類し、その間の関係性や、行動意図（「Behavioral Intention」）
などの要因に与える影響を検討する研究が見られる。これらの研究は、さらに、「2 種類
のリスク認知の影響について検証した研究」（Altarawneh et al. 2018；Ejeta et al. 2018；
Becken et al. 2017；van der Lindenn, 2014；Villeagas et al. 2013；Mcnally & Titchener, 2012；
Terpstra, 2011）と、「感情の影響に限定して検証した研究」（Moyer & Song, 2017；Seo, 
Almanza, Miao & Behnke, 2015；Nakayachi, 2013；Xie , Wang, Zhang, Li & Yu, 2011；Keller, 
Siegrist & Gutscher, 2006）に大別できる。本研究は、感情的評価が訪問回避に与える影響
について特に焦点を当ててはいるが、1-8 で議論した通り、訪問回避に関して両方の意思
決定モードが関与している可能性が想定されるため、前者の研究（「2 種類のリスク認知
の影響について検証した研究」）の立場をとる。 
認知的なリスク認知の評価と感情的なリスク認知の評価の両方の影響について検証し
た研究では、モデル構築を行ったものが多く見られる。例えば Altarawneh et al.（2018）
は、人々の洪水に対する保護行動（「情報探索（Information Seeking）」、「リスク低減行動
（Risk Reduction Action）」、「予防行動（Prevention Behavior）」などを含む）に着目し、リ
スク認知に関する認知的評価（「Cognitive System」）及び感情的評価（「Negative Affects」、
「Positive Affects」）が保護行動意向に与える影響を共分散構造分析により検証しており、
「Cognitive System」と「Negative Affects」の正の影響、及び「Positive Affects」の負の影
響が確認されている。同様に Terpstra（2011）も、人々の洪水避難準備意図に、認知的リ
スク認知（「Perceived consequences」、「Perceived likelihood」）と感情的リスク認知
（「Perceived dread」）が与える影響を共分散構造分析により検証しており、この中の
「Perceived likelihood」と「Perceived dread」が避難準備意図に正の影響を及ぼす結果が確
認されている。また、Becken et al.（2017）は、中国に対する観光客の訪問意向に着目し、
都市スモッグに対する 2 種類のリスク認知（「Risk Perception」、「Feelings Toward Air 
Quality」）やデスティネーションイメージ（「Cognitive Attraction」、「Cognitive Infrastructure」
「Affective Image」）が訪問意向に与える影響について検証しており、「Risk perception」の
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「Affective image」を介した間接的な負の影響、「Feeling air quality」の直接的な負の影響、
及び 3 種類のデスティネーションイメージを介した間接的な負の影響が確認されている。
また、ハリケーンリスクにおける「Cognitive Risk Perception」及び「Affective Risk Perception」
のスケール開発を試みた Trumbo, Peek, Meyer, Marlatt, Gruntfest, McNoldy & Schubert（2016）
の研究もある。 
感情的なリスク認知の評価に限定して検証した研究に関しては、例えば Moyer & Song 
(2017) は、高圧電線（HVPL）の設置に関するリスク事象を対象とし、感情的評価（「Fear」、
「Anger」、「Happiness」、「Excitement」）が HVPL に対するリスク認知やベネフィット認
知に及ぼす影響について検証している。また、Nakayachi（2013） は、連想によるリスク
不安に着目し、遺伝子組み換えに関するリスク情報が同じ食品カテゴリーにある農薬や
食品添加物など別のリスクへの不安まで高めることを明らかにし、さらにその後、遺伝
子組み換えのリスクを否定する情報を与えると、遺伝子組み換えそのものへの不安は大
きく低下するものの、連想によって高まってしまった別のリスクへの不安は十分に低下
しないという結果を得ている。 
上述の DPM 研究を概観する限り、自然災害リスクに対する認知的評価や感情的評価
に焦点を当てた研究は少なく、本研究で対象とする火山噴火という文脈を対象とした研
究は見当たらない。また、先行研究では、地域住民や消費者を対象とした研究が多く、
観光者の視点から調査した研究は少なく、とりわけ、本研究で対象とする潜在的訪問客
の訪問回避行動を対象とした DPM 研究は見当たらない。なお、先述した通り、火山は魅
力とリスクの相反する両面的な側面を兼ね備えた自然資源であると考えられるが、それ
ゆえに感情的評価に関して、ネガティブな感情だけでなく、スリルや興奮などのポジテ
ィブな感情にも焦点を当てる必要があると考えられる。本節で概観する限り、Altarawneh 
et al.（2018）の研究が、感情的なリスク認知のポジティブ・ネガティブ両面の感情に焦
点を当てた唯一の研究であるが、この研究で使用されたポジティブ感情に関する尺度項
目は、本研究で扱うようなスリル・興奮といった非日常的魅力における文脈を含んでい
ない。また、先述した通り、認知的なリスク認知の評価と感情的なリスク認知の評価の
両方の影響について検証した研究においては共分散構造分析を用いてモデル構築を行っ
たものが多く見られるが、これらの研究はあくまでモデル構築の段階にとどまり、本研
究のように構築したモデルに情報介入が及ぼす影響について検討した研究は見当たらな
い。 
 
2-1-4. リスクコミュニケーションに関する研究 
 
リスクコミュニケーションに関する研究においては、情報提供の観点、すなわち、送
り手が提供するリスク情報が受け手の反応・認知に与える影響について検討した研究が
多い。本節では、リスクコミュニケーション研究の中でも、情報の送り手と受け手の間
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の双方向の影響ではなく、そのような送り手が提供する情報の受け手への影響に着目し
た研究について議論する。また、こうした研究の中でも、さらに「リスク事象に関する
情報の表現・内容の差異による影響に着目した研究」と「情報の介入の有無による影響
に着目した研究」が見られる。本研究は、介入情報の内容（地域住民の様子・反応に関
する情報）に関する議論も行っている（1-9-2 を参照）が、情報介入が訪問回避モデルに
どのような影響を及ぼすかという点に特に焦点を当てている（1-9-4 を参照）ため、後者
の研究（「情報の介入の有無による影響に着目した研究」）の立場をとる。 
まず、情報の影響に着目した研究の中では、上記の前者の研究（「リスク事象に関する
情報の表現・内容の差異による影響に着目した研究」）が特に多く見られる。例えば、恐
怖喚起コミュニケーション（Morss, Cuite, Demuth, Hallman & Shwom, 2018）や一面的／両
面的コミュニケーション（木下・吉川, 1989a；木下・吉川, 1989b；天野・栗栖・中谷・花
木, 2013）といった説得的コミュニケーションに焦点を当て、情報内の表現の違いによる
評価の差異を検討したもの見られる。また、自然災害を扱った研究については、ハリケ
ーンを対象とした研究が比較的多く見られる。例えば、Villeagas et al.（2013）や Matyas 
et al.（2011）は、フロリダの観光客に対象とし、ハリケーンの進路予測図などのリスク
に関する情報をいくつか提示した上で、彼らのリスク認知や避難行動意向の評定値の比
較を行っている。また、Morss et al.（2018）は、ハリケーンの被害を受けたアメリカの沿
岸地域に暮らす住民を対象とし、恐怖喚起を促すリスク情報とそうでないリスク情報の
比較を行うことで、恐怖喚起コミュニケーションの有効性を検討している。さらに、自
然災害を扱った研究の中でも、本研究で対象とする火山を扱った研究については、火山
地域で暮らす住民や専門家を対象とした Merlhiot, Mermillod, Pennec, Hidalgo & Mondillon
（2018）の研究が見られる。彼らは、被験者に火山災害のリスクを伴うシナリオに関す
る情報を何条件か提示し、それに対する意思決定の選択の差異を比較している。また、
彼らは、状況の不確実性を各シナリオで操作することで、脅威に対する不確実性の減少
が、被験者の意思決定の選択に及ぼす影響についても検証している。 
こうした情報の内容の影響に着目した研究の中でも特に、事故・災害の生起確率など
に代表される確率情報の表現法は重要な検討課題となっている。それは、地震や津波の
発生は極値分布などの確率分布に基づいて予測され、工学をはじめとする多くの領域で
のリスク評価や予測では、確率が不確実性を記述する中心手段とされるためである（広
田, 2014）。本田・山岸（2006）は、このような確率情報の表現法を大きく 2 種類に分類
している。1 つ目の表現法は、数値による確率表現（数値確率）であり、例えば天気予報
の降水確率などのように“雨が降る確率は 90％である”といった表現である。Gigerenzer 
& Hoffrage （1995）は、数値確率を提供する場合には、パーセントで示すよりも頻度形
式の方が受け手に理解されやすく、受け手が持つバイアスを減少させることが指摘して
いる。また、数値で確率情報が与えられたときの決定行動については体系的に研究が行
われており、人は確率が伝える客観的な情報をそのまま受け入れて決定を行っているの
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ではなく、情報に対して特有の心理的な重みを置いた上で決定を行っていることが明ら
かになっている（Kahneman & Tversky, 2000）。2 つ目の表現法は、言語によって確率情報
を表現する（言語確率）方法であり、例えば“イラクにおいて今後もテロによる攻撃が
続発する可能性を否定できない”といった表現である。人は、日常的には数値確率より
むしろ言語確率によって確率情報を伝達していることが多く、専門家・非専門家関係な
くこのような言語確率で伝達する傾向があることが知られている（Beyth-Marom, 1982）。 
先述した通り、本研究で対象とする火山噴火は、極めて複雑な物理現象であるがゆえ
にその客観的リスクの測定は容易ではなく、報道の際も噴火による評価が言語確率によ
る表現でなされる場合が多い。例えば、後述する、本研究の本調査で提示する報道記事
中では、「火山活動が活発化する恐れがある」や「今後、さらに大きな噴火が起きるとは
考えていない」といった表現で記されており、先述した SARF の議論を踏まえると、報
道中のこのような曖昧な表現が潜在的訪問客のリスク増幅を促す可能性が考えられる。 
また、一方で、リスクコミュニケーション研究の中でも情報介入の有無による影響に
着目した研究としては、大南・大石・高原・北山・本多・荒井・有路（2012）や松本・塩
見（2004）の研究が挙げられる。大南ら（2012）は、消費者 400 名を対象とした Web ア
ンケート調査を行い、保存料に関するリスク情報及びベネフィット情報の提供がリスク
認知に与える影響について検証し、リスク管理に関する情報提供だけでは消費者の保存
料に対するリスク認知に影響を与えるには不十分であるが、そこに食品添加物に関する
ベネフィット情報を介入させると消費者のリスク認知は低減されるという結果を示して
いる。また、松本・塩見（2004）は、被験者 830 名を対象としたアンケート調査を行い、
原子力発電に関するリスク情報及びベネフィット情報に加えて、「安全対策情報」を介入
させた際の評価の差異について、リスク情報・ベネフィット情報のみを伝えて評価して
もらう被験者群とリスク情報・ベネフィット情報に安全対策情報を介入させて伝えて評
価してもらう被験者群の 2 群に分けて比較・検討し、安全対策情報を介入させて伝えた
群の方が、送り手に対する信頼は高いことが確認され、安全対策情報の有効性を示して
いる。 
また、観光研究の中で、こうした情報の介入が受け手の反応・認知に与える影響に着
目した研究としては、情報介入がデスティネーションイメージやリスク認知に及ぼす影
響について検討した Lepp, Gibson & Lane（2011）の研究が挙げられる。彼らの研究では、
ウガンダから知覚される潜在的訪問客のデスティネーションイメージやリスク認知に着
目し、学生被験者 286 名に対して、ウガンダの公式観光ウェブサイトの介入が彼らの認
知に影響を及ぼす可能性について、情報介入させずに評価する群（統制群）と情報介入
させて評価する群（実験群）の 2 群に分けて比較・検討している。その結果として、観
光ウェブサイトの介入は、潜在的訪問客のリスク認知を弱め、ポジティブなイメージを
強めることを明らかにしている。 
上述の情報の影響に着目した研究を概観する限り、リスクに関する情報が受け手の反
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応や認知に与える影響を実証的に検証した研究は数多く見られるものの、本研究で対象
とする火山のリスクに対する情報の影響に焦点を当てた研究は少なく、また、観光者や
訪問客を対象とした研究もほとんど見られない。また、情報の影響に着目したこれまで
の研究では、情報の影響をリスク認知などの単純な要因の評定平均値を比較するまでに
とどまり、本研究で行うような行動意図を予測するモデル内のどの要因にどのような影
響が見られるかといった、構造的に情報の影響を検証している研究は見当たらない。 
 
2-1-5. 反転理論（プロテクティブフレーム）に関する研究 
 
本研究では、1-9-4 で述べた通り、地元住民の認識・反応に関する情報介入がプロテク
ティブフレームとしての機能を果たす可能性を想定しているため、本節では、反転理論
に関する研究の中でも特にプロテクティブフレームの概念に着目した研究について議論
する。プロテクティブフレームに関する研究は、スポーツ（Kerr, 2007；Houge Mackenzie 
& Kerr, 2012, 2014；Kerr & Houge Mackenzie, 2012, 2014, 2018；Houge Mackenzie et al. 2011）
やメディア（Portel & Mullet, 2014；Fruchart, Rulence-Pâques & Mullet, 2018）の文脈による
ものが見られる。 
まず、スポーツの文脈における研究に関しては、定性的アプローチを用いることで、
ハイリスクなスポーツにおけるプロテクティブフレームの存在を確認する試みが多く見
られる。例えば、Kerr（2007）は、仲間をスカイダイビングの事故で失くした経験を持つ
女性のスカイダイバーに対してインタビュー調査を行っており、事故の経験が、彼女た
ちの感情（興奮／不安）または動機づけ状態（テリック／パラテリック）をどのように
変容されたかを調査することで、プロテクティブフレームの概念について説明している。
具体的には、仲間の死亡事故を経験した結果、被験者の中には、ひどく落ち込んだり不
安・恐怖を感じたりする女性や、スカイダイビングを続けられなくなる女性が見られ、
そうした結果をプロテクティブフレ―ムの概念により説明している。また、Houge 
Mackenzie & Kerr（2012）は、ハイキングなどのアドベンチャーツーリズムの文脈におい
て、オートエスノグラフィー（3）と呼ばれる定性的手法を用いることで、プロテクティブ
フレームの形成にどのような要因（自信、スキル、環境条件など）が影響を与えるかを
識別し、リスクをはらむ経験を提供する上では、プロテクティブフレームの形成が重要
であることを指摘している。また、Kerr & Houge Mackenzie（2014）は、男性の熟練スカ
イダイバーに対して行ったインタビュー調査によって動機づけへの経験について検討し
ており、彼のプロテクティブフレームが 2 種類の動機づけ状態（「Telic-Paratelic」、
「Mastery-Sympathy」）の組み合わせに基づいて形成される可能性を指摘している。これ
らの研究の欠点として、定性的アプローチを用いているがゆえにサンプル数が非常に少
なく、結果の一般化に乏しいという点が挙げられる。 
一方で、メディアの文脈における研究に関しては定量的アプローチを用いることで、
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テレビ番組視聴の動機に関するプロテクティブフレーム（4）の影響を検証した研究が見ら
れる。これらの研究は、「実際には不安や恐怖を感じるような事象（自然災害や暴力シー
ンなど）であるにも関わらず、なぜテレビでは、そうした事象を楽しんで見ることがで
きるのか」について理解することを目的としている。例えば、Portel & Mullet（2014）は、
様々な状況（スケート、スキーなどを行っている状況、地震が起こった状況など）を 153
名の被験者に想定させ、それぞれの状況においていくつかの質問を行っている。具体的
には、「実際にその状況が起こった場面を想定した際の恐怖の程度」（プロテクティブフ
レ―ムが備わっていない場面）や、「その状況に関する番組をテレビで視聴した場面を想
定した際の興味の程度」（プロテクティブフレ―ムが 1 つ備わっている場面）、「テレビ番
組に関する会話を聞いた場面を想定した際の興味の程度」（プロテクティブフレームが 2
つ備わっている場面）に関する質問をそれぞれの状況に対して行っており、状況に対す
る恐怖と興味の間に正の相関があることを明らかにしている。なお、この結果は、スポ
ーツの場面に着目した状況（スカイダイビングやラフティング、バンジージャンプなど
を行っている状況）を対象とし、上記と同様の調査手法を行った Fruchart et al.（2018）の
研究でも確認されており、この結果を踏まえてプロテクティブフレームの存在について
議論を行っている。本研究も定量的アプローチを用いることで、介入情報のプロテクテ
ィブフレームとしての機能の検証に焦点を当てている。 
 
 
2-2. 方法論的枠組み 
 
本節では、本研究の方法論的枠組みに関する先行研究を概観する。具体的には、はじ
めに、評価刺激を用いた実証研究について概観し、その中でも、定量的調査を行った実
験的研究に関して概観する。そして、実験計画法（「被験者内計画」、「被験者間計画」）
について、“剰余変数の統制”という観点から議論を行ったのち、本研究で定める実験計
画や想定される剰余変数について述べる。 
 
2-2-1. 評価刺激を用いた実証研究 
 
1-9 で述べた通り、本研究では、情報介入が及ぼす影響に着目するため、調査では、被
験者に“情報”という刺激を提示し評価してもらう形式をとる。このような評価刺激を
用いた研究は、「評価刺激に関する客観的評価に着目した研究」と「評価刺激に関する主
観的評価に着目した研究」に大別することができる。前者の研究としては、アイマーク
レコーダーを用いて、被験者の評価刺激を見た際の生体反応のデータをもとに分析した
研究（Li, Huang & Christianson, 2016；Wang & Sparks, 2014；Kim, Kim & Bolls, 2014）が主
に見られる。また、後者の研究は、さらに定性的アプローチと定量的アプローチに分類
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できる。定性的アプローチを用いた研究には、評価刺激を提示した後にインタビュー調
査を行った研究（Sirakaya & Sonmez, 2000；Lin, Morgan & Coble, 2013；Lo & McKercher, 
2015；Matteucci, 2013）が見られ、定量的アプローチを用いた研究には、複数の異なる評
価刺激を被験者に提示し、SD 法を用いた評価項目などの定量的に評定してもらう実験的
調査を行った研究（実験的研究）が多く見られる。 
本研究では、Lepp et al.（2011）が述べる、「情報介入の影響に着目する研究においては
実験的調査を用いることが望ましい」という主張に基づき、実験的調査を採用している。
また、訪問回避を引き起こす心理的構造を把握・検証と、そうした心理構造への情報介
入の影響を明らかにする目的に鑑み、「評価刺激に関する主観的評価に着目した研究」の
アプローチを採用する。さらに、既に概観した通り、観光研究の分野における関連先行
研究は豊富とは言えないものの、リスク認知に関する実証研究の蓄積は豊富にあり、後
述の通り本研究で対象とする訪問回避を引き起こす心理的構造における要因間の仮説の
設定は可能だと考えられるため、定量的・確証的なアプローチをとる 
 
2-2-2. 実験的研究の概要と先行研究 
 
実験的研究とは、原因であると思われる変数（独立変数）を人為的に操作し、それが
生み出す結果（従属変数）を測定することで、変数間の因果関係を検証する研究のこと
を指す。高野・岡（2004）は、これらの実験計画法について、“被験者内計画”と“被験
者間計画”という 2 種類の方法があると述べている。被験者内計画とは、調査者が用意
した条件それぞれに同一の被験者を割り当てる、すなわち、同じ被験者がすべての条件
を評価する実験計画のことを指す。また、被験者間計画とは、調査者が用意した条件そ
れぞれに異なる被験者を割り当てる実験計画のことを指す。従来の実験的研究において
も、これらの実験計画の観点から、「被験者内計画による研究」と「被験者間計画による
研究」の 2 種類に大別できる。なお、被検者内計画と被検者間計画を合わせた「混合計
画」と呼ばれる実験計画法を用いた研究も確認されている（e.g., Weiler, Moyle, Wolf, de 
Bie & Torland, 2017）。 
被験者内計画を用いた観光研究では、スライド実験を行った実験室環境での研究が多
く見られる（表 2-1 を参照）。例えば、Ogawa, Naoi & Iijima（2017）は、観光景観画像に
写りこんでいる人の有無に着目し、46 名の被験者を大学の教室に集め、18 枚の観光景観
画像（9【観光スポットの数】×2【画像に写りこむ人の有無】）をスライドに 1 枚ずつ投
影し、それらの評定を行わせている。また、Araya, Naoi & Iijima（2017）も、Ogawa et al.
（2017）と同様、実験室環境でスライド実験を行い、場所に存在する人の特性（国籍）
の差がその場所の印象に及ぼす影響を分析しており、彼らは 18 枚の画像を 63 名の被験
者に評定させている。これらの研究の特徴は、被検者間計画の研究と比べて、多くの評
価刺激を扱うことができる一方で、被験者の数が限定的となってしまうという点である。
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また、分析に関して、因子分析や共分散構造分析などの標本の独立性が仮定されている
分析手法を扱うことが難しく、分散分析などの分析に限定されてしまう。 
被検者間計画を用いた観光研究では、Web アンケート調査を行った研究が多く見られ
る（表 2-2 を参照）。例えば Byun & Jang（2015）は、被験者 195 名に対して Web アン
ケート調査を行っており、その中で被検者に、観光 Web サイトの広告を検索して旅行を
計画していることを想定させ、4 種類の広告の内からランダムに割り当てられた 1 種類
の広告について評価させている。Adenekan（2016）も同様に、4 種類の Web サイトか
ら 1 種類をランダムに割り当て、340 名の被験者にそのサイトの評価をさせている。こ
れらの研究の特徴は、被験者内計画の研究と比べて、扱うことのできる評価刺激の数が
制限される一方で、多くの被験者を確保できるという点である。本研究では情報介入の
詳細な内容というよりは介入の影響に焦点を当てる為、介入させる情報の数種類の条件
に分け、それぞれに被験者をランダムに割り当てる、本段で概観したアプローチを採用
することが適切だと考えられる。また、分析に関しても、本段で概観した研究には共分
散構造分析などの構造分析を行っている研究が多く、モデル（心理的構造）の構築を行
う本研究においては、被験者間計画を用いた調査が有効であると考えられる。 
 
  
表 2-1 被験者内計画による研究 
被験者数（名） 評価刺激数（条件）
MacKay & Fesenmaier (1997) 65 119
村川・西名・安野・金尾 (1997) 46 30
MacKay & Fesenmaier (2000) 10 9
Naoi & Iijima (2004) 51 26
Naoi, Airey & Iijima (2009) 44 30
吉原・西名・田中・宮地 (2011) 116 40
吉原・西名・田中・宮地・向井 (2012) 127 40
Yang, Jiaxun & Yingkang (2012) 114 10
Cheng & Kuo (2015) 386 20
Araya, Naoi & Iijima (2016) 63 18
Ogawa, Naoi & Iijima (2017) 46 18
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2-2-3. 剰余変数の統制 
 
実験計画法を考える上では、“剰余変数の統制”も重要となる。剰余変数とは独立変数
以外で従属変数に影響すると推定される変数のことを指す（高野・岡, 2004）。実験的研
究の基本的なロジックは、原因ではないかと思われる変数 X（独立変数）を人為的に動
かしてみて、結果ではないかと思われる変数 Y（従属変数）がそれにつれて動くかどう
かを調べ、この結果を踏まえて因果関係を推定するという流れになるが、例えば独立変
数 X を動かす最中に、まったく別の変数 Z（剰余変数）が動いてしまった場合、剰余変
数 Z が独立変数 X と“交錯”していたことになり、そうなると、従属変数 Y が動いたと
しても、その原因が独立変数 X によるものなのか、それとも剰余変数 Z によるものなの
か、その判断がつかなくなってしまう。このように、剰余変数は独立変数と従属変数の
間に見せかけの因果関係をつくり出してしまう「生成」の働きや、逆に独立変数と従属
変数の間の因果関係を打ち消してしまう「抹消」の働きをしてしまう。そのため、実験
的研究で因果関係を見極める際、剰余変数の統制が正確に行われているかどうかが重要
となる。なお、ここでの「統制」とは、その変数を取り除いてしまうか、もしくは、少
なくとも値が変わらないように保ち、独立変数と一緒に変化しないようにすることを意
味する。 
心理学が研究の対象とする人間は皆、個別の特性を持っており、これらは剰余変数と
して作用する危険性をはらんでいる。被験者内計画はこのような個体差変数を統制する
ための理想的な方法とされる。先述した通り、被験者内計画では調査者が用意した条件
それぞれに同一の被験者を割り当てる。つまり、この計画は同じ被験者がすべての条件
を評価し、各条件下において被験者が等質であるため、条件間に個体差が生じることは
ない。また、被検者間計画は“残留効果”に弱いという大きな欠点を持っている（高野・
被験者数（名） 評価刺激数（条件）*
Byun & Jang (2015) 195 4
Adenekan (2016) 340 4
Tanford & Montgomery (2015) 308 3
Book, Tanford & Chen (2016) 409 2
Walters, Sparks & Herington (2007) 180 9
Lee, Gretzel & Law (2010) 128 6
Choi, Hickerson & Kerstetter (2018) 317 12
Lee & Gretzal (2012) 239 8
Jun & Vogt (2013) 245 8
Kim & Youn (2017) 236 8
Liu-Lastres, Schroeder & Pennington-Gray (2018) 240 4
※ 被験者は無作為に1条件に割り当てられた。
表 2-2 被験者間計画による研究 
 35 
 
岡, 2004）。残留効果とは、前の試行から後の試行への影響のことであり、剰余変数の一
種とされ、これには、試行や進むことによる慣れや練習の効果や、逆に疲労の効果など
様々な影響も含まれる。多くの心理学における実験を用いた研究では、こうした残留効
果が否定できない場合が多いため、被験者間計画が採用されている。 
被験者間計画では、調査者が用意した条件それぞれに異なる被験者を割り当てること
になるが、その場合、条件間での被験者の個人差の偏りが懸念される。これに対応する
ために、従来の被検者間計画を用いた実験的研究では被験者を各条件に無作為に配分す
る方法（無作為配分）を取り入れている。高野・岡（2004）はこの無作為配分を非常に
強力な統制方法であると述べている。それは、無作為配分が組織的配分（あらかじめ剰
余変数と考えられる個体差変数を測定しておき、その結果をもとに各条件に配分する方
法）と比べて実現性が高く、経済的にも安価であるためである。また、無作為配分によ
って被験者を各条件に割り当てることが可能であれば、それぞれの被験者の個体差変数
は偶然に配分されることになるため、理論的にはすべての個体差変数を統制することが
でき（高野・岡, 2004）、個体差変数に由来する偶然的な差とは別に、独立変数の操作に
由来する必然的な差があるかどうかを見分けることができる。これとは対照的に組織的
配分をした場合には、あらかじめ測定した個体差変数についてしか統制することができ
ないため、その意味で無作為配分は組織的配分よりも信頼性が高いといえる。 
しかし、無作為配分の欠点として、偶然誤差が大きくなりすぎると、独立変数の必然
的な効果が見分けられなくなってしまうという点が挙げられる。この偶然誤差を小さく
する方法について、高野・岡（2004）は、無作為配分と組織的配分を組み合わせる方法
を紹介している。これは、従属変数に大きな影響を与えることがわかっている個体差変
数のうち、正確に測定できかつ被験者対を簡単につくることができる変数があれば、そ
れについては組織的配分を行うことでその個体差変数に由来する誤差を減らす方法であ
る。さらにその上で対となる被験者をどの条件に割り当てるかを無作為に決めれば、ど
ちらの配分方法の利点も扱うことが可能となる。以上の議論を踏まえ、本研究では組織
的配分と組み合わせつつも無作為配分をベースとした被験者間計画の調査を行うことと
する。 
 
2-2-4. 本研究で想定される剰余変数 
 
本節では、本研究の火山観光地訪問回避モデルに影響を及ぼすと考えられる剰余変数
について議論する。リスク認知や訪問（回避）意向の個人差に関しては、性別や年齢な
どのデモグラフィック要因（e.g., Flynn, Slovic & Mertz, 1994；Lepp & Gibson, 2003；Gibson 
& Yiannakis, 2002；Schroeder, Pennington-Gray, Kaplanidou & Zhan, 2013；Matyas et al. 2011；
上市・楠見, 2006）、国籍（e.g., Englander, Farago, Slovic & Fischhoff, 1986；Seabra, Dolnicar, 
Abrantes & Kastenholz, 2013; Kozak, Crotts & Law, 2007、知識（e.g., Altarawneh et al. 2018；
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Wu et al. 2017；Villeagas et al. 2013；中谷内, 2012；上市・楠見, 1998）、過去の経験などに
よる差異が先行研究でしばしば確認されている。例えば、Flynn et al.（1994）は、一般に
年齢による差異に関しては若年者よりも高齢者の方が、性別に関しては男性よりも女性
の方が、リスクを大きく評価する傾向があると指摘している。また、国籍による差異に
関して、Englander et al.（1986）は、ハンガリー人はアメリカ人よりも、家電製品や自転
車、カフェインなどの日常的なことに関して、危険であると判断する傾向があることを
指摘している。また、知識による差異に関して、上市と楠見（1998）は、リスクを伴う
さまざまな状況を分類し、それぞれの状況に関して、知識・スキルなどの要因とリスク
認知の関連を検討しており、結果として、知識やスキルを持っていると認識するほど、
そのリスクを小さく認知する場合があることを明らかにしている。 
また、過去の経験に関しては、訪問経験（e.g., Sönmez & Graefe, 1998a；Sönmez & Graefe, 
1998ab；Lepp & Gibson, 2003；Floyd et al. 2004）と自然災害経験（e.g., Ejeta et al. 2018；
Raphael, 1986；Vastfjall, Peters & Slovic, 2008；Altarawneh et al. 2018；Matyas et al. 2011；
Villeagas et al. 2013；Terpstra, 2011）の 2 種類の経験によるリスク認知の差異がそれぞれ
検討されている。訪問経験による差異に関しては、Lepp & Gibson（2003）は、旅行経験
が豊富な旅行者は、健康やテロリズム、食品から知覚されるリスクが低いことを指摘し
ている。また、自然災害経験による差異に関しては、一般的には災害経験がリスク認知
を高める傾向が指摘されており、それを示唆する研究も見られるが（e.g., Vastfjall et al. 
2008；Altarawneh et al. 2018）、その一方で災害経験がリスク認知を弱めるという結果を報
告した研究も見られる（e.g., Ejeta et al. 2018；Villeagas et al. 2013）。こうした相反する傾
向は、SARF 内のリスク経験の概念においても議論されている。例えば、中谷内（2012）
は、衝撃的な出来事を直接経験すると、その経験は記憶に残りやすく、そのリスクをイ
メージしやすくもなるため、リスク認知も高くなるが、それと同時に、その経験によっ
てリスクの特徴を学習することもでき、リスクを管理・制御する能力を身につけること
ができる場合もあると述べている。そして、その経験以降、そのリスクに対する耐性や
対応能力が高まるため、直接的なリスク経験は、リスクを増幅させる側面とリスクを減
衰させる側面の両方を持ち合わせているとしている（中谷内, 2012）。また、Villeagas et al.
（2013）は、過去の自然災害経験を、個人の災害経験と他者（家族や友人）の災害経験
に分けて測定しており、それぞれの経験で結果が異なることを報告している。 
本研究では、被験者対を比較的簡単につくることのできる「性別」と「年齢」につい
て、組織的配分による統制を図ることとする。また、その他の変数については、調査の
際に測定を行い、後述する Fisher の直接法を用いた検定や一元配置分散分析により 3 条
件間で偏りがないかを確認する。 
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第3章 研究目的 
 
本章では、まず本研究の目的やフレームワーク、仮説について述べる。その後本研究
における学術的新規性や実学的意義について述べ、最後に本研究の研究対象地の概要に
ついて述べる。 
 
3-1. 研究目的とフレームワーク 
 
1-10 で述べた通り、本研究は、①潜在的訪問客の噴火報道後の火山観光地訪問回避モ
デルの構築と、②そのモデルに及ぼす情報介入の影響の検証を目的とした観光研究であ
る。これら 2 つの目的達成のため、本研究では、リスクコミュニケーションの観点から、
「リスクの社会的増幅理論（Social Amplification Risk Framework：SARF）」、「二重過程理
論（Dual-process Model：DPM）」及び「反転理論（Reversal Theory）」の 3 つの理論的視
点に基づきフレームワークを構築している。 
調査設計に関しては、無作為配分をベースとした被検者間計画（「性別」と「年齢」の
変数に関しては組織的配分による統制）の Web アンケート調査を採用し、3 条件の評価
パタンを用意した。具体的には、報道記事のみを読んで評価してもらう群（条件 A）、報
道記事を読んだのち、発信元が記載されていない情報介入用の記事（「介入記事」）を読
んで評価してもらう群（条件 B）、報道記事を読んだのち、発信元が記載されている介入
記事を読んで評価してもらう群（条件 C）の 3 条件を設定した（図 3-1 を参照）。また、
後述の通り、調査で提示する報道記事は実際の新聞記事を基に、介入記事は NPO 法人桜
島ミュージアムの HP で投稿されている記事を基に作成したものを使用した。また、被
験者がこれらの記事を読む際には、「記事中の事象が実際に昨日起こり、今、その記事を
目にしている場面」を想定してもらった。なお、先述した通り、本研究では、情報介入
が噴火報道後の訪問回避モデルに及ぼす影響の検証に焦点を当てており、調査設計の都
合上、「報道記事を提示しない」という統制群は設定しておらず、報道記事が訪問回避モ
デルに及ぼす影響を実証するに至っていない。この詳細に関しては、4-5-1 の「仮想の報
道記事と介入記事の作成」と 6-3 の「制約と今後の展望」で述べる。 
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図 3-1 本研究の調査設計 
 
3-2. 研究の仮説 
 
以下に本研究における仮説及びそのモデル（図 3-2）を示す。 
 
 H1：「リスク認知（Cognition）」は「訪問回避意向」に正の影響を及ぼす。 
 H2a：「ネガティブ感情」は「訪問回避意向」に正の影響を及ぼす。 
 H2b：「ポジティブ感情」は「訪問回避意向」に負の影響を及ぼす。 
 H3a：「リスク認知（Cognition）」は「ポジティブ感情」に負の影響を及ぼす。 
 H3b：「リスク認知（Cognition）」は「ネガティブ感情」に正の影響を及ぼす。 
 H4a：火山地域住民の生活の様子や反応・認識関する情報介入は、「リスク認知
（Cognition）」の因子得点に負の影響を及ぼす。 
 H4b：火山地域住民の生活の様子や反応・認識に関する情報介入は、「ネガティブ感
情」の因子得点に負の影響を及ぼす。 
 H4c：火山地域住民の生活の様子や反応・認識に関する情報介入は、「ポジティブ感
情」の因子得点に正の影響を及ぼす。 
 H4d：火山地域住民の生活の様子や反応・認識に関する情報介入は、「訪問回避意向」
の因子得点に負の影響を及ぼす。 
 H5a：情報介入時において、情報発信元の明記は、「リスク認知（Cognition）」の因子
得点に負の影響を及ぼす。 
 H5b：情報介入時において、情報発信元の明記は、「ネガティブ感情」の因子得点に
負の影響を及ぼす。 
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 H5c：情報介入時において、情報発信元の明記は、「ポジティブ感情」の因子得点に
正の影響を及ぼす。 
 H5d：情報介入時において、情報発信元の明記は、「訪問回避意向」の因子得点に負
の影響を及ぼす。 
 
H1 は、リスク認知研究において、「認知的リスク認知は人の意思決定に影響を及ぼす」
という考え方が見られること（Loewenstein et al. 2001；Slovic & Peters, 2006）、また、DPM
を用いた研究において、Cognitive System の要因が購入意図に負の影響を及ぼす結果（Wu 
et al. 2017；工藤・中谷内, 2014；法理ら, 2017）が報告されていることや、自然災害リス
クの文脈において、認知的リスク認知が避難行動意向や保護行動意向に正の影響を及ぼ
す結果（Terpstra, 2011；Altarawneh et al. 2018）が報告されていることに基づく仮説であ
る。 
H2a は、リスク認知研究において、「感情的リスク認知は人の意思決定に影響を及ぼす」
という考え方が見られること（Loewenstein et al. 2001；Slovic & Peters, 2006）、また、リ
スクの文脈で DPM を用いた研究一般において、感情的リスク認知が避難行動意向や程
行動意向に正の影響を、購入意図や訪問意向に負の影響を及ぼす結果（e.g., Wu et al. 2017；
工藤・中谷内, 2014；Terpstra, 2011；Altarawneh et al. 2018；Becken et al. 2017）が報告され
ていることに基づく仮説である。 
H2b は、また、DPM を用いた研究において、Affective System の要因が購入意図に影
響を及ぼす結果（Wu et al. 2017；工藤・中谷内, 2014；法理ら, 2017）が報告されているこ
と、また、自然災害リスクの文脈において、ポジティブな感情が保護行動意向に負の影
響を及ぼす結果（Altarawneh et al. 2018）や、訪問意向に正の影響を及ぼす結果（Lehto et 
al. 2008）が報告されていることに基づく仮説である。 
H3a は、DPM に関する研究において、「Cognitive System は Affective System が直観的、
感情的に下してしまった判断をモニターし、必要に応じて調整する」という考え方が見
られること、また、反転理論において、「認知されたリスクは、ネガティブ・ポジティブ
の両感情を想起させる可能性がある」という考え方が見られること、また、自然災害リ
スクの文脈において、認知的評価がポジティブな感情的評価に負の影響を及ぼす結果
（Altarawneh et al. 2018）が報告されていることに基づく仮説である。 
H3b は、DPM に関する研究において、「Cognitive System は Affective System が直観的、
感情的に下してしまった判断をモニターし、必要に応じて調整する」という考え方が見
られること、また、反転理論において、「認知されたリスクは、ネガティブ・ポジティブ
の両感情を想起させる可能性がある」という考え方が見られること、また、自然災害リ
スクの文脈において、認知的評価がネガティブな感情的評価に正の影響を及ぼす結果
（Altarawneh et al. 2018；Shim & You, 2015）が報告されていることに基づく仮説である。 
H4a～H4d は、反転理論に関する研究において、「プロテクティブフレームが備われば、
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人は Paratelic な動機を持ちやすく、なければ Telic な動機を持ちやすくなる」という考え
方が見られること、また、情報介入の影響に着目した研究一般において、観光ウェブサ
イトや安全対策情報などのベネフィット情報の介入がリスク認知に負の影響を及ぼす結
果（e.g., Lepp et al. 2011；大南ら, 2012；松本・塩見, 2004）が報告されていること、また、
その中でも Lepp et al.（2011）が、観光ウェブサイトの介入がポジティブなイメージに正
の影響を及ぼす結果を報告していることに基づく仮説である。 
H5a～H5d は、SARF に関する研究において、「オピニオンリーダーと呼ばれる人々の
発言や、環境保護及びリスクに関する NGO 団体や NPO 団体の活動、政府機関の対応、
マスメディアのコメンテータやキャスターの解説の発言は、リスクの増幅や減衰に大き
な影響を与える」という発信元に関する考え方が見られること、また、リスク認知研究
において、そのような「発信元」と「情報の信頼性」の関係が確認されており、信頼が
高いと、事象に対するリスクは小さくベネフィットが大きく認知される結果（e.g., Siegrist, 
2000, 中谷内, 2011）が報告されていることに基づく仮説である。 
 
 
 
3-3. 学術的新規性と実学的意義 
 
本研究の学術的新規性を観光研究とリスク認知研究の観点からそれぞれ述べる。まず、
本研究の位置づけでもある観光研究の観点においては、以下の学術的新規性が主にある
と考えられる。 
 
図 3-2 本研究の仮説 
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 火山観光地のような自然災害リスクを内包する観光地を対象とした訪問回避に焦点
を当てている。 
 リスク認知研究でしばしば使用される 3 つの理論（「SARF」、「DPM」、「反転理論」）
の知見を観光研究に援用させている。 
 
また、SARF、DPM、反転理論に関するリスク認知研究の観点においては、以下の学術
的新規性が主にあると考えられる。 
 
 観光研究の観点と同様、リスク認知研究の中でも適用事例の少ない火山噴火に関す
るリスク事象を対象としている。 
 リスク認知研究では、住民や国民などを対象としたものが多いが、本研究では、潜
在的訪問客を対象としている。 
 SARF に DPM と反転理論の知見を統合させている（SARF 研究における新規性）。 
 火山という二面的な側面（災害を引き起こす側面、観光資源としての側面）を内包
している自然資源を対象としているがゆえに、モデル内の感情的評価に関して、ネ
ガティブ感情（負の要因）だけでなくポジティブ感情（正の側面）も含めて検討し
ている。 
 
また、本研究は、火山観光地に対する潜在的訪問客の訪問回避モデルの構築と、それ
に及ぼす情報介入の影響について合わせて検討することで、情報介入の影響を構造的に
把握することを最終的な目標としているが、こうした試みは観光研究とリスク認知研究
のどちらの研究においても確認されていない。したがって、「潜在的訪問客の火山観光地
訪問回避モデルの構築と、そのモデルに及ぼす情報介入の影響の検証を同時に行う」こ
ともまた本研究の学術的新規性だといえる。 
さらに本研究は、風評被害の根端である潜在的訪問客の訪問回避抑制に向けたあり方
を模索する有益な知見を提供するという点に関して実学的意義も持つと考えられる。 
 
3-4. 研究対象地 
 
本研究は火山観光地に対する潜在的訪問客の訪問回避に着目しており、評価には実際
の記事を基に作成した報道記事・介入記事を使用した Web アンケート調査を用いる。そ
のため、研究対象地に関しては、火山観光が盛んで、火山周辺に多くの観光スポットが
点在している地域を選定することが望ましい。また、その一方で、火山が中心的な誘因
となっているがゆえに、風評被害の根幹である潜在的訪問客の訪問回避の課題にしばし
ば直面している火山を主な観光対象とする観光地であることが実学的貢献の観点からは
望ましい。 
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桜島は、鹿児島のシンボルとも呼ばれる活火山として、鹿児島県の大きな観光資源と
して位置づけられており（石川, 2016）、鹿児島市街地から錦江湾を挟んで約 4 ㎞の場所
に位置する。また、桜島は現在もなお頻繁に火山活動を続けている世界有数の活火山で
あり（石川, 2016）、桜島周辺には現在およそ 5000 人の住民が暮らしているとされる（NPO
法人桜島ミュージアム, 2011）。また、桜島は、鹿児島の人々のアイデンティティとなっ
ており（岩中, 2012）、鹿児島市や桜島への観光を PR する書籍、HP 等では、桜島につい
て「鹿児島の象徴」や「鹿児島のシンボル」などといった表現での記述が多く見受けら
れる。また、桜島周辺には、有村溶岩展望所や湯之平展望所、なぎさ遊歩道などの、桜
島の眺望を魅力とする観光スポットが充実しており、毎年多くの観光者・訪問客が訪れ
る場所である。一方で、活火山としての桜島の火山活動は、2009 年以来活発化しており、
年間 1000 回近くの噴火が観測されている（石川, 2016）。そのような桜島の噴火は、ニュ
ースや新聞で大々的に報道されることも多く、それらが原因で、宿泊をキャンセルする
人や桜島観光を不安視する人がいる現状が見られる（NPO 法人桜島ミュージアム, 2011）。
以上のことから、桜島は火山観光地に対する潜在的訪問客の訪問回避に着目する本研究
に適していると判断し、研究対象とした。 
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第4章 調査概要と結果 
 
本章では、まず、調査計画について説明し、その後、本調査（Step3）の準備のために
行った調査（Step1、Step2）の概要と結果についてそれぞれ述べる。最後に本調査（Step3）
の概要について述べる。 
 
4-1. 調査計画 
 
本研究における調査は、主に 3 つの Step の調査で構成される（図 4-1）。集約すると、
Step1 が「選定」の段階、Step2 が「確認」の段階、Step3 が「検証」の段階という位置づ
けとなっている。まず、Step1 では、本研究で想定するリスク事象の選定と Step3 の本調
査で提示するリスク事象に関する報道記事文及び噴火画像の選定を行った。想定するリ
スク事象の選定は聞き取り調査の結果を基に行い、提示する報道記事文や噴火画像の選
定はその後のアンケート調査の結果を基に行った。次に、Step2 では、Step3 の本調査で
提示する報道記事や介入記事、本調査で評価項目として使用する質問項目の妥当性の確
認を行った。具体的には、桜島に対して潜在的訪問客になると考えられる 20～30 代の被
験者を対象とし、Step3 の本調査と同様、Web アンケートによる予備調査を行い、提示記
事や評価項目の妥当性の確認や得られる結果の傾向を把握した。最後の Step3 では、本
研究で目的とする①潜在的訪問客の火山観光地訪問回避モデルの構築と②情報介入が訪
問回避モデルに及ぼす影響の検証を行った。具体的には、Step2 の結果を基に修正した提
示記事と評価項目を用いて、桜島に対して潜在的訪問客になると考えられる一般の被験
者 624 名を対象に、Web アンケートによる本調査を行った。なお、本調査は株式会社マ
クロミル（5）に委託し、実施した。 
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図 4-1 本研究の調査計画 
 
4-2. 新聞記事の調査 (Step1) 
 
この調査では、過去の桜島の噴火に関するリスク事象と、噴火に関する報道の記事文
を抽出することを目的とする。また、1-7-1 で述べた通り、間接的なリスク経験における
リスク増幅の要因の 1 つとなりうる、抽出したリスク事象に関する記事の「報道量」に
関しても検討する。 
 
4-2-1. 分析対象の記事 
 
本研究では新聞報道の記事を分析対象とする。新聞記事に関して、久保田・寺部・葛
西（2016）は、発行部数こそ下落傾向にあるが、報道媒体としての影響力は未だ大きく、
老若男女問わず幅広く市民に浸透したマスメディアであると述べている。このことは、
新聞が大衆に大きな影響を及ぼしうるマスメディアであり、大衆の関心が新聞記事の内
容により左右される可能性が高いことを示唆している。マスメディアには新聞の他にも、
雑誌、テレビ、ラジオなど多種多様の種類があり、これらの影響も無視することはでき
ないが、これらのメディアはアーカイブが整備されておらず、データを入手することが
困難であったため、本研究では対象としていない。 
 
4-2-2. 新聞報道における報道量の測定 
 
1-7-1 で述べた通り、マスメディア報道などの間接的なリスク情報においては、リスク
事象に関する報道の情報量（「リスク情報の流出量」）が、リスク増幅を促す要因の 1 つ
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として挙げられているが、本研究では、この「報道量」に関する指標を基に、本研究で
対象とするリスク事象を選定することを試みる。 
報道量を測定している先行研究に関して、北田（2003）は新聞記事データベースを用
いて、1999 年の JCO 臨界事故と 2002 年の東京電力トラブル隠しの発生後 2 カ月半の新
聞報道量を、記事件数を用いて比較している。また、山田（2017）も同様に、新聞記事
データベースを用いて、火山に関する 2 種類の記事（火山科学記事、火山一般記事）の
報道量の比較を行っているが、彼の調査では、報道量の指標を“記事件数”ではなく、
“記事文字数”を用いて分析を行っている。一方、大西（1998）は新聞の縮刷版を用い
ており、記事の面積を測定することで報道量と見なし、原子力報道の量と質の経年変化
を分析している。このように、新聞記事に限定しても報道量を測定する方法は標準化さ
れていない。本研究では、記事ごとの文字数データを備えたデータベースを利用してい
るため、リスク事象に関する新聞報道の「記事件数」及び「記事文字数」をもって報道
量とした。なお、記事文字数に関しては、データアーカイブに表示されている文字数を
使用している。また、具体的な記事文字数の測定方法に関して、「あるリスク事象に対す
る記事文字数の合計／あるリスク事象に対する記事件数」の数値を算出している。 
 
4-2-3. 調査概要 
 
本研究では、全国紙 4 紙（日本経済新聞、毎日新聞、朝日新聞、読売新聞）の新聞記
事（朝刊、夕刊を含む）を分析対象とし、対象期間は 2012 年 1 月から 2018 年 8 月まで
とした。ただし、対象期間中の、2015 年 8 月 15 日から 2015 年 9 月 1 日までの期間は、
桜島の噴火警戒レベルが 4 に引き上げられた唯一の期間であり、この期間中に起こった
リスク事象は、本研究で対象とするもの、すなわち、大衆のリスク認知度は高いが、本
研究で想定する客観的リスクは低い（噴火警戒レベルが 3 以下である）リスク事象でな
いことが明白であったため、分析の対象からは除外している。 
新聞記事の収集には、首都大学東京の図書館を利用し、日本経済新聞の記事を「日経
テレコム」、毎日新聞の記事を「毎索」、朝日新聞の記事を「聞蔵Ⅱビジュアル」、読売新
聞の記事を「ヨミダス歴史館」という当該図書館で利用可能な記事検索システムを用い
て検索した。検索では、「桜島 AND 噴火」を検索ワードとして用いた。その結果、280
件の記事が収集された。なお、記事の内訳は付録-1 に示す。 
 
4-2-4. 結果と考察 
 
過去の桜島の噴火に関するリスク事象の中から、記事件数の多かった上位 11 事象の結
果を図 4-2 に示す。図 4-2 の示す通り、「2013 年 8 月 18 日に起きた事象」（29 件）の記事
件数が最も多く、次に「2016 年 2 月 5 日に起きた事象」（24 件）が続いている。また、
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この 2 つのリスク事象の記事件数については、他のリスク事象の記事件数と比べて特に
多いことが分かる。 
次に、過去の桜島の噴火に関するリスク事象の中から、記事文字数の多かった上位 10
事象の結果を図 4-3 に示す。図 4-3 の示す通り、「2012 年 3 月 12 日に起きた事象」（682.5
文字／件）の記事文字数が最も多く、次に「2013 年 8 月 18 日に起きた事象」（537.8 文
字／件）、「2016 年 2 月 5 日に起きた事象」（511.0 文字／件）と続いている。記事文字数
においては、記事件数の結果と比べて、リスク事象間での顕著な差異は見られなかった
ものの、先ほどの記事件数の多かった 2 つのリスク事象が、記事文字数においても上位
に位置する結果となった。 
以上の結果から、「2013 年 8 月 18 日に起きた事象」及び「2016 年 2 月 5 日に起きた事
象」に関して、リスク増幅の要因である「報道量」の値がともに大きく、読者はこれら
の事象に対して、過大にリスクを認知した可能性が高いと解釈できる。なお、記事から
読み取ることのできるこれら 2 つの事象の概要は以下の通りである（参考：読売新聞）。 
 
 「2013 年 8 月 18 日に起きた事象」： 
午後 4時 31分に起きた桜島の昭和火口での爆発的噴火により、噴煙が火口から約 5000m
まで上昇した。また、気象台によると、この昭和火口からの噴煙の高さは 1955 年の開始
以来最も高い。 
 
 「2016 年 2 月 5 日に起きた事象」： 
午後 6 時 56 分に起きた桜島の昭和火口での爆発的噴火により、気象台は桜島の噴火警
戒レベルを 2 から 3 に引き上げた。 
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図 4-2 記事件数上位 11のリスク事象（縦軸は事象が起きた日付） 
 
 
図 4-3 記事文字数上位 10のリスク事象（縦軸は事象が起きた日付） 
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4-3. 聞き取り調査 (Step1) 
 
この調査では、本調査で想定させるリスク事象を選定することを目的とする。なお、
リスク事象に関しては、新聞記事の調査で「報道量」の値が高かった 2 つのリスク事象
（「2013 年 8 月 18 日に起きた事象」、「2016 年 2 月 5 日に起きた事象」）を対象とする。 
 
4-3-1. 調査概要 
 
2018 年 8 月 28 日（火）に、NPO 法人桜島ミュージアムのスタッフを対象に聞き取り
調査を行った。桜島ミュージアムは、桜島に関する様々な事業に携わる非営利団体であ
り、地域づくりや観光の促進に寄与することを目的とした活動を行っている。この団体
のスタッフは、桜島に関する資料の収集保存、調査研究、教育普及等に努めているため、
桜島の専門家として位置づけることができる。それゆえ、桜島ミュージアムのスタッフ
への聞き取り調査から得られた結果には、一定の妥当性が担保されていると考えられる。 
聞き取り調査の被験者は、本研究に対する協力を得られた 1 名のスタッフとした。調
査にあたっては、桜島ミュージアムの事務所に伺い、対面式で行った。 
 
4-3-2. 聞き取り内容 
 
被験者に対して、対象とする 2 つのリスク事象の、「当時の大衆のリスク認知度」及び
「客観的リスク（専門家によるリスク評価）の程度」に関する項目の聞き取りを行った。
具体的には、それぞれのリスク事象について、「当時の大衆のリスク認知度はどの程度あ
ったと思いますか？」という質問と「実際のリスクはどの程度あったと思いますか？」
という質問を行い、被験者に回答してもらった。なお、被験者の質問に対する回答がま
とまるまでは、筆者による介入は極力行わなかった。その理由は、「当時の大衆のリスク
認知度」や「客観的リスクの程度」について専門家として位置づけられる被験者がどの
ように判定するのかを、こちらで事前規定せずに抽出する必要があったことと、それを
できる限り恣意性のない形で被検者の言葉から探索的に抽出することが望ましいと考え
たためである。本研究では、潜在的訪問客のリスク認知が過大に増幅されている場合の
訪問回避に着目するため、2 つのリスク事象を比較して、「当時の大衆のリスク認知度」
が高く、「客観的リスクの程度」が低いリスク事象を選定することとした。 
 
4-3-3. 結果と考察 
 
被験者は「当時の大衆のリスク認知度」について、当時の噴火に対する桜島ミュージ
アムへの問い合わせ数や「レインボー桜島」という桜島にあるホテルの宿泊キャンセル
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数のデータを基に判定していた。また、「客観的リスクの程度」について、当時の噴火警
戒レベルや噴火による被害状況、当時の噴火に対する印象を基に判定していた。2 つの
リスク事象に対するそれぞれの項目の結果を表 4-1 に示す。表 4-1 の示す通り、「当時の
大衆のリスク認知度」に関して、「2013 年 8 月 18 日に起きた事象」よりも「2016 年 2 月
5 日に起きた事象」の方が相対的に高い結果となった。また、「客観的リスクの程度」に
関しては、2 つのリスク事象間で大きな差異は見られなかったが、どちらの事象におい
ても低いという結果となった。以上の結果を踏まえて、本研究では、相対的に「当時の
大衆のリスク認知度」が高く、「客観的リスクの程度」が低い「2016 年 2 月 5 日に起き
た事象」を本調査で想定させるリスク事象とした。 
 
 
 
4-4. アンケート調査 (Step1) 
 
ここまでの段階で、本調査で被験者に想定させるリスク事象が決定した。次に、この
結果を踏まえ、本調査で提示する評価刺激（対象のリスク事象に関する仮想の報道記事）
の作成で用いる記事文・噴火画像を選定するためのアンケート調査を行った。 
 
4-4-1. 評定記事文・噴火画像 
 
本調査で提示する仮想の報道記事は、このアンケート調査で、数種類の記事文と噴火画
像のリスク認知度をそれぞれ評定してもらい、評定平均値の高い記事文と噴火画像を組
み合わせることで作成した。この調査で評定してもらった記事文は、新聞記事の調査で
抽出した「2016 年 2 月 5 日に起きた事象」の記事 24 件の内、以下の条件を満たす 5 件
の記事の文章である（図 4-4～図 4-8）。 
 
表 4-1 聞き取り調査結果 
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 住民や観光客の様子・意見が含まれていない記事であること 
（後に、条件 B と条件 C に割り振られた被験者に対して、住民の認識や行動に関
する情報介入を行ってその影響を検証するため、情報介入以前のこうした情報の提
示を避けるため） 
 東京や大阪などの都市でも読まれる可能性の高い記事であること 
（おそらくは多くの読者が目にする機会があり、新聞が「老若男女問わず幅広く市
民に浸透したマスメディアである」という 4-2-1 で述べた前提に立ちやすい記事を
選定するため） 
 
なお、文章が著しく類似している記事文については、より具体的な内容が記載されて
いるものを評定の対象とした。また、この調査で評定してもらう噴火画像は、「2016 年 2
月 5 日に起きた事象」に類似している、夜に起きた桜島の噴火画像 3 枚である（図 4-9～
図 4-11）。これらの噴火画像は、桜島ミュージアムより提供していただいたものを使用し
た。画像について、Tusstadiah & Fesenmaire（2009）は、観光者や訪問客に目的地の仮想
体験（イメージ）を提供するための重要な情報媒体であると述べており、本研究におい
ても、被験者にそうした噴火のイメージを同等に提供することが望ましかったため、報
道記事には画像を加えることとした。また、発信元の違いによる評価の差異が想定され
たため、被験者には記事文及び噴火画像の発信元は伝えずにそれぞれ評定してもらった。 
 
 
図 4-4 調査で使用した評定記事文①（発信元：朝日新聞、東京朝刊） 
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図 4-5 調査で使用した評定記事文②（発信元：毎日新聞、大阪夕刊） 
 
 
 
図 4-6 調査で使用した評定記事文③（発信元：毎日新聞、東京朝刊） 
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図 4-7 調査で使用した評定記事文④（発信元：日経新聞、東京朝刊） 
 
 
図 4-8 調査で使用した評定記事文⑤（発信元：読売新聞、東京朝刊） 
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図 4-9 調査で使用した評定画像①（発信元：NPO法人桜島ミュージアム） 
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図 4-10 調査で使用した評定画像②（発信元：NPO法人桜島ミュージアム） 
図 4-11 調査で使用した評定画像③（発信元：NPO法人桜島ミュージアム） 
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4-4-2. 調査概要 
 
アンケート調査は、2018 年 9 月 10 日（月）～13 日（木）の計 4 日間にかけて行った。
被験者については、鹿児島への居住経験がなく、桜島に対して潜在的訪問客だと考えら
れる、筆者の知人・友人である首都大学東京の学生 30 名（男女 15 名ずつ）を対象とし
た。被験者には、事前に都合がつく時間帯を教えてもらい、アンケートに回答してもら
った。アンケートは、被験者に手渡しで用紙を配布し、その場で回答してもらう形式を
とったが、その場での回答が困難な被験者については、彼らの都合がつく時間に回答し
てもらい、後日用紙の回収を行った。 
 
4-4-3. 質問項目 
 
配布したアンケート用紙に記載した質問項目は以下の通りである。なお、アンケート
用紙は計 9 ページ分あり、実際の用紙は付録-2 に示す。 
 
 記事文①～⑤及び画像①～③の評価のための質問項目（「リスクを全く感じない／リ
スクを非常に感じる」7 段階尺度） 
 
 被検者の属性に関する質問項目 
- 桜島訪問への興味 
- 記事の内容に対する認知 
- 桜島の噴火への主観的知識 
- 性別 
- 年齢 
- 鹿児島県への居住経験 
- 桜島を直接目にした経験 
- 桜島の噴火を直接目にした経験 
- 地学履修経験 
- 自然災害経験 
- 首都大学東京の学生の有無 
- 学年 
- 所属 
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4-4-4. 被験者の属性 
 
被験者の属性を表 4-2 に示す。被験者は計 30 名で、男性 15 名、女性 15 名であった。
年齢に関しては、首都大学東京の学生を対象としたため、18 歳から 29 歳に限られた。
出身地は、神奈川県が最も高く（30％）、次に東京都（23.3％）、千葉（13.3％）と続いた。 
学年に関しては、修士 1 年生からの回答が最も高く、全体の 30％を占めていた。また、
被験者の所属は、筆者の所属する首都大学東京大学院都市環境科学研究科観光科学域の
関連学部組織である同大学都市環境学部自然・文化ツーリズムコースに所属する被検者
の割合が最も多く、全体の 36.7％を占めていた。これらの結果は、被験者が、筆者の知
人・友人に限定されたことが影響していると考えられる。 
調査で想定させたリスク事象の認知（記事の内容を調査以前から知っていたか）に関
する項目では、ほぼすべての被験者が、「知らなかった」もしくは「なんとなく知ってい
た」と回答し、事象の詳細を詳しく知っていると考えた被検者はほとんどいなかった。 
桜島及び桜島の噴火を直接目にした経験に関して、桜島を直接目にした経験がない被
験者が全体の80％を占めていた。また、桜島を直接目にした経験はある被験者の中でも、
噴火を直接目にした経験がない被検者の方が比較的多く（全体の 13.3%）、噴火を直接目
にした経験がある被験者の方が少ない結果となった（全体の 6.7％）。この結果より桜島
について密接な関係にある被験者はほとんどいない可能性が高いと考えられる。 
地学履修経験に関しては、高校時、大学時のどちらにおいても、履修した経験がない
被検者が全体の 70％を占める結果となった。また自然災害経験に関しては、経験したこ
とがある被験者と経験したことがない被検者が、それぞれ 15 名であった。また、経験し
た自然災害に関しては、地震に関する自然災害がほとんどであり、その中でも「東日本
大震災」と回答した被験者が最も多い結果となった（全体の 26.7％）。その他の自然災害
では、「北海道胆振東部地震」や「平成 30 年 7 月豪雨（西日本豪雨）」などの近年発生し
た自然災害を経験している被験者も見られた。 
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　 回答 人数（人） 有効％（％）
性別 男性 15 50.0
女性 15 50.0
年齢 18歳 3 10.0
19歳 2 6.7
20歳 5 16.7
21歳 4 13.3
22歳 2 6.7
23歳 10 33.3
24歳 1 3.3
25歳 1 3.3
28歳 1 3.3
29歳 1 3.3
出身地 宮城 1 3.3
栃木 1 3.3
群馬 1 3.3
埼玉 1 3.3
千葉 4 13.3
東京 7 23.3
神奈川 9 30.0
愛知 1 3.3
滋賀 1 3.3
兵庫 1 3.3
広島 1 3.3
高知 1 3.3
沖縄 1 3.3
学年 学士1年生 4 13.3
学士2年生 4 13.3
学士3年生 2 6.7
学士4年生 5 16.7
修士1年生 9 30.0
修正2年生 4 13.3
博士1年生 1 3.3
博士3年生 1 3.3
所属 法学 1 3.3
経営 4 13.3
数理学 1 3.3
物理学 1 3.3
生命科学 1 3.3
ツーリズム 11 36.7
都市基盤環境 2 6.7
都市政策 4 13.3
システムデザイン 2 6.7
健康福祉 3 10.0
リスク事象の認知 知らなかった 16 53.3
なんとなく知っていた 13 43.3
非常によく知っていた 1 3.3
桜島を直接見た経験 経験なし 24 80.0
桜島の噴火を直接見た経験 経験あり（噴火見た経験なし） 4 13.3
経験あり（噴火見た経験あり） 2 6.7
表 4-2 被験者の属性（n=30） 
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4-4-5. 結果 
 
記事文に対するリスク認知の評定値の結果を表 4-3 に示す。表 4-3 の示す通り、記事
文①の評定平均値が、他の記事文の評定平均値と比べて高い結果となった。また、標準
偏差に関して、5 件の記事文の中では記事文①の値が最も小さく、被験者の多くが記事
文①を読んで、他の記事文よりも高いリスクを認知していることがわかる。 
次に、画像に対するリスク認知の評定値の結果を表 4-4 に示す。表 4-4 の示す通り、画
像の評定平均値は、先ほどの記事文の評定平均値と比べて高い値を示していることがわ
かる。その中でも、画像②の評定平均値が最も高く、次に画像①、画像③と続いている。
また、標準偏差に関して、3 枚の画像の中では画像②の値が最も小さく、被験者の多くが
画像②を読んで、他の画像よりも高いリスクを認知していることがわかる。 
以上の結果から、本調査で提示する報道記事で使用する記事文は、最も評定平均値の
高かった記事文①を用いることにした。また、画像に関しても、本来であれば最も評定
平均値の高かった画像②を用いることが望ましいが、本調査の介入記事の作成の都合上、
画像②を使用することが難しくなったため、2 番目に評定平均値の高かった画像①を用
いることにした。先述した通り、画像の評定平均値はどの画像においても高い値を示し
ているため、画像②を用いて評価刺激を作成する場合と、画像①を用いて評価刺激を作
成する場合とでは、それほど大きな差異は見られないと考えられる。介入記事の作成に
ついては 4-5-2 で述べる。 
 
地学履修経験（高校） 経験なし 21 70.0
経験あり 9 30.0
地学履修経験（大学） 経験なし 21 70.0
経験あり 9 30.0
自然災害経験 経験なし 15 50.0
経験あり 15 50.0
自然災害の名称 東日本大震災 8 26.7
熊本地震 2 6.7
阪神淡路大震災 2 6.7
北海道胆振東部地震 1 3.3
平成30年7月豪雨（西日本豪雨） 2 6.7
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表 4-3 記事文の評定値結果（n=30） 
 
 
表 4-4 画像の評定値結果（n=30） 
 
 
4-5. 予備調査 (Step2) 
 
この調査では、Step1 の調査結果を基に作成する報道記事と、それとは別に作成する介
入記事について、実際に本調査で使用する予定の質問項目を用いて評定してもらい、本
調査における実験計画の妥当性を確認することを目的とする。また、得られたデータを
解析し、評価傾向を把握することで、質問項目や説明文などの修正も必要に応じて行う。 
 
4-5-1. 仮想の報道記事と介入記事の作成 
 
先述した通り、本調査で提示する仮想の報道記事の作成については、Step1 のアンケー
ト調査でリスク認知の評定平均値が高かった記事文①、画像①を組み合わせることで作
成した。ただし、記事文中の事象が起こった日時が特定されるような表現に関しては、
「記事中の事象が実際に昨日起こり、今、その記事を目にしている場面」の想定を難し
くさせてしまうことが懸念されたため、想定場面への違和感がないように表現の修正を
加えた（図 4-12）。なお、この記事はすべての被験者に提示した。先述した通り、本研究
の調査の中で、報道記事が本当にリスク増幅を促したのかについての検討はなされてい
ない。しかし、Step1 のアンケート調査において、5 種類の記事文と 3 枚の噴火画像の中
平均値 標準偏差
記事① 5.1 1.1
記事② 4.0 1.4
記事③ 4.9 1.6
記事④ 4.9 1.3
記事⑤ 3.7 1.5
平均値 標準偏差
画像① 6.1 0.9
画像② 6.5 0.6
画像③ 6.0 1.3
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から最もリスク認知度の高いもの同士を組み合わせることで報道記事を作成したこと、
評定させたすべての記事文・噴火画像において高い評定平均値が得られたこと、報道記
事の文中で「火山活動が活発化する恐れがある」や「今後、さらに大きな噴火が起きる
とは考えていない」といった言語確率に関する曖昧な表現で記されていることなどを踏
まえると、報道記事による高いレベルのリスク認知に関しては一定の妥当性が担保され
ていると考えられる。 
本研究で提示する仮想の介入記事の作成については、NPO 法人桜島ミュージアムが運
営する HP（「情報満載！桜島観光ポータルサイト：みんなの桜島」）内の投稿記事を参考
にした。参考にしたのは、2016 年 2 月 6 日に HP に投稿された記事であり（図 4-13～図
4-15 を参照）、本研究で想定させるリスク事象（2016 年 2 月 5 日のリスク事象）に関し
て、住民の生活の様子や反応の観点から言及がなされている。なお、報道記事の作成と
同様、事象が起こった日時が特定されるような表現に関しては、想定場面への違和感が
ないように表現の修正を加えた。また、元々の HP 内の記事ではグラフを用いた説明を
行っているが、グラフが示す数値データの解釈が被験者ごとに異なる（例えば、地学に
関する知識によって解釈が異なる）可能性が想定され、そのことが情報介入の影響を左
右する可能性が考えられたため、グラフを加えずに作成し、違和感のある表現について
は修正を加えた（図 4-16）。なお、この記事は、条件 B と条件 C に割り当てられた被験
者に対して、報道記事を読んだ後に提示した。 
 
 
図 4-12 作成した仮想の報道記事 
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図 4-13  HP に投稿された実際の記事（その 1） 
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図 4-14  HP に投稿された実際の記事（その 2） 
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図 4-15  HP に投稿された実際の記事（その 3） 
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図 4-16 作成した介入記事 
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4-5-2. 調査概要 
 
2018 年 9 月 26 日（水）～10 月 5 日（金）の計 10 日間にかけて、アンケートツール
「Questant（クエスタント）」を用いた Web アンケート調査を行った。被験者については、
桜島に対して潜在的訪問客だと考えられる 20～30 代の男女を対象とした。この調査は予
備調査の位置づけであり、被験者の年齢によるばらつきの影響を最小限化することで、
この調査で目的とする評価傾向の把握や、結果をより良く解釈するため、ここでは対象
を 20～30 代に限定することとした。この年齢層に絞った主な理由は、大学院生である筆
者にとってのアクセスの良さ（調査協力の依頼のしやすさ）である。 
Web アンケートは、筆者の知人・友人を中心に、Line や Twitter などの SNS を通じて
配布を行い、回答及び身近な知人・友人への拡散を依頼した。また、対象となるサンプ
ルを確実に得るため、10 月 3 日（水）に、筆者の指導教員が担当する講義（観光経営に
関わる全学部学科対象の共通科目で、受講者 400 名超で 1 年生が多い）において、QR コ
ードが記載されている用紙を受講生に配布し、回答協力の依頼を募った。 
 
4-5-3. 質問項目 
 
予備調査の Web アンケートで用いた質問項目は以下の通りである。なお、この調査で
使用した実際のアンケ―トは付録-3 に示す。 
 
 無作為配分のための項目 
 
 「Affective System」に関する質問項目 
- ネガティブ感情に関する質問項目（4 項目） 
- ポジティブ感情に関する質問項目（3 項目） 
 
 「Cognitive System」に関する質問項目 
- リスク認知（Cognition）に関する質問項目（3 項目） 
 
 「Behavioral Intention」に関する質問項目 
- 訪問意向に関する質問項目（3 項目） 
- 訪問回避意向に関する質問項目（3 項目） 
 
 「桜島の噴火への知識」に関する質問項目 
- 主観的知識に関する質問項目（4 項目） 
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 各記事への信頼度に関する質問項目（条件 B、C の被験者のみ） 
 
 被検者の属性に関する質問項目 
- 桜島訪問への興味 
- 報道記事の内容に対する認知 
- 性別 
- 年齢 
- 国籍 
- 出身地 
- 居住地 
- 鹿児島県への居住経験 
- 桜島を直接目にした経験 
- 桜島の噴火を直接目にした経験（桜島を直接目にした経験があると回答した被験者
のみ） 
- 自然災害経験（2 項目, 複数回答可） 
- 職業 
- 大学名（職業で「学生」と回答した被験者のみ） 
- 学年（職業で「学生」と回答した被験者のみ】 
- 専門分野（職業で「学生」と回答した被験者のみ） 
 
 調査に対する意見を求める項目（自由記述式） 
 
 
4-5-4. 質問項目設定の意図 
 
「Affective System」のネガティブ感情に関する質問項目については、ハリケーン事象
を事例とし、自然災害のリスク事象における Cognitive-Affective Scale の作成及び効果の
検証を行った Trumbo et al.（2016）の研究で用いられている Affective Risk Perception に関
する 4 項目を選定し、「1：全く当てはまらない」から「7：非常に当てはまる」までの 7
段階尺度で尋ねた。なお、彼らの研究におけるこれら 4 項目の Cronbach’s α は 0.85 であ
り、高い信頼性が認められる。また、ポジティブ感情に関する質問項目については、2-1-
3 で概観した通り、リスク認知に関する研究において感情的なリスク認知のポジティブ・
ネガティブ両面の感情に焦点を当てた研究がほとんどなく（管見の限り Altarawneh et al.
（2018）のみ）、訪問客に関係するであろう、スリル・興奮といった非日常的魅力におけ
る文脈を想定した尺度項目を用いた研究は見当たらなかった。そのため、リスク認知に
関する研究ではないが、観光研究の分野における、ラフティングを事例とし、アドベン
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チャーツーリズムにおけるアクティビティへの評価を行った Sato, Kim, Buning & Harada
（2018）、Prebensen & Xie（2017）の研究を参考に、ポジティブ感情に関する 3 項目を選
定し、同じく 7 段階尺度で尋ねた。「Affective System」に関するこれらの項目は、「報道
記事に記されている状態直後に、さらに桜島の噴火が起きること」を想定した上で回答
してもらった。 
「Cognitive System」のリスク認知（Cognition）に関する質問項目については、2-1-2 で
述べた、自然災害のリスク認知に関する Trumbo et al.（2016）の研究で用いられている
Cognitive Risk Perception に関する 4 項目の中から、本研究において適切だと考えられる
3 項目を選定し、同じく 7 段階尺度で尋ねた。また、これらの項目は、「報道記事に記さ
れている状態直後に、さらに桜島の噴火が起きること」を想定した上で回答してもらっ
た。 
「Behavioral Intention」の訪問意向に関する質問項目については、グリーンホテルへの
訪問意向に着目した Han et al.（2010）の研究で用いられている、訪問意向に関する 3 項
目を選定した。また、訪問回避意向に関する質問項目については、同じく Han et al.（2010） 
の訪問意向に関する項目の逆転項目をとり、それら 3 項目を訪問回避意向に関する項目
として選定した。これら 6 つの選定項目に関しても同じく 7 段階尺度で尋ねた。また、
これらの項目は、「報道記事に記されている状態直後」を想定した上で回答してもらった。 
「桜島の噴火への知識」に関する質問項目については、中国の都市スモッグを事例に、
リスク情報処理などがスモッグ対策商品の購入意向に及ぼす影響を検証した Wu et al. 
（2017）の研究で用いられている主観的知識に関する 4 項目を選定し、同じく 7 段階尺
度で尋ねた。 
なお、ここまでの項目は、本研究において適切な表現になるように一部修正を加えた
のち、エディテージの英語翻訳サービス（6）を利用し、日本語へ和訳した項目を使用した
（表 4-5～表 4-6 を参照）。 
無作為配分のための項目に関しては、被験者を本研究における 3 条件に無作為に配分
するために、順番が被検者ごとにランダム表示されるように設定した 3 つの選択肢（A
／B／C）を用意し、一番上に位置する選択肢を選択してもらうことで配分を行った。な
お、この時、選択肢 A を選択した被験者は、報道記事のみを読んで評価する群（条件 A）、
選択肢 B を選択した被験者は、報道記事と発信元の明記がなされていない介入記事を読
んで評価する群（条件 B）、選択肢 C を選択した被験者は、報道記事と発信元の明記がな
されている介入記事を読んで評価する群（条件 C）に割り振られるように設定を行った。 
調査に対する意見を求める項目に関しては、このあとに行う本調査に向けた修正点・
改善点を発見するため、調査の最後に、調査に対する意見や要望などを任意で記述して
もらった。 
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表 4-5 予備調査で用いる主な質問項目（日本語翻訳前） 
 
表 4-6 予備調査で用いた主な質問項目（日本語） 
 
 
潜在変数 観測変数 参照
ネガティブ感情 NA1 Makes me feel fearful. Trumbo et al. (2016)
NA2 Makes me feel worried. 【対象：ハリケーン】
NA3 Makes me feel dread.
NA4 Makes me feel depressed.
ポジティブ感情 PA1 Makes me feel stimulating. Sato et al. (2018), Prebensen
PA2 Makes me feel excited. et al. (2017)
PA3 Makes me feel thrilling. 【対象：アドベンチャーツーリズム】
リスク認知（Cognition） CR1 I think that this volcanic eruption may cause catastrophic destruction. Trumbo et al. (2016)
CR2 I think that this volcanic eruption may cause widespread death. 【対象：ハリケーン】
CR3 I think this eruption pose great financial threat. 
訪問回避意向 訪問1 I am willing to visit Sakurajima when traveling. Han et al. (2010)
訪問2 I plan to visit Sakurajima when traveling. 【グループホテルへの宿泊】
訪問3 I will make an effort to visit Sakurajima when traveling.
回避1 I am not willing to visit Sakurajima when traveling.
回避2 I don't plan to visit Sakurajima when traveling.
回避3 I won't make an effort to visit Sakurajima when traveling.
主観的知識 SK1 I know volcanic eruption of Sakurajima. Wu et al. (2017)
SK2 I know volcanic eruption of Sakurajima more than other people around me. 【対象：都市スモッグ】
SK3 I read about volcanic eruption of Sakurajima newspapers or websites.
SK4
I spend more time in research of volcanic eruption of Sakurajima than
others around me.
7段階尺度
【訪問意向に関する3項目と
それらの逆転項目3項目】
潜在変数 観測変数 参照
ネガティブ感情 NA1 怖くなる Trumbo et al. (2016)
NA2 心配になる 【対象：ハリケーン】
NA3 とても恐ろしくなる
NA4 憂鬱になる
ポジティブ感情 PA1 刺激的だと思う Sato et al. (2018), Prebensen
PA2 わくわくする et al. (2016)
PA3 はらはらする 【対象：アドベンチャーツーリズム】
リスク認知（Cognition） CR1 その噴火は甚大な被害を引き起こすと思う。 Trumbo et al. (2016)
CR2 その噴火では広範囲にわたって大勢の人が亡くなると思う 【対象：ハリケーン】
CR3 その噴火では財政面で大きな脅威になると思う
訪問回避意向 訪問1 観光旅行で桜島を訪れてみたい Han et al. (2010)
訪問2 観光旅行で桜島を訪れる計画を立てようと思う 【グループホテルへの宿泊】
訪問3 努めて観光旅行で桜島を訪れようと思う
回避1 観光旅行で桜島を訪れようとは思わない
回避2 観光旅行で桜島を訪れる計画を立てようとは思わない
回避3 あえて観光旅行で桜島を訪れようとは思わない
主観的知識 SK1 桜島の噴火について知っている Wu et al. (2017)
SK2 桜島の噴火についてはまわりの人よりも知っている 【対象：都市スモッグ】
SK3 新聞やウェブサイトで桜島の噴火についての記事を読んだことがある
SK4 桜島の噴火についてはまわりの人よりも時間をかけて調べている
7段階尺度
【訪問意向に関する3項目と
それらの逆転項目3項目】
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4-5-5. 被験者の属性 
 
Webを用いてスノーボール式での回答協力を募ったところ、393件の回答が得られた。
アンケートを回答するページへのアクセス数が 1373 件であったため、この調査のアンケ
ート回収率は約 28.6％であると考えられる。なお、この Web アンケート調査では回答必
須項目への欠損値がある場合には回答が進まないよう設計をしたため、欠損値はなかっ
た。また、この調査では、桜島に対して潜在的訪問客だと考えられる 20～30 代の男女を
対象としているため、以下の条件を持つ被験者は分析の対象から除外している。その結
果、本研究の分析対象とする被験者数は 287 名となった。 
 
 40 歳以上である被験者（15 名除外） 
 日本国籍でない被験者（8 名除外） 
 現在の居住地が鹿児島県である被験者（6 名除外） 
 鹿児島県での居住経験があると回答した被験者（47 名除外） 
 桜島への訪問に対する興味が全くないと回答した被験者（24 名除外） 
 調査で提示した報道記事の内容の詳細を詳しく知っていると回答した被験者（6 名
除外） 
 
被験者の属性を表 4-7 から表 4-9 に示す。まず、3 条件（A：報道記事のみを読んで評
価する被検者群、B：報道記事及び発信元の明記がなされてない介入記事を読んで評価す
る被検者群、C：報道記事及び発信元の明記がなされている介入記事を読んで評価する被
検者群）への無作為配分に関しては、条件 A が 96 名、条件 B が 110 名、条件 C が 81 名
と、やや条件 B に割り振られた被験者が多く、条件 C に割り振られた被験者が少ないも
のの大きな偏りは見られなかった。 
次に、性別に関しては、男性 167 名（58.2％）、女性 120 名（41.8％）とやや男性の方
が多い。年齢は、40 歳未満の男女を対象としたため、限られた年齢層となっているが、
その中でも 20～24 歳の被験者の割合が 62.7％と、全体の約 3 分の 2 を占めている。出身
地及び居住地は、どちらも関東地方の都道府県が多く、とりわけ東京都が高い割合を占
めている（出身地：33.1％、居住地：54.7％）。また、鹿児島県が出身地であると回答し
た被験者は見られなかったため、桜島に対して密接な関係がある被験者はいない可能性
が高いと考えられる。職業は、学生の占める割合が最も高く（65.9％）、次に会社員・公
務員と続いた（30.0％）。また、学生被験者の中でも、首都大学東京に所属する被検者が
最も多い結果となったが（112 名）、このような偏りが生じた理由として、筆者の知人・
友人を中心に、スノーボール式でアンケート配布を行ったことや筆者の指導教員が担当
する講義において回答協力の依頼を募ったことが考えられる。 
桜島訪問への興味に関しては、ある程度は興味を持っている被検者の割合が最も高く
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（55.4％）、続いてあまり興味を持っていない被検者の割合が高い結果となった（36.6％）。
なお、先述した通り、桜島訪問への興味について全く興味を持っていないと回答した被
検者は、桜島に対して潜在的訪問客となる可能性が極めて低いと考えられたため、本研
究の分析からは除外している。 
桜島及び桜島の噴火を直接目にした経験に関しては、桜島を直接目にした経験のない
被検者の割合が 74.9％と、全体の約 4 分の 3 を占めていた。また、桜島を直接目にした
経験のある被験者の中でも、噴火を直接目にした経験のない被検者の割合が比較的高く
（15.7％）、噴火を直接目にした経験のある被験者の割合は低い結果となった（昼の噴火
を見た経験のある被験者：7.3％、昼・夜両方の噴火を見た経験のある被験者：0.3％）。 
自然災害経験に関しては、少なくとも 1 回は自身で経験したことのある被験者が 103
名（35.9％）、経験したことのない被検者が 184 名（64.1％）であり、経験した自然災害
経験については、地震に関する災害が多く、特に東日本大震災の被災が多い結果となっ
た（25.4%）。また、深刻な自然災害経験のある家族、友人、親戚などを持つ被験者は 172
名（59.9％）、持たない被験者は 115 名（40.1％）であり、経験した自然災害経験につい
ては、先ほど同様、地震に関する災害が多く、特に東日本大震災の被災が多い結果とな
った（35.2％）。なお、どちらの項目においても、火山噴火に関する自然災害の被災は、
ほとんど見られなかった。 
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表 4-7 被験者の属性（その 1）(n=287) 
 
　 回答 人数（人） 有効％（％）
無作為配分 A:報道記事のみ 96 33.4
B：報道記事+介入記事【発信元なし】 110 38.3
C：報道記事+介入記事【発信元あり】 81 28.2
性別 男性 167 58.2
女性 120 41.8
年齢 ～19歳 50 17.4
20歳～24歳 180 62.7
25歳～29歳 51 17.8
30歳～34歳 4 1.4
35歳～39歳 2 0.7
職業 会社員／公務員 86 30.0
自営業 0 0.0
自由業／専門職 3 1.0
学生 189 65.9
専業主婦 2 0.7
パート／アルバイト 5 1.7
無職 2 0.7
退職者 0 0.0
その他 0 0.0
桜島への訪問に関する興味あまり興味を持っていない 105 36.6
ある程度は興味を持っている 159 55.4
非常に興味を持っている 23 8.0
桜島を直接目にした経験 経験なし 215 74.9
経験あり 72 25.1
噴火を直接目にした経験 経験なし 45 15.7
経験あり（昼の噴火のみ） 21 7.3
経験あり（夜の噴火のみ） 0 0.0
経験あり（両方の噴火） 1 0.3
欠損値（桜島訪問経験なし） 220 76.7
自然災害経験（自分） 北海道胆振東部地震 0 0.0
【複数回答可】 大阪台風21号 8 2.8
大阪北部地震 9 3.1
平成30年7月豪雨 10 3.5
平成29年7月九州北部豪雨 3 1.0
熊本地震 3 1.0
御嶽山噴火 3 1.0
東日本大震災 73 25.4
阪神淡路大震災 11 3.8
その他の火山噴火 2 0.7
その他の地震 15 5.2
その他の豪雨 10 3.5
その他の自然災害 6 2.1
経験なし 184 64.1
自然災害経験（身近な人） 北海道胆振東部地震 31 10.8
【複数回答可】 大阪台風21号 36 12.5
大阪北部地震 36 12.5
平成30年7月豪雨 42 14.6
平成29年7月九州北部豪雨 10 3.5
熊本地震 18 6.3
御嶽山噴火 2 0.7
東日本大震災 101 35.2
阪神淡路大震災 50 17.4
その他の火山噴火 1 0.3
その他の地震 19 6.6
その他の豪雨 21 7.3
その他の自然災害 10 3.5
経験なし 115 40.1
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表 4-8 被験者の属性（その 2）(n=287) 
 
人数（人） 有効％（％） 人数（人） 有効％（％）
北海道 4 1.4 1 0.3
青森県 4 1.4 1 0.3
岩手県 1 0.3 0 0.0
宮城県 3 1.0 3 1.0
秋田県 2 0.7 0 0.0
山形県 1 0.3 0 0.0
福島県 4 1.4 0 0.0
茨城県 6 2.1 2 0.7
栃木県 6 2.1 1 0.3
群馬県 9 3.1 2 0.7
埼玉県 21 7.3 18 6.3
千葉県 16 5.6 14 4.9
東京都 95 33.1 157 54.7
神奈川県 39 13.6 44 15.3
新潟県 5 1.7 1 0.3
富山県 5 1.7 0 0.0
石川県 0 0.0 1 0.3
福井県 1 0.3 0 0.0
山梨県 7 2.4 2 0.7
長野県 2 0.7 2 0.7
岐阜県 5 1.7 0 0.0
静岡県 6 2.1 1 0.3
愛知県 3 1.0 3 1.0
滋賀県 2 0.7 1 0.3
京都府 1 0.3 2 0.7
大阪府 2 0.7 7 2.4
兵庫県 10 3.5 4 1.4
奈良県 1 0.3 0 0.0
和歌山県 1 0.3 0 0.0
鳥取県 1 0.3 0 0.0
島根県 1 0.3 0 0.0
岡山県 3 1.0 1 0.3
広島県 0 0.0 1 0.3
山口県 2 0.7 0 0.0
徳島県 1 0.3 0 0.0
愛媛県 2 0.7 1 0.3
高知県 3 1.0 1 0.3
福岡県 6 2.1 7 2.4
長崎県 0 0.0 1 0.3
熊本県 1 0.3 0 0.0
沖縄県 3 1.0 2 0.7
その他 2 0.7 6 2.1
出身地 居住地
回答
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※ 有効%は、学生被験者 189 名を全体としたときの割合を示す 
 
 
4-5-6. 記述統計 
 
次に、分析で使用する 7 段階尺度の項目について、それぞれの項目の分布を確認する
ために、記述統計量を算出した（表 4-10）。具体的には、それぞれの項目の平均値及び標
　 回答 人数（人） 有効％（％）
大学名 首都大学東京 112 59.3
その他大学 77 40.7
学年 学士1年生 49 25.9
学士2年生 12 6.3
学士3年生 24 12.7
学士4年生 41 21.7
修士1年生 18 9.5
修士2年生 39 20.6
博士1年生 1 0.5
博士2年生 0 0.0
博士3年生 2 1.1
その他 3 1.6
専門分野 情報・通信系 12 6.3
機械系 9 4.8
電気・電子系 3 1.6
物理系 3 1.6
数学系 9 4.8
材料・物質系 0 0.0
建築・土木系 14 7.4
環境・資源系 3 1.6
化学系 9 4.8
生物・農学系 9 4.8
医学・薬学系 8 4.2
観光学系 19 10.1
人文科学系 12 6.3
社会学・心理学系 17 9.0
法学・政治学系 15 7.9
経済学・経営学・商学系 29 15.3
教育・教員育成学系 3 1.6
国際関係学系 2 1.1
芸術学系 2 1.1
その他理系 5 2.6
その他文系 3 1.6
その他 3 1.6
表 4-9 被験者の属性※（学生被験者のみ）（n=189） 
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準偏差を算出したのちに、天井効果とフロア効果が見られる項目を確認し、歪度、尖度
の値と照らし合わせることで分布の歪みを判断した。なお、天井効果及びフロア効果に
関して、表 4-10 の項目はすべて 7 段階尺度で尋ねているため、平均値と標準偏差の和
（M+SD）が 7 を超えていれば天井効果、平均値と標準偏差の差（M-SD）が 1 を下回っ
ていればフロア効果であると判断した。また、歪度は絶対値が 3 未満、尖度は絶対値が
10 未満であれば正規分布に近い分布であるといわれている（Kline, 1998）。表 4-10 の示
す通り、天井効果及びフロア効果の見られる項目は確認されず、歪度と尖度も基準を超
えた値は確認されなかった。以上のことから、表 4-10 の項目において、分布の大きな歪
みはないと判断した。 
次に、「桜島への噴火に対する知識」に関する項目の記述統計量を表 4-11 に示す。表
4-11 の示す通り、「SK2：桜島の噴火についてはまわりの人よりも知っている」と「SK4：
桜島の噴火についてはまわりの人よりも時間をかけて調べている」の 2 項目において、
フロア効果が確認されたが（M-SD がそれぞれ、0.733、0.549）、歪度と尖度は Kline (1998) 
の示す基準内の値ではあった。これより、表 4-10 の項目において、SK2 と SK4 の 2 項目
において分布の歪みが確認されたが許容範囲であると判断した。 
 
 
表 4-10 記述統計量の算出結果（その 1） 
 
 
平均値(M) 標準偏差(SD) M+SD M-SD 歪度 尖度
NA1 2.655 1.499 4.154 1.156 0.679 -0.330
NA2 3.425 1.671 5.096 1.755 0.168 -0.983
NA3 2.868 1.652 4.520 1.215 0.480 -0.959
NA4 3.972 1.632 5.604 2.340 -0.256 -0.916
PA1 4.174 1.777 5.951 2.397 -0.017 -1.048
PA2 3.376 1.668 5.044 1.709 0.532 -0.550
PA3 4.303 1.673 5.976 2.630 -0.226 -0.843
CR1 4.136 1.726 5.862 2.410 -0.166 -0.956
CR2 4.526 1.728 6.254 2.799 -0.325 -0.914
CR3 3.857 1.694 5.552 2.163 -0.013 -0.845
訪問1 3.185 1.595 4.779 1.590 0.403 -0.723
訪問2 2.652 1.310 3.962 1.341 0.703 0.308
訪問3 2.739 1.373 4.112 1.365 0.708 0.334
回避1 4.192 1.834 6.026 2.357 -0.097 -1.113
回避2 4.575 1.823 6.398 2.752 -0.407 -0.944
回避3 4.808 1.840 6.649 2.968 -0.597 -0.789
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表 4-11 記述統計量の算出結果（その 2） 
 
 
4-5-7. 分析結果 
 
ここでは、行った分析とその結果について述べる。予備調査の分析には、IBM SPSS 
Statistics の Version 22、共分散構造分析には、IBM SPSS Statictics の Amos Version 20 によ
るパス解析を用いた。 
 
(1) 因子構造の把握 
 
「Affective System」に関する項目の探索的因子分析 
 
「Affective System」を測定するために設けた 7 項目の構造を把握するために、探索的
因子分析（主因子法、プロマックス回転）を行った（表 4-12）。因子数の決定にあたって
は、固有値が 1 以上であることを条件とした。その結果、2 つの因子が抽出された。な
お、各項目の中で最も高い因子負荷量を示している負荷量の値は 0.4 以上となり（最も
低い項目で 0.553）、十分な負荷量を示していると考えられる（Hair, Anderson, Tatham & 
Black, 1992；Nunnally, 1978）。第 1 因子は、ネガティブ感情に関する全 4 項目と、「PA3：
はらはらする」の項目が含まれており、「ネガティブ感情」と解釈した。第 2 因子は、ポ
ジティブ感情に関する 2 項目が含まれており、「ポジティブ感情」と解釈した。また、第
1 因子の Cronbach’s α は 0.868、第 2 因子の Cronbach’s α は 0.756 であったため、Cronbach’s 
α は 0.5 を超えると受容できる信頼性を示し、0.7 を超えるとよい信頼性を示す（Nunnally, 
1994）という指標を参照すると、これら 2 つの因子において十分な信頼性があるといえ
る。なお、本研究の探索的因子分析においては、因子間の相関の存在を仮定する斜交回
転（プロマックス回転）を採用しているため、相関係数の算出を行ったが、これら 2 つ
の因子間の相関はほとんど見られなかった（-0.151）。 
「PA3：はらはらする」に関しては、ポジティブ感情に関する項目として選定したが、
因子分析の結果、「ネガティブ感情」因子に含まれることとなった。Step2 の分析はこの
因子分析の結果を基に行ったが、小標本であり、かつ 2 指標で構成される因子が含まれ
た状態での共分散構造分析は不適解が生じやすいことが指摘されており（Kline, 1998）、
本調査ではこの項目について表現の修正を加える必要があると考えられた。 
平均値(M) 標準偏差(SD) M+SD M-SD 歪度 尖度
SK1 3.790 1.718 5.508 2.072 -0.142 -1.025
SK2 2.180 1.447 3.627 0.733 1.130 0.439
SK3 3.610 1.802 5.412 1.808 0.023 -1.056
SK4 1.580 1.031 2.611 0.549 2.497 7.398
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表 4-12 「Affective System」に関する項目の探索的因子分析結果 
 
 
 
「Cognitive System」に関する項目の探索的因子分析 
 
「Cognitive System」を測定するために設けた 3 項目の構造を把握するために、探索的
因子分析（主因子法、プロマックス回転）を行った（表 4-13）。因子数の決定にあたって
は、固有値が 1 以上であることを条件とした。その結果、1 つの因子が抽出された。な
お、各項目の中で最も高い因子負荷量を示している負荷量の値は 0.4 以上となり（最も
低い項目で 0.725）、十分な負荷量を示していると考えられる（Hair et al. 1992；Nunnally, 
1978）。この因子は、測定対象として想定していた「リスク認知（Cognition）」を表すも
のとして「リスク認知（Cognition）」と名付けた。また、この因子の Cronbach’s α は 0.861
であり、先述した Nunnally（1994）の指標を参照すると、十分な信頼性があるといえる。 
 
因子1 因子2
ネガティブ感情 ポジティブ感情
NA1: 怖くなる 0.908 -0.050
NA2: 心配になる 0.757 -0.103
NA3: とても恐ろしくなる 0.883 -0.046
NA4: 憂鬱になる 0.553 -0.001
PA1: 刺激的だと思う 0.097 0.895
PA2: わくわくする -0.096 0.685
PA3: はらはらする 0.679 0.222
0.868 0.756
47.890 23.330
47.890 71.221
3.352 1.633
Ⅰ Ⅱ
Ⅰ ― -0.151
Ⅱ -0.151 ―
因子間相関
Cronbach's　α
因子寄与率（％）
累積因子寄与率（％）
固有値
（主因子法、プロマックス回転、KMO：0.781）
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「Behavioral Intention」に関する項目の探索的因子分析 
 
「Behavioral Intention」を測定するために設けた 6 項目の構造を把握するために、探索
的因子分析（主因子法、プロマックス回転）を行った（表 4-14）。因子数の決定にあたっ
ては、固有値が 1 以上であることを条件とした。その結果、2 つの因子が抽出された。な
お、各項目の中で最も高い因子負荷量を示している負荷量の値は 0.4 以上となり（最も
低い項目で 0.688）、十分な負荷量を示していると考えられる（Hair et al. 1992；Nunnally, 
1978）。第 1 因子は、訪問回避意向に関する全 3 項目が含まれており、「訪問回避意向」
と解釈した。第 2 因子は、訪問意向に関する全 3 項目が含まれており、「訪問意向」と解
釈した。また、第 1 因子の Cronbach’s α は 0.861、第 2 因子の Cronbach’s α は 0.800 であ
ったため、先述した Nunnally（1994）の指標を参照すると、これら 2 つの因子において
十分な信頼性があるといえる。なお、本研究の探索的因子分析においては、因子間の相
関の存在を仮定する斜交回転（プロマックス回転）を採用しているため、相関係数の算
出を行った結果、これら 2 つの因子間でやや強い負の相関が見られた（-0.639）。 
「Behavioral Intention」に関する項目の探索的因子分析においては、この調査では「訪
問意向」と「訪問回避意向」の 2 つの因子が抽出される結果となった。Step2 の分析はこ
の因子分析の結果を基に行ったが、本研究はあくまでも、潜在的訪問客の訪問回避モデ
ルの構築を目的としており、訪問意向を説明するモデルの作成には着目していないため、
本調査では考慮が必要だと思われた（7）。 
因子1
リスク認知
（Cognition）
CR1: その噴火は甚大な被害を引き起こすと思う 0.934
CR2: その噴火では広範囲にわたって大勢の人が亡くなると思う 0.807
CR3: その噴火では財政面で大きな脅威になると思う 0.725
0.861
78.228
78.228
2.347固有値
（主因子法、プロマックス回転、KMO: 0.702）
Cronbach's　α
因子寄与率（％）
累積因子寄与率（％）
表 4-13 「Cognitive System」に関する項目の探索的因子分析結果 
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表 4-14 「Behavioral Intention」に関する項目の探索的因子分析結果 
 
 
 
「桜島への噴火に対する知識」に関する項目の探索的因子分析 
 
「桜島への噴火に対する知識」を測定するために設けた 4 項目の構造を把握するため
に、探索的因子分析（主因子法、プロマックス回転）を行った（表 4-15）。因子数の決定
にあたっては、固有値が 1 以上であることを条件とした。その結果、1 つの因子が抽出
された。なお、各項目の中で最も高い因子負荷量を示している負荷量の値は 0.4 以上と
なり（最も低い項目で 0.584）、十分な負荷量を示していると考えられる（Hair et al. 1992； 
Nunnally, 1978）。この因子は、桜島への噴火に対する主観的知識に関する全 4 項目が含ま
れており、「主観的知識」と解釈した。また、この因子の Cronbach’s α は 0.751 であり、
先述した Nunnally（1994）の指標を参照すると、十分な信頼性があるといえる。 
 
表 4-15 「桜島への噴火に対する知識」に関する項目の探索的因子分析結果 
 
 
因子1 因子2
訪問回避意向 訪問意向
訪問1: 観光旅行で桜島を訪れてみたい -0.120 0.688
訪問2: 観光旅行で桜島を訪れる計画を立てようと思う 0.016 0.785
訪問3: 努めて観光旅行で桜島を訪れようと思う 0.030 0.760
回避1: 観光旅行で桜島を訪れようとは思わない 0.822 -0.004
回避2: 観光旅行で桜島を訪れる計画を立てようと思わない 0.852 0.012
回避3: あえて観光旅行で桜島を訪れようとは思わない 0.763 -0.047
0.861 0.800
58.418 16.766
58.418 75.184
3.505 1.006
因子間相関 Ⅰ Ⅱ
Ⅰ ― -0.639
Ⅱ -0.639 ―
（主因子法、プロマックス回転、KMO: 0.809）
Cronbach's　α
因子寄与率（％）
累積因子寄与率（％）
固有値
因子1
主観的知識
SK1: 桜島の噴火について知っている 0.646
SK2: 桜島の噴火についてはまわりの人よりも知っている 0.834
SK3: 新聞やウェブサイトで桜島の噴火についての記事を読んだことがある 0.617
SK4: 桜島の噴火についてはまわりの人よりも時間をかけて調べている 0.584
0.751
58.655
58.655
2.346
（主因子法、プロマックス回転、KMO：0.687）
Cronbach's　α
因子寄与率（％）
累積因子寄与率（％）
固有値
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(2) 評価構造の把握 
 
次に、先ほどの探索的因子分析で得られた因子構造及び因子間の関係性を確認するた
めに、共分散構造分析（最尤法）を行った。構成した共分散構造分析モデルに関しては、
以下に示す本研究の仮説及び探索的因子分析で得られた因子間の相関関係を基に検討を
行った。なお、予備調査の仮説は、後述する本調査の仮説との混同を防ぐため、アルフ
ァベットを斜体で表し、括弧を付置する。ここでは「リスク認知（Cognition）」と「ポジ
ティブ感情」と「ポジティブ感情」が、「訪問回避意向」と「訪問意向」を説明し、「リス
ク認知（Cognition）」が「ポジティブ感情」と「ネガティブ感情」を説明するモデルを仮
定している。また、「訪問回避意向」と「訪問意向」において、探索的因子分析の際に強
い負の相関が確認できたため（-0.639）、残差 19 と残差 20 に共分散を仮定している。本
研究における共分散構造分析モデルを図 4-17 に示す。 
 
 H1(a)：「リスク認知（Cognition）」から「訪問回避意向」への正のパス 
 H1(b)：「リスク認知（Cognition）」から「訪問意向」への負のパス 
 H2(a)：「ネガティブ感情」から「訪問回避意向」への正のパス 
 H2(b)：「ネガティブ感情」から「訪問意向」への負のパス 
 H2(c)：「ポジティブ感情」から「訪問回避意向」への負のパス 
 H2(d)：「ポジティブ感情」から「訪問意向」への正のパス 
 H3(a)：「リスク認知（Cognition）」から「ポジティブ感情」への負のパス 
 H3(b)：「リスク認知（Cognition）」から「ネガティブ感情」への正のパス 
 
図 4-17 のモデルでは、χ²検定のχ²＝203.724 であり 0.1％水準で有意であった。χ²値
（CMIN）は小さいほど良く、有意確率は有意でないほど望ましい（小塩, 2008）とされ
るが、χ²検定はサンプル数に強く依存し、サンプル数が多いと棄却されやすくなり、サ
ンプル数が数百を超えると、モデルを受容できるかどうかをχ²検定で判断することは難
しい（山本・小野寺, 2002）。したがって、サンプル数が 287 の本分析においても、χ²値
によるモデル受容可否の判断は難しいと考えられる。本分析では図 4-17 のモデル適合の
要約は、GFI=0.918、AGFI=0.883、CFI=0.955、χ²/df=2.144、RMSEA=0.063 であった。GIF
（Goodness of Fit Index）と AGFI（Adjusted Goodness of Fit Index）は大きな値であるほど
良く、一般的には GFI は 0.9、AGFI は 0.8 より大きいと当てはまりの良いモデルとされ
る（Hayduk, 1987）。また、CFI（Comparative Fit Index）についても GFI と AGFI と同様
に、大きな値であるほど良く、一般的には 0.9 より大きいと当てはまりの良いモデルと
される（小塩, 2008）。一方で、χ²/df（χ²値を自由度で割った値）と RMSEA（Root Mean 
Square Error of Approximation）は小さいほど望ましく、一般的には、χ²/df は 5 より小さ
いと望ましいとされ（Kline, 2015）、RMSEA は 0.5より小さいと当てはまりが良く（Browne 
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& Cudeck, 2001）、0.1 以上であると良くないとされる（小塩, 2008）。以上の適合度指標を
参照すると、本分析で想定したモデルは十分な適合を示しているといえる。 
「リスク認知（Cognition）」から「訪問回避意向」及び「訪問意向」へのパスは、それ
ぞれ有意な推定値は得られず（8）、予備調査の時点では仮説で想定していた結果は確認で
きなかったが、それ以外のパスに関しては、仮説で想定していた結果が確認できた。と
りわけ、「リスク認知（Cognition）」から「ネガティブ感情」への係数が高いことから（0.68）、
「リスク認知（Cognition）」の強弱が「ネガティブ感情」の形成に強い影響を与えること
が示唆された。ただし、先述した通り、この調査ではあくまで本調査に向けて評価傾向
を把握することやアンケートを修正することを目的としており、最終的な結果の解釈や
結論は、本調査の分析結果のみを踏まえることとする。 
 
 
図 4-17 共分散構造分析結果 
 
 
(3) 剰余変数の偏りの確認 
 
次に、本研究で設定した 3 条件間で、被験者の特徴に大きな偏りがないかを確認する
ための分析を行った。具体的には、本研究の剰余変数として考えられる、被験者の「性
別」、「桜島訪問への興味」、「桜島への噴火に対する知識」、「桜島を直接目にした経験」、
「自分自身の自然災害経験」、「身近な人の自然災害経験」を調査で測定し、3 条件間でこ
れらの項目に偏りがないかを確認するために、Fisher の直接法を用いた検定または一元
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配置分散分析を行った。なお、被験者の「年齢」も本研究の剰余変数として考えられる
が、予備調査では被験者の年齢を 20～30 代に限定したため、本分析の対象としていない。
この分析から得られた結果は、本研究において議論の中心となるものではないが、この
後の評価の差異を把握するための分析において、得られた有意差が本当に本研究で設定
した 3 条件による差異であるかを見定める上で重要であると考える。 
 
名義尺度の剰余変数に関する Fisher の直接法を用いた検定 
 
名義尺度を用いた剰余変数に関して、本研究で設定した 3 条件間で大きな偏りがない
かを確認するために、Fisher の直接法を用いた検定を行った。本研究で想定される剰余
変数の内、名義尺度を用いた変数は、「性別」（男性／女性）、「桜島訪問への興味」（あま
り興味を持っていない／ある程度は興味を持っている／非常に興味を持っている）、「桜
島を直接目にした経験」（経験なし／経験あり）、「自分自身の自然災害経験」（経験なし
／経験あり）、「身近な人の自然災害経験」（経験なし／経験あり）の 5 項目である。分析
を行うにあたり、それぞれの剰余変数の項目を行、本研究で設定した 3 条件を列とした
クロス集計を算出し、その後 Fisher の直接法を用いた検定を行った。その結果を表 4-16
に示す。表 4-16 の示す通り、すべての剰余変数において有意な差は確認されず、3 条件
間でこれらの剰余変数の大きな偏りは見られなかった。 
 
表 4-16 名義尺度の剰余変数に関する Fisher の直接法を用いた検定結果 
 
 
 
有意確率
条件 ― 性別 n.s.
条件 ― 桜島訪問への興味 n.s.
条件 ― 桜島を直接目にした経験 n.s.
条件 ― 自然災害経験（自分自身） n.s.
条件 ― 自然災害経験（身近な人） n.s.
クロス集計項目
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間隔尺度の剰余変数に関する一元配置分散分析 
 
間隔尺度を用いた剰余変数に関して、本研究で設定した 3 条件間で大きな偏りがない
かを確認するために、一元配置分散分析を行った。本研究で想定される剰余変数の内、
間隔尺度を用いた変数は、「桜島への噴火に対する知識」に関する探索的因子分析の際に
得られた「主観的知識」である。分析を行うにあたっては、「主観的知識」の因子得点を
従属変数、本研究で設定した 3 条件を因子とした。その結果を表 4-17 に示す。表 4-17 の
示す通り、主観的知識において、有意な差は確認されず、3 条件間で大きな偏りは見られ
なかった。 
 
表 4-17 間隔尺度の剰余変数に関する一元配置分散分析結果 
 
 
(4) 3条件間での評価の差異の把握 
 
次に、本研究で設定した 3 条件間での、評価の差異を把握するために、一元配置分散
分析及び多重比較（等分散性の仮定あり：Turkey【T】、等分散性の仮定なし：Games-Howell
【A】）を行った。分析を行うにあたっては、共分散構造分析で得られたモデル中の 5 因
子（「リスク認知（Cognition）」「ネガティブ感情」「ポジティブ感情」「訪問回避意向」「訪
問意向」）の因子得点を従属変数、本研究で設定した 3 条件を因子とした。なお、一元配
置分散分析に関して、等分散性のための Levene の検定で有意であった項目は Welch 検定
を用いている。また、多重比較に関して、等分散性のための Levene の検定で有意であっ
た項目は Games-Howell【A】を、有意でなかった項目は Turkey【T】を用いている。一元
配置分散分析の結果を表 4-18、多重比較の結果を表 4-19 に示す。 
表 4-18 の示す通り、条件による有意差が確認されたのは、「ポジティブ感情」以外の
すべての因子であった。また、表 4-19 の示す通り、「ネガティブ感情」、「リスク認知
（Cognition）」、「訪問回避意向」に関して、条件 B と条件 C の間には有意な差は認めら
れなかったが、条件 B よりも条件 A、条件 C よりも条件 A の方が、因子得点平均値が高
かった。また、「訪問意向」に関して、条件 B と条件 C の間には有意な差は認められな
かったが、条件 A よりも条件 B、条件 A よりも条件 C の方が、因子得点平均値が高かっ
た。 
以上の、一元配置分散分析及び多重比較の結果を基にまとめたものを表 4-20 に示す。
なお、表中の 2 つの要因に関して、「記事の介入」においては、条件 A と条件 B、C の間
に有意な差が認められたかで判断し、「発信元」においては、条件 B と条件 C の間に有
条件A (n=96）条件B (n=110) 条件C(n=81) F値 有意確率 自由度 F値 有意確率
主観的知識 0.10 -0.084 -0.011 5.169 ** 2 1.250 n.s.
従属変数
等分散性の検定因子得点平均値 一元配置分散分析
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意な差が認められたかで判断した。また、表中の「↗（＋）」は、要因によって因子得点
が有意に上昇することを示しており、「↘（―）」は、要因によって因子得点が有意に減少
することを示している。 
表 4-20 の示す通り、この調査においては、「ポジティブ感情」以外の 4 因子間で、条
件 A と条件 B、C の間に有意な差が確認されたことから、情報介入が訪問回避モデルに
与える影響が確認された。その一方、すべての因子間で、条件 B と条件 C の間に有意な
差は確認されず、情報介入時の発信元明記が本研究の訪問回避モデルに与える影響はこ
の調査では確認されなかった。このような結果が得られた原因として、調査時の発信元
に関する想定において、被験者が情報の発信元に注意を向けにくい刺激デザインであっ
たことが第一に懸念される。 
先述した通り、本研究では被験者を 3 つの条件に割り当てる実験計画を採用しており、
この内、条件 B と条件 C の評価の差異を見ることで、発信元明記の有無による影響を確
認した。具体的に、条件 B に割り当てられた被験者には、記事①を提示したのち、発信
元が明記されていない記事②を提示したが、一方で条件 C に割り当てられた被験者には、
記事②において、発信元が NPO 法人桜島ミュージアムであることを事前に伝えた上で提
示した。すなわち、記事の発信元に関する明記を行わなかった条件 B と、発信元の明記
を行った条件 C の差異を確認したことになるが、本研究のような場面を精巧に想定させ
る調査において、記事の発信元があるかという点にまで被験者の注意が向けられなかっ
たことが考えられる。つまり、この調査で得られた結果から、介入記事の発信元明記の
有無による影響がないとおしなべて断定することできないと考える。したがって、本調
査では、上記の点に関して、条件 B と条件 C の発信元明記に関する差異をより顕著にす
る必要がある。なお、先述の通り、あくまでこの予備調査は、本調査に向けた評価傾向
の把握やアンケートの修正を目的としており、最終的な結果の解釈や結論は、本調査の
分析結果を踏まえることとする。 
 
表 4-18 3条件に関する一元配置分散分析結果 
 
 
条件A (n=96）条件B (n=110) 条件C (n=81) F値 有意確率 自由度 F値 有意確率
ネガティブ感情 4.61 3.93 3.97 0.410 * 2 6.201 **
ポジティブ感情 2.25 2.45 2.61 2.773 n.s. 2 2.378 n.s.
リスク認知
（Cognition）
4.60 3.77 3.58 3.507 n.s. 2 14.444 ***
訪問回避意向 4.00 3.54 3.19 0.197 n.s. 2 8.116 ***
訪問意向 1.52 2.10 2.13 0.460 n.s. 2 8.273 ***
因子得点平均値
***：p<.001, **：p<.01
従属変数
等分散性の検定 一元配置分散分析
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表 4-19 3条件に関する多重比較結果 
 
 
表 4-20 一元配置分散分析及び多重比較の結果まとめ 
 
 
4-6. 本調査 (Step3) 
 
この調査では、先述した、以下の 2 点を把握・検証することを目的とする。 
 
 火山噴火の報道後の潜在的訪問客の心理的構造 
 潜在的訪問客の心理的構造に情報介入と介入時の発信元明記の有無が及ぼす影響 
 
4-6-1. アンケートの修正点 
 
予備調査に対する意見及び分析結果を踏まえ、本調査で使用するアンケートに対して
一部修正を行った。まず、質問項目について、ポジティブ感情に関する PA3 の項目を、
従属変数 有意確率 検定
条件A ＞ 条件B ** Games-Howell【A】
条件A ＞ 条件C *
条件A ＞ 条件B *** Tukey【T】
条件A ＞ 条件C ***
条件A ＞ 条件B * Tukey【T】
条件A ＞ 条件C ***
条件B ＞ 条件A ** Tukey【T】
条件C ＞ 条件A **
多重比較
ネガティブ感情
リスク認知（Cognition）
訪問回避意向
訪問意向
記事の介入 発信元
ネガティブ感情 ↘（-） ―
ポジティブ感情 ― ―
リスク認知（Cognition） ↘（-） ―
訪問回避意向 ↘（-） ―
訪問意向 ↗（+） ―
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予備調査では「はらはらする」という聞き方で尋ねていたが、予備調査での因子分析の
際、PA3 の項目はポジティブ感情の因子に含まれず、ネガティブ感情の因子に含まれる
結果になったため、本調査では「スリルを感じる」という、ポジティブな意味を持つも
のとしてより解釈されやすいであろう表現に修正し、被験者に尋ねることにした。また、
主観的知識に関する SK3 の項目を、予備調査では「新聞やウェブサイトで桜島の噴火に
ついての記事を読んだことがある」という聞き方で尋ねていたが、「7 段階尺度で想起し
て回答するのが難しい」という意見が確認されたため、本調査では「新聞やウェブサイ
トで桜島の噴火についての記事を読むことがある」という表現に修正し、被験者に尋ね
ることにした。さらに、個人のリスク志向性やリスク回避性も、リスク認知に影響を与
えることが先行研究より指摘されており（e.g., Apter, 1992；天野ら, 2013）、本研究の剰余
変数として想定されたため、本調査ではリスク志向性に関する 2 つの項目を新たに追加
し、それぞれ 7 段階尺度で被検者に尋ねることにした（「あなたは普段、刺激的なことを
しようとする」、「あなたは普段、慎重に行動する」）。また、Step2 においては「Behavioral 
Intention」に関する項目の探索的因子分析において「訪問意向」と「訪問回避意向」の 2
つの因子が抽出される結果となったが、本研究はあくまでも、潜在的訪問客の訪問回避
モデルの構築を目的としており、訪問意向を説明するモデルの作成には着目していない
ため、本調査では「訪問意向」に対して高い因子負荷量を示していた 3 項目を分析対象
から除いた(5)。 
次に、すべての被験者に提示する報道記事の想定に関して、本調査では、「虚偽の情報
は一切含まれていない記事であること」を事前に想定してもらうための説明文を新たに
加えた。これは、実際の日時が特定される表現を修正したために、報道記事の情報自体
を疑った旨を示す自由記述が予備調査で見られたためである。さらに、条件 B に割り当
てられた被験者に提示する介入記事の想定に関して、本調査では、「発信元の明記がない
記事であること」を事前に想定してもらうための説明文を新たに追加した。これは、条
件 B に割り当てられた被験者にも記事の発信元への注意を向けさせ、条件 B と条件 C の
発信元による差異を明確にするためである。 
 
4-6-2. 調査概要 
 
本調査では、予備調査同様に Web アンケート調査を行った。調査業務は、株式会社マ
クロミルに委託し、2018 年 10 月 26 日（金）～10 月 31 日（水）の計 6 日間にかけて調
査を行った。被験者については、無作為に抽出したマクロミルのモニター10000 名の中
から、桜島に対して潜在的訪問客だと考えられる 20 歳以上の男女 624 名を対象とした。
なお、被験者については、事前にスクリーニング調査を行い、その回答を基に選定した。
スクリーニング調査で尋ねた質問項目は以下の 3 問である。なお、スクリーニング調査
で用いた実際のアンケートは付録-4 に示す。 
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 鹿児島県への居住経験を問う質問（「居住経験がある」と回答した被験者は除外） 
 桜島訪問への興味を問う質問（「全く興味を持っていない」と回答した被験者は除外） 
 本調査で用いる報道記事の内容に対する認知を問う質問（「その内容を詳しく知って
いる」と回答した被験者は除外） 
 
また、本調査では被験者が 3 条件に無作為に割り当てられるように設定したが（無作
為配分）、性別（男性／女性）、年齢（20 代／30 代／40 代／50 代以上）といった一部の
項目については、条件間で均等になるように設定した（組織的配分）（9）。具体的には、24
セル（条件【3】×性別【2】×年齢【4】）に対して、被験者者数の上限をそれぞれのセル
で設定し、その人数に達するまでアンケートの回答を受けつけた。 
なお、調査で使用する質問項目及び回答方法は、筆者が主に指定し、HP 上のアンケー
ト画面の作成、モニターへの調査依頼、結果の収集を委託会社が行った。Web アンケー
ト調査は、回答必須項目に欠損値がある場合には先に進めないように設計し、また上記
の事前スクリーニングを行ったため、欠損値、筆者が除外した回答者はおらず、有効回
答数は 624 名のままとなった。 
 
4-6-3. 質問項目 
 
本調査の Web アンケートで用いた質問項目は以下の通りである。主な質問項目につい
ては、表 4-21 に示す。また、この調査で使用した実際のアンケ―トは付録-5 に示す。な
お、被験者の属性に関する下記以外の項目（性別、年齢、居住地域、未既婚、職業、年
収など）に関しては、モニターの登録プロフィールのデータを用いることで把握した。 
 
 「Affective System」に関する質問項目 
- ネガティブ感情に関する質問項目（4 項目） 
- ポジティブ感情に関する質問項目（3 項目） 
 
 「Cognitive System」に関する質問項目 
- リスク認知（Cognition）に関する質問項目（3 項目） 
 
 「Behavioral Intention」に関する質問項目 
- 訪問意向に関する質問項目（3 項目） 
- 訪問回避意向に関する質問項目（3 項目） 
 
 「桜島の噴火への知識」に関する質問項目 
- 主観的知識に関する質問項目（4 項目） 
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 介入記事への信頼度に関する質問項目（条件 B、C の被験者のみ） 
 
 被検者の属性に関する質問項目 
- 桜島及び桜島の噴火を直接目にした経験 
- リスク志向性に関する質問項目（2 項目） 
- 自然災害経験（2 項目, 複数回答可） 
 
また、本調査で使用する報道記事については、予備調査と同様のものを使用した。ま
た、介入記事についても、条件 B の記事では予備調査と同様のものを使用したが、条件
C の記事では、発信元がより明確に分かるように、右下に「発信元：NPO 法人桜島ミュ
ージアム」という記載を追加した記事を使用した（図 4-18）。 
 
 
表 4-21 本調査で用いた主な質問項目 
 
潜在変数 観測変数 参照
ネガティブ感情 NA1 怖くなる Trumbo et al. (2016)
NA2 心配になる 【対象：ハリケーン】
NA3 とても恐ろしくなる
NA4 憂鬱になる
ポジティブ感情 PA1 刺激的だと思う
Sato et al. (2018), Prebensen
 et al. (2017)
PA2 わくわくする 【対象：アドベンチャーツーリズム】
PA3 スリルを感じる
リスク認知（Cognition） CR1 その噴火は甚大な被害を引き起こすと思う。 Trumbo et al. (2016)
CR2 その噴火では広範囲にわたって大勢の人が亡くなると思う 【対象：ハリケーン】
CR3 その噴火では財政面で大きな脅威になると思う
訪問回避意向 回避1 観光旅行で桜島を訪れようとは思わない Han et al. (2010)
回避2 観光旅行で桜島を訪れる計画を立てようとは思わない 【グループホテルへの宿泊】
回避3 あえて観光旅行で桜島を訪れようとは思わない
7段階尺度
【訪問意向に関する3項目
の逆転項目】
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図 4-18 本調査で使用した介入記事（条件 C） 
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第5章 本調査結果 
 
本章では、本調査で行った分析とその結果について述べる。委託会社より収集された
データを受け取ったのち、集計及び分析を、予備調査同様、IBM SPSS Statistics の Version 
22、共分散構造分析には、IBM SPSS Statictics の Amos Version 20 によるパス解析を用い
た。 
 
5-1. 被験者の属性 
 
被験者 624 名の内訳を表 5-1 に示す。まず、3 条件（A：報道記事のみ見て評価する被
検者群、B：報道記事及び発信元の明記がなされてない介入記事を見て評価する被検者群、
C：報道記事及び発信元の明記がなされている介入記事を見て評価する被検者群）への無
作為配分に関しては、3 条件それぞれで 208 名と、等しく配分された。また、性別と年齢
（20 代、30 代、40 代、50 代以上）に関しても、組織的配分による統制を行ったため、
男女それぞれで 312 名、各年代それぞれで 156 名と等しく配分された。 
次に、居住地域に関しては、関東地方の被験者の割合が最も多く（182 名、29.2％）、
次に近畿地方（149 名、23.9％）、中部地方（116 名、18.6％）と続いた。なお、スクリー
ニング調査の段階で、居住地が鹿児島県である被験者や鹿児島県への居住経験のある被
験者は除外したため、桜島に対して密接な関係にある被験者はいない可能性が高いと考
えられる。未既婚に関しては、既婚の被験者が全体の約 6 割を占める結果となった。ま
た、子供の有無は、子供なしの被験者と子供ありの被験者がそれぞれおよそ半数ずつで
あった。職業に関しては、専業主婦（主夫）の占める割合が最も高く（110 名、17.6％）、
次に会社員（その他）（94 名、15.1％）、パート・アルバイト（90 名、14.4％）と続いた。 
桜島訪問への興味に関しては、どちらかというと興味を持っていない被検者が 307 名
（55.4％）、どちらかというと興味を持っている被検者が 282 名（45.2％）、非常に興味を
持っている被検者が 35 名（5.6％）という結果であった。なお、予備調査同様、桜島訪問
への興味について全く興味を持っていないと回答した被検者は、桜島に対して潜在的訪
問客となる可能性が極めて低いと考えられたため、本研究の分析からは除外している。 
桜島及び桜島の噴火を直接目にした経験に関しては、桜島を直接目にした経験のない
被検者が 464 名（74.4％）と、全体の約 4 分の 3 を占めていた。また、桜島を直接目にし
た経験のある被験者の中でも、噴火を直接目にした経験のない被検者の割合が比較的高
く（135 名、21.6％）、噴火を直接目にした経験のある被験者の割合は低い結果となった
（35 名、5.6％）。 
自然災害経験に関しては、少なくとも 1 回は自身で経験したことのある被験者が 307
名（49.2％）、経験したことのない被検者が 317 名（50.8％）であり、経験した自然災害
 90 
 
経験については、地震に関する災害が多く、特に東日本大震災の被災が多い結果となっ
た（126 名、20.2%）。また、深刻な自然災害経験のある家族、友人、親戚などを持つ被験
者は 370 名（59.3％）、持たない被験者は 254 名（40.7％）であり、経験した自然災害経
験については、先ほど同様、地震に関する災害が多く、特に東日本大震災や阪神淡路大
震災の被災が多い結果となった（それぞれ 154 名【24.7％】、133 名【21.3％】）。なお、ど
ちらの項目においても、火山噴火に関する自然災害の被災は、ほとんど見られなかった。 
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表 5-1 被験者の属性（n=624） 
 
 
　 回答 人数（人） 有効％（％）
無作為配分 A:報道記事のみ 208 33.3
B：報道記事+介入記事【発信元なし】 208 33.3
C：報道記事+介入記事【発信元あり】 208 33.3
性別 男性 312 50.0
女性 312 50.0
年齢 20代 156 25.0
30代 156 25.0
40代 156 25.0
50代以上 156 25.0
居住地域 北海道 32 5.1
東北地方 37 5.9
関東地方 182 29.2
中部地方 116 18.6
近畿地方 149 23.9
中国地方 34 5.4
四国地方 22 3.5
九州地方 52 8.3
未既婚 未婚 249 39.9
既婚 375 60.1
子供の有無 子供なし 318 51.0
子供あり 306 49.0
職業 公務員 25 4.0
経営者・役員 9 1.4
会社員（事務系） 84 13.5
会社員（技術系） 87 13.9
会社員（その他） 94 15.1
自営業 31 5.0
自由業 7 1.1
専業主婦（主夫） 110 17.6
パート・アルバイト 90 14.4
学生 27 4.3
その他 14 2.2
無職 46 7.4
どちらかというと興味を持っていない 307 49.2
どちらかというと興味を持っている 282 45.2
非常に興味を持っている 35 5.6
どちらの経験もない 464 74.4
桜島を直接目にした経験はある 135 21.6
どちらの経験もある 25 4.0
桜島及び桜島の噴火を
直接目にした経験
桜島への訪問
に関する興味
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5-2. 記述統計 
 
次に、分析で使用する 7 段階尺度の項目について、予備調査同様、それぞれの項目の
分布の歪みを確認するために、記述統計量を算出した（表 5-2）。なお、訪問意向に関す
る 3 項目については、予備調査の結果を踏まえ、本研究で着目している訪問回避意向を
測定する観測変数として望ましくないと考えたため、本調査の分析では対象としていな
い。 
表 5-2 の示す通り、「PA2：わくわくする」の項目において、フロア効果が確認された
が（0.798）、歪度と尖度は Kline (1998) の示す基準内の値であったため、分布の歪みは確
認されたが許容範囲であると判断した。PA2 以外の項目においては、天井効果及びフロ
ア効果の見られる項目は確認されず、歪度と尖度に関しても基準を超えた項目は見られ
なかった。 
自然災害経験（自分） 北海道胆振東部地震 32 5.1
【複数回答可】 大阪台風21号 65 10.4
大阪北部地震 52 8.3
平成30年7月豪雨 59 9.5
平成29年7月九州北部豪雨 5 0.8
熊本地震 17 2.7
御嶽山噴火 3 0.5
東日本大震災 126 20.2
阪神淡路大震災 93 14.9
その他の火山噴火 0 0.0
その他の地震 18 2.9
その他の台風・豪雨 3 0.5
その他の自然災害 1 0.2
経験なし 317 50.8
自然災害経験（身近な人）北海道胆振東部地震 40 6.4
【複数回答可】 大阪台風21号 84 13.5
大阪北部地震 74 11.9
平成30年7月豪雨 83 13.3
平成29年7月九州北部豪雨 13 2.1
熊本地震 37 5.9
御嶽山噴火 3 0.5
東日本大震災 154 24.7
阪神淡路大震災 133 21.3
その他の火山噴火 0 0.0
その他の地震 14 2.2
その他の台風・豪雨 4 0.6
その他の自然災害 0 0.0
経験なし 254 40.7
 93 
 
次に、「桜島への噴火に対する知識」に関する項目と「リスク志向性」に関する項目の
記述統計量を表 5-3 に示す。表 5-3 の示す通り、「SK2：桜島の噴火についてはまわりの
人よりも知っている」と「SK4：桜島の噴火についてはまわりの人よりも時間をかけて調
べている」の 2 項目において、予備調査と同様、フロア効果が確認され（それぞれ、0.852、
0.722）、分布の歪みが確認されたが、歪度と尖度に関してはすべての項目で Kline (1998) 
の示す基準内の値ではあったため許容範囲であると判断した。 
 
表 5-2 記述統計量の算出結果（その 1） 
 
 
表 5-3 記述統計量の算出結果（その 2） 
 
 
 
 
 
平均値(M) 標準偏差(SD) M+SD M-SD 歪度 尖度
SK1 3.282 1.634 4.917 1.648 0.178 -0.848
SK2 2.056 1.204 3.260 0.852 1.032 0.402
SK3 2.905 1.586 4.492 1.319 0.478 -0.666
SK4 1.865 1.144 3.009 0.722 1.545 2.533
志向性 2.974 1.447 4.421 1.528 0.361 -0.505
回避性 4.663 1.261 5.925 3.402 -0.237 0.177
7段階尺度
平均値(M) 標準偏差(SD) M+SD M-SD 歪度 尖度
NA1 4.984 1.457 6.441 3.527 -0.413 -0.212
NA2 5.210 1.408 6.618 3.802 -0.498 -0.288
NA3 4.796 1.521 6.317 3.276 -0.274 -0.529
NA4 3.944 1.505 5.449 2.439 0.033 -0.259
PA1 3.072 1.616 4.689 1.456 0.338 -0.606
PA2 2.131 1.333 3.465 0.798 1.165 0.985
PA3 3.024 1.682 4.706 1.342 0.461 -0.577
CR1 4.550 1.451 6.001 3.098 -0.123 -0.408
CR2 3.849 1.536 5.385 2.313 0.198 -0.463
CR3 4.574 1.435 6.009 3.139 -0.150 -0.353
回避1 4.043 1.731 5.774 2.313 0.095 -0.824
回避2 4.234 1.712 5.946 2.522 -0.038 -0.879
回避3 4.401 1.720 6.121 2.680 -0.137 -0.855
7段階尺度
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5-3. 因子構造の把握 
 
5-3-1. 「Affective System」に関する項目の探索的因子分析 
 
「Affective System」を測定するために設けた 7 項目の構造を把握するために、探索的
因子分析（主因子法、プロマックス回転）を行った（表 5-4）。因子数の決定にあたって
は、固有値が 1 以上であることを条件とした。その結果、2 つの因子が抽出された。な
お、各項目の中で最も高い因子負荷量を示している負荷量の値は 0.4 以上となり（最も
低い項目で 0.592）、十分な負荷量を示していると考えられる（Hair et al. 1992；Nunnally, 
1978）。第 1 因子は、ネガティブ感情に関する全 4 項目が含まれており、「ネガティブ感
情」と解釈した。第 2 因子は、ポジティブ感情に関する全 3 項目が含まれており、「ポジ
ティブ感情」と解釈した。また、第 1 因子の Cronbach’s α は 0.872、第 2 因子の Cronbach’s 
α は 0.755 であり、先述した Nunnally（1994）の指標を参照すると、これら 2 つの因子に
おいて十分な信頼性があるといえる。なお、本研究の探索的因子分析においては、因子
間の相関の存在を仮定する斜交回転（プロマックス回転）を採用しているため、相関係
数の算出を行ったが、これら 2 つの因子間の相関はほとんど見られなかった（-0.154）。 
 
表 5-4 「Affective System」に関する探索的因子分析結果 
 
因子1 因子2
ネガティブ感情 ポジティブ感情
NA1: 怖くなる 0.912 0.008
NA2: 心配になる 0.798 -0.012
NA3: とても恐ろしくなる 0.876 -0.010
NA4: 憂鬱になる 0.615 0.065
PA1: 刺激的だと思う 0.059 0.764
PA2: わくわくする -0.282 0.592
PA3: スリルを感じる 0.140 0.804
0.872 0.755
44.491 27.497
44.491 71.988
3.114 1.925
Ⅰ Ⅱ
Ⅰ ― -0.154
Ⅱ -0.154 ―
因子間相関
（主因子法、プロマックス回転、KMO：0.787）
Cronbach's　α
因子寄与率（％）
累積因子寄与率（％）
固有値
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5-3-2. 「Cognitive System」に関する項目の探索的因子分析 
 
「Cognitive System」を測定するために設けた 3 項目の構造を把握するために、探索的
因子分析（主因子法、プロマックス回転）を行った（表 5-5）。因子数の決定にあたって
は、固有値が 1 以上であることを条件とした。その結果、1 つの因子が抽出された。な
お、各項目の中で最も高い因子負荷量を示している負荷量の値は 0.4 以上となり（最も
低い項目で 0.721）、十分な負荷量を示していると考えられる（Hair et al. 1992；Nunnally, 
1978）。この因子は、リスク認知（Cognition）に関する全 3 項目が含まれており、「リス
ク認知（Cognition）」と名付けた。また、この因子の Cronbach’s α は 0.842 であり、先述
した Nunnally（1994）の指標を参照すると、十分な信頼性があるといえる。 
 
表 5-5 「Cognitive System」に関する項目の探索的因子分析結果 
 
 
 
5-3-3. 「Behavioral Intention」に関する項目の探索的因子分析 
 
Behavioral Intention」を測定するために設けた 3 項目の構造を把握するために、探索的
因子分析（主因子法、プロマックス回転）を行った（表 5-6）。なお、先述した通り、本
調査の分析において、訪問意向に関する 3 項目は対象としていない。因子数の決定にあ
たっては、固有値が 1 以上であることを条件とした。その結果、1 つの因子が抽出され
た。なお、各項目の中で最も高い因子負荷量を示している負荷量の値は 0.4 以上となり
（最も低い項目で 0.870）、十分な負荷量を示していると考えられる（Hair et al. 1992；
Nunnally, 1978）。この因子は、訪問回避意向に関する全 3 項目が含まれており、「訪問回
避意向」と解釈した。また、この因子の Cronbach’s α は 0.932 であったため、先述した
Nunnally （1994）の指標を参照すると、十分な信頼性があるといえる。 
因子1
リスク認知
（Cognition）
CR1: その噴火は甚大な被害を引き起こすと思う 0.953
CR2: その噴火では広範囲にわたって大勢の人が亡くなると思う 0.754
CR3: その噴火では財政面で大きな脅威になると思う 0.721
0.847
76.729
76.729
2.302
（主因子法、プロマックス回転、KMO: 0.685）
Cronbach's　α
因子寄与率（％）
累積因子寄与率（％）
固有値
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表 5-6 「Behavioral Intention」に関する項目の探索的因子分析結果 
 
 
 
5-3-4. 「桜島への噴火に対する知識」に関する項目の探索的因子分析 
 
「桜島への噴火に対する知識」を測定するために設けた 4 項目の構造を把握するため
に、探索的因子分析（主因子法、プロマックス回転）を行った（表 5-7）。因子数の決定
にあたっては、固有値が 1 以上であることを条件とした。その結果、1 つの因子が抽出
された。なお、各項目の中で最も高い因子負荷量を示している負荷量の値は 0.4 以上と
なり（最も低い項目で 0.585）、十分な負荷量を示していると考えられる（Hair et al. 1992；
Nunnally, 1978）。この因子は、桜島への噴火に対する主観的知識に関する全 4 項目が含ま
れており、「主観的知識」と解釈した。また、この因子の Cronbach’s α は 0.775 であり、
先述した Nunnally（1994）の指標を参照すると、十分な信頼性があるといえる。 
 
表 5-7 「桜島への噴火に対する知識」に関する項目の探索的因子分析結果 
 
 
 
因子1
訪問回避意向
回避1: 観光旅行で桜島を訪れようとは思わない 0.870
回避2: 観光旅行で桜島を訪れる計画を立てようと思わない 0.968
回避3: あえて観光旅行で桜島を訪れようとは思わない 0.879
0.932
88.000
88.000
4.246固有値
Cronbach's　α
因子寄与率（％）
累積因子寄与率（％）
（主因子法、プロマックス回転、KMO: 0.740）
因子1
主観的知識
SK1: 桜島の噴火について知っている 0.585
SK2: 桜島の噴火についてはまわりの人よりも知っている 0.805
SK3: 新聞やウェブサイトで桜島の噴火についての記事を読むことがある 0.713
SK4: 桜島の噴火についてはまわりの人よりも時間をかけて調べている 0.679
0.775
61.274
61.274
2.451
（主因子法、プロマックス回転、KMO：0.704）
Cronbach's　α
因子寄与率（％）
累積因子寄与率（％）
固有値
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5-4. 評価構造の検証 
 
次に、「Affective System」、「Cognitive System」、「Behavioral Intention」の関係を検証する
ために、先ほどの因子分析で使用した 13 項目を対象に共分散構造分析（最尤法）を行っ
た。構成した共分散構造モデルに関しては、以下に示す本研究の仮説を基に検討した。
「リスク認知（Cognition）」と「ネガティブ感情」と「ポジティブ感情」が、「訪問回避意
向」を説明し、また「リスク認知（Cognition）」が「ポジティブ感情」と「ネガティブ感
情」を説明するモデルを仮定している。本分析における共分散構造分析モデルの分析結
果を図 5-1 に示す。 
 
 H1：「リスク認知（Cognition）」から「訪問回避意向」への正のパス 
 H2a：「ネガティブ感情」から「訪問回避意向」への正のパス 
 H2b：「ポジティブ感情」から「訪問回避意向」への負のパス 
 H3a：「リスク認知（Cognition）」から「ポジティブ感情」への正のパス 
 H3b：「リスク認知（Cognition）」から「ネガティブ感情」への負のパス 
 
図 5-1 のモデルでは、χ²検定のχ²＝219.038 であり 0.1％水準で有意であった。4-4-7
で述べた通り、χ²値（CMIN）は小さいほど良く、有意確率は有意でないほど望ましい
（小塩, 2008）とされるが、χ²検定はサンプル数に強く依存し、サンプル数が多いと棄
却されやすくなり、サンプル数が数百を超えると、モデルを受容できるかどうかをχ²検
定で判断することは難しい（山本・小野寺, 2002）。したがって、サンプル数が 624 の本
分析においても、χ²値によるモデル受容可否の判断は難しいと考えられる。モデル適合
の要約は、GFI＝0.951、AGFI=0.925、CFI＝0.967 であり、すべて 0.9 以上、また、χ²
/df=3.651 であり 5 未満の値、さらに、RMSEA=0.065 であり 0.1 未満の値であるため、図
5-1 のモデルは十分な適合を示していると判断した。 
標準化係数の値と有意確率が示すように、「ネガティブ感情」は「訪問回避意向」に、
1％水準で有意な正の影響を、「ポジティブ感情」は「訪問回避意向」に、5％水準で有意
な負の影響を与えていることが確認された。「訪問回避意向」に対する説明力 R²は 0.08
であるため、この因子全体の約 8％が「ネガティブ感情」と「ポジティブ感情」によって
説明されたと解釈されるが、説明力が低いため、本モデル以外の要因の影響（被験者の
金銭面、時間の確保、桜島までの物理的距離など）が大きいと考えられる。また、「リス
ク認知（Cognition）」は「ネガティブ感情」に 0.1％水準で有意な正の影響を与えている
ことが確認された。「ネガティブ感情」に対する決定係数 R²は 0.49 であるため、この因
子全体の約 50％が「リスク認知（Cognition）」によって説明されたと解釈される。なお、
「リスク認知（Cognition）」と「訪問回避意向」、及び「リスク認知（Cognition）」と「ポ
ジティブ感情」間の有意な関係は検証されなかった。 
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直接効果と間接効果を合わせた総合効果に関して、「訪問回避意向」に与える影響は、
「リスク認知（Cognition）」が 0.703×0.198＝0.139、「ネガティブ感情」が 0.198、「ポジ
ティブ感情」が-0.108 となる。つまり「訪問回避意向」には、「ネガティブ感情」の影響
が比較的大きく、「ネガティブ感情」には「リスク認知（Cognition）」の影響が強いこと
がわかる。 
本分析の結果、本研究で定めた仮説の内、H2a、H2b、H3a が採択されたことになる。
H1 が棄却されたことにより、「Cognitive System」に関する因子の「リスク認知（Cognition）」
は、少なくとも「訪問回避意向」に直接影響を与えるものではないことが示唆される。
しかし、H2b と H3a が採択されたことから、「リスク認知（Cognition）」は「ネガティブ
感情」を媒介して間接的に「訪問回避意向」に機能する可能性が示唆される。また、H3b
が採択されなかったことにより、「リスク認知（Cognition）」という認知的評価は、本研
究で定めたポジティブな感情的評価（Affective System）には直接影響を与えるものでは
ない可能性が示されている。これは、「ポジティブ感情」が噴火報道以前からの被験者の
先有傾向によって想起された感情である可能性が高く、そのような感情と認知的なリス
ク認知の間に有意な関係が見られないことが考えられる。 
 
 
 
図 5-1 共分散構造分析結果 
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5-5. 3条件間での剰余変数の偏りの確認 
 
次に、本研究で設定した 3 条件間で、被験者の特徴に大きな偏りがないかを確認する
ための分析を行った。具体的には、本研究の剰余変数として考えられる、被験者の「桜
島訪問への興味」、「桜島への噴火に対する知識」、「桜島及び桜島の噴火を直接目にした
経験」、「自分自身の自然災害経験」、「身近な人の自然災害経験」を調査で測定し、3 条件
間でこれらの項目に偏りがないかを確認するために、Fisher の直接法を用いた検定また
は一元配置分散分析を行った。なお、被験者の「性別」や「年齢」も本研究の剰余変数
として考えられるが、本調査ではこれらの変数は、組織的配分によって各条件に均等に
配分しているため、本分析の対象としていない。この分析から得られた結果は、本研究
において議論の中心となるものではないが、この後の評価の差異を検証するための分析
において、得られた有意差が、本当に本研究で設定した 3 条件による差異であるかを見
定める上で重要な知見であると考える。 
 
5-5-1. 名義尺度の剰余変数に関する Fisher の直接法を用いた検定 
 
名義尺度を用いた剰余変数に関して、本研究で設定した 3 条件間で大きな偏りがない
かを確認するために、Fisher の直接法を用いた検定を行った。本研究で想定される剰余
変数の内、名義尺度を用いた変数は、「桜島訪問に対する興味」（どちらかというと興味
を持っていない／どちらかというと興味を持っている／非常に興味を持っている）、「桜
島及び桜島の噴火を直接目にした経験」（桜島及び桜島の噴火を直接目にした経験なし／
桜島を直接目にした経験はあるが桜島の噴火は直接目にした経験なし／桜島も桜島の噴
火もどちらも直接目にした経験あり）、「自分自身の自然災害経験」（経験なし／経験あり）、
「身近な人の自然災害経験」（経験なし／経験あり）の 4 項目である。分析を行うにあた
っては、それぞれの剰余変数の項目を行、本研究で設定した 3 条件を列としたクロス集
計を算出し、その後 Fisher の直接法を用いた検定を行った。その結果を表 5-8 に示す。
表 5-8 の示す通り、4 項目すべての剰余変数において有意な差は確認されず、3 条件間で
これらの剰余変数の大きな偏りは見られなかったと判断した。 
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表 5-8 名義尺度の剰余変数に関する Fisher の直接法を用いた検定結果 
 
 
5-5-2. 間隔尺度の剰余変数に関する一元配置分散分析 
 
間隔尺度を用いた剰余変数に関して、本研究で設定した 3 条件間で大きな偏りがない
かを確認するために、一元配置分散分析を行った。本研究で想定される剰余変数の内、
間隔尺度を用いた剰余変数は、「リスク志向性」と「リスク回避性」、また、「桜島への噴
火に対する知識」に関する探索的因子分析の際に得られた「主観的知識」の 3 項目であ
る。分析を行うにあたっては、「主観的知識」の因子得点、「リスク志向性」、「リスク回
避性」の評定値をそれぞれ従属変数、本研究で設定した 3 条件を因子とした。その結果
を表 5-9 に示す。表 5-9 の示す通り、3 項目すべての剰余変数において有意な差は確認さ
れず、3 条件間でこれらの剰余変数の大きな偏りは見られなかったと判断した。 
 
表 5-9 間隔尺度の剰余変数に関する一元配置分散結果 
 
 
5-6. 3条件間での評価の差異の検証 
 
次に、本研究で設定した 3 条件間での、評価の差異を検証するための分析を行った。
まず、多母集団同時分析により、3 条件間での評価構造の等質性・異質性について検証を
有意確率
条件 ― 桜島訪問への興味 n.s.
条件 ― 桜島を直接目にした経験 n.s.
条件 ― 自然災害経験（自分自身） n.s.
条件 ― 自然災害経験（身近な人） n.s.
クロス集計項目
条件A (n=208） 条件B (n=208) 条件C (n=208) F値 有意確率 自由度 F値 有意確率
主観的知識 -0.034 -0.008 0.043 1.743 n.s. 2 0.396 n.s.
リスク志向性 3.09 2.84 3.00 0.322 n.s. 2 1.605 n.s.
リスク回避性 4.67 4.62 4.70 0.101 n.s. 2 0.220 n.s.
従属変数
因子得点平均値・評定平均値 等分散性の検定 一元配置分散分析
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行った。その際、配置不変モデル及び測定不変モデルについての適合を確認したのち、
一元配置分散及び多重比較により、3 条件間での共分散構造分析モデル内の因子平均の
差異について検証を行った。 
 
5-6-1. 多母集団同時分析 
 
図の共分散構造分析モデルについて、本研究で設定した 3 条件間での、評価構造の等
質性・異質性を検証するために多母集団同時分析を行った。多母集団同時分析とは、デ
ータが単一の母集団からではなく、複数の母集団から抽出されていることを認めた分析
手法であり、複数の母集団間の因果係数や分散、モデルの配置などを含めて比較・検証
を行うことが可能である（豊田編, 2003）。本研究では、全被験者（条件）にわたって等
質な評価構造（モデル）を前提とし、その構造の中で要因の評価値（因子得点）に 3 条
件間で違いがあることを仮定しており、この分析では等質性が明らかになることが望ま
しい結果となる。なお、予備調査で 3 条件間の比較を行う際に、多母集団同時分析を行
わなかったのは、予備調査では多母集団同時分析を行えるほどのサンプル数の確保が困
難であったためである。本研究における多母集団同時分析の手順を以下に示す。 
 
① 図の共分散構造分析モデルについて、各条件間で別個に解析し、モデルがそれぞれ
適合することを確認する。 
② すべての条件でモデルを同時に解析し、適合することを確認する（配置不変の検証）。 
③ 各条件間で同じ観測変数に対する因子パタンに等値の制約を課し、適合することを
確認する（測定不変の検証）。 
④ ①から③までのモデルの適合が確認されたら、次にモデルのパスの関係の強さ（パ
ス係数）に関して、条件間での差異を検討する（差の検定）。 
⑤ ④で差が見られた推定値に対して、条件間で等値の制約を置いて同時分析し、適合
の変化を検討する。 
 
はじめに、3 条件について、別個に分析を行った（手順①）。それぞれのモデルでは、
χ²値が、条件 A で 116.569、条件 B で 117.066、条件 C で 122.959 であり、3 条件すべて
において 0.1％水準で有意であったが、サンプル数の問題上、今回は有意でもやむを得な
いと判断した。モデル適合の指標は、条件 A で、GFI＝0.924、AGFI＝0.885、CFI＝0.961、
χ²/df=1.943、RMSEA=0.067、条件 B で、GFI＝0.923、AGFI＝0.886、CFI＝0.964、χ²
/df=1.951、RMSEA=0.068、条件 C で、GFI＝0.919、AGFI＝0.877、CFI＝0.964、χ²/df=2.049、
RMSEA=0.071 であり、すべての条件で十分な適合を示していた。 
次に、配置不変モデルを分析した（手順②）。配置不変モデルのχ²＝356.594 であり
0.1％水準で有意であったが、サンプル数の問題上、今回は有意でもやむを得ないと判断
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した。モデル適合の指標は、GFI＝0.922、AGFI＝0.882、CFI＝0.963、χ²/df=1.981、
RMSEA=0.040 であり、このモデルも十分な適合を示していた。すなわち、この段階で、
潜在変数間について同じ構造を各条件のモデルに仮定することが妥当であることが示さ
れた。 
手順②までの適合が良かったので、次に、測定不変モデルの分析に移った（手順③）。
測定不変モデルのχ²＝372.776 であり 0.1％水準で有意であったが、サンプル数の問題
上、今回は有意でもやむを得ないと判断した。モデル適合の指標は、GFI＝0.918、AGFI
＝0.888、CFI＝0.964、χ²/df=1.883、RMSEA=0.038 であり、このモデルも十分な適合を
示していた。すなわち、この段階で、本研究で定めた観測変数はそれぞれの構造変数の
指標として妥当であり、各条件間の構造変数は同質であることが示された。 
配置不変モデル及び測定不変モデルの適合が確認されたため、次に 3 条件間での各パ
スの関係の強さ（パス係数）の差異を検証した（手順④）。結果を図 5-2 に示す。なお図
5-2 では、A=「条件 A」、B=「条件 B」、C=「条件 C」を表している。観測変数間の相関
行列より、3 つのパス係数の差異を標準正規分布に変換した値が、Bp4 と Cp4 で 1.994 と
なり、絶対値が 1.96 以上のため 5％水準で有意であった。その結果、「リスク認知
（Cognition）」から「ネガティブ感情」へのパスで、条件間での有意な影響力の違いが確
認された。具体的には、「リスク認知（Cognition）」から「ネガティブ感情」へのパスで
は、報道記事を読んだ後に、発信元が明記されていない介入記事を読んだ被験者よりも、
発信元が明記されている介入記事を読んだ被験者の方が、「ネガティブ感情」に対する「リ
スク認知（Cognition）」の正の影響を強く受ける傾向が示唆された。 
手順④において有意な差が見られたので、次に、モデル全体での条件間の差異を検討
するために、有意差が見られたパス（「リスク認知（Cognition）」から「ネガティブ感情」
へのパス）に対して 3 条件間で等値の制約を課し（「Ap4＝Bp4＝Cp4」）、適合の変化を確
認した（手順⑤）。結果を表 5-10 に示す。表 5-10 の示す通り、等値制約を課していない
モデルの方が、等値制約を課しているモデルよりも AIC 値が低いことがわかる。また、
その他の適合度指標を見ても、等値制約を課していないモデルの方が、相対的に適合が
良いことがわかる。このことから、「リスク認知（Cognition）」から「ネガティブ感情」
へのパスにおける条件間での影響力の差異を考慮することは妥当であると考えられる。 
以上から、評価構造（モデル）は被験者（条件）ごとに適切（適合）であり、かつ被験
者（条件）間でおおむね等質だと考えられる。ただ、「リスク認知（Cognition）」から「ネ
ガティブ感情」へのパス係数の大きさ（関係の強さ）に関してのみ、被験者間（条件 B
と C 間）で有意な差異が確認されたことになる。この傾向が示された背景を明示するこ
とは難しいが、発信元が明記されている介入記事の内容の方が、明記されていないもの
よりもセンシティブに評価され、そのような評価の差異が、「ネガティブ感情」と「リス
ク認知（Cognition）」の関係の強さに影響を及ぼした可能性が考えられる。 
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図 5-2 多母集団同時分析（手順④）結果 
 
表 5-10 多母集団同時分析（手順⑤）結果 
 
 
5-6-2. 一元配置分散及び多重比較 
 
5-6-1 で配置不変モデルと測定不変モデルの適合が確認されたので、次に、本研究で設
定した 3 条件間での、共分散構造分析モデル内の因子平均の差異を検証するために、一
元配置分散分析及び多重比較（等分散性の仮定あり：Turkey【T】、等分散性の仮定なし：
Games-Howell【A】）を行った。分析を行うにあたっては、共分散構造分析で得られたモ
デル中の 4 因子（「リスク認知（Cognition）」「ネガティブ感情」「ポジティブ感情」「訪問
回避意向」）の因子得点を従属変数、本研究で設定した 3 条件を因子とした。なお、一元
配置分散分析に関して、等分散性のための Levene の検定で有意であった項目は Welch 検
定を用いている。また、多重比較に関して、等分散性のための Levene の検定で有意であ
った項目は Games-Howell【A】を、有意でなかった項目は Turkey【T】を用いている。一
元配置分散分析の結果を表 5-11、多重比較の結果を表 5-12 に示す。 
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表 5-11 の示す通り、「ネガティブ感情」と「リスク認知（Cognition）」においては 0.1％
水準で、「訪問回避意向」においては 1％水準で有意な差が確認でき、「ポジティブ感情」
においては有意な差は確認されなかった。また、表 5-12 の示す通り、「ネガティブ感情」
と「リスク認知（Cognition）」に関しては、条件 B と条件 C の間に有意な差は見られな
かったが、条件 B よりも条件 A、条件 C よりも条件 A の方が、因子得点平均値は有意に
高かった。また、「訪問回避意向」に関しては、条件 A と条件 C、条件 B と条件 C の間
に有意な差は見られなかったが、条件 B よりも条件 A の方が、因子得点平均値は有意に
高かった。 
以上の、一元配置分散分析及び多重比較の結果を基にまとめたものを表 5-13 に示す。
なお、表中の 2 つの要因に関して、「情報介入」においては、条件 A と条件 B、C の間に
有意な差が認められたかで判断し、「発信元」においては、条件 B と条件 C の間に有意
な差が認められたかで判断した。また、表中の「↗（＋）」は、要因によって因子得点が
有意に上昇することを示しており、「↘（―）」は、要因によって因子得点が有意に減少す
ることを示している。 
表 5-13 の示す通り、この調査においては、「ポジティブ感情」以外の 3 因子間で、条
件 A と条件 B、条件 A と条件 C の間に有意な差が確認されており、この結果は、潜在的
訪問客が噴火報道を通して知覚した負の要因（「ネガティブ感情」、「リスク認知
（Cognition）」、「訪問回避意向」）を、火山地域住民の生活の様子や反応に関する情報介
入が抑制していることを示している（H4a、H4b、H4d の採択）。しかし、その一方で、こ
うした情報介入がポジティブ感情に与える影響は確認されず、本研究の情報介入が反転
理論でいうところのプロテクティブフレームとしての機能を果たす、つまり、リスク認
知がプロテクティブフレームを伴った高覚醒としてとらえられ、それが好ましくとらえ
られる可能性が考えられたが、情報介入と「ポジティブ感情」の間に有意な関係は検証
されなかった（H4c の棄却）。また、すべての因子間において、条件 B と条件 C の間に
有意な差は検証されず、この結果より、情報介入時の発信元明記が訪問回避モデルに与
える影響は確認されなかった（H5a～H5d の棄却）。 
 
表 5-11 3条件に関する一元配置分散分析結果 
 
 
条件A(n=208） 条件B(n=208) 条件C(n=208) F値 有意確率 自由度 F値 有意確率
ネガティブ感情 3.505 3.171 3.134 0.733 n.s. 2 12.131 ***
ポジティブ感情 2.289 2.400 2.384 0.694 n.s. 2 0.570 n.s.
リスク認知
（Cognition）
4.808 4.340 4.370 1.784 n.s. 2 8.652 ***
訪問回避意向 4.065 3.574 3.83 3.032 * 2 6.239 **
従属変数
因子得点平均値 等分散性の検定 一元配置分散分析
*** p<.001, ** p<.01, * p<.05
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表 5-12 3条件に関する多重比較結果 
 
 
 
表 5-13 一元配置分散分析及び多重比較結果まとめ 
 
 
 
5-7. 発信元明記の有無と信頼度の関係 
 
H5 の仮説が棄却された原因を探るために、ここでは、介入記事の発信元明記の有無に
よって記事の信頼度に差異があるかを明らかにする。1-9-3 や 3-2 で述べた通り、本研究
では、SARF での議論を踏まえ、情報介入時において、「発信元が明記されている介入記
事と明記されていない介入記事では、与える心理的な影響が異なる」という仮説を立て
た。しかし、これは、「発信元が明記されている介入記事と明記されていない介入記事で
は、情報に対する信頼度が異なる」という、リスク認知研究の知見を踏まえた仮定を前
提とする仮説であった。潜在的訪問客の訪問回避モデルにおいて、条件 B と条件 C の有
意な差が確認されなった原因として、この前提とした仮定が正しくなかった可能性が想
定される。そのことに鑑み、本研究では、信頼度の評定値を検定変数、発信元明記の有
無（0＝発信元明記なし【条件 B】、1＝発信元明記あり【条件 C】）をグループ化変数とし
た、独立したサンプルの t 検定を行った（表 5-14）。表 5-14 の示す通り、発信元明記の有
無による信頼度の有意な差は確認されず、これは、本研究で前提とする仮定が成立して
記事の介入 発信元
ネガティブ感情 ↘（-） ―
ポジティブ感情 ― ―
リスク認知（Cognition） ↘（-） ―
訪問回避意向 ↘（-） ―
訪問意向 ↗（+） ―
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いないことを示唆している。つまり、この結果が原因で発信元明記の影響が検証されな
かった可能性が考えられる。 
 
表 5-14 独立したサンプルの t 検定結果 
 
  
条件B（n=208） 条件C（n=208) F値 有意確率 ｔ値 自由度 有意確率
信頼度 4.60 4.79 0.687 n.s. -1.632 412.940 n.s.
評定平均値 等分散性の検定 2つの母平均の差の検定
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第6章 まとめ 
 
本章では、ここまでの流れの整理した上で考察や結論について述べ、最後に制約及び
今後の展望について述べる。 
 
6-1. 前章までの整理 
 
本節では、第 1 章から第 5 章までの主な流れを整理する。また、第 5 章では、分析結
果の考察も行う。 
 
6-1-1. 第 4章までの整理 
 
第 1 章では、観光における新奇性に関する議論を行ったのちに火山の特性や火山観光
地の課題を議論し、その上で課題を克服するための方策を議論した。具体的には、まず、
観光対象において往々にして魅力とリスクが表裏一体であり、観光地への誘客において
は潜在的訪問客のリスク認知を低減させることが重要であることや、火山がそのような
観光対象の典型的な一例であることを述べた。次に、火山は観光資源として扱われる正
の側面と、人々に災害をもたらす負の側面を兼ね備えていることを述べた上で、火山観
光地は、他の観光地と比べて「リスクのある魅力」を有した場所であるという位置づけ
を行った。次に、火山観光地で問題とされている潜在的訪問客の訪問回避行動について
取り上げ、そのような現象が起こるメカニズムを探るために、「リスクの社会的増幅理論
（Social Amplification of Risk Framework：SARF）」という枠組みに基づき議論を行った。
また、SARF の議論の中で、特にマスメディア報道などの間接的なリスク経験が、個々の
リスク増幅に大きな影響を及ぼす可能性が指摘されていたため、本研究では、噴火報道
後の訪問回避モデルについて着目することを示した。また、SARF 内の「個人的な増幅装
置（Individual Station）」、すなわち、個々のリスク評価の要素については、「二重過程理論
（Dual Process Model：DPM）」という枠組みに基づくこと、DPM は個々のリスク認知が
2 種類の思考システム（「Affective System」、「Cognitive System」）で構成されていること
を述べた。次に、潜在的訪問客の訪問回避抑制の方策について、リスクコミュニケーシ
ョンと反転理論の観点から、火山噴火後の住民の生活の様子や、住民の反応・認識に関
する情報介入がリスク認知のバイアスを解消させる上で有効である可能性を示した。 
以上の研究背景を踏まえ、本研究では、リスクコミュニケーションの観点から、SARF、
DPM 及び反転理論の統合フレームワークに基づき、潜在的訪問客の噴火報道後の火山観
光地訪問回避モデルと、そのモデルに及ぼす情報介入の影響を合わせて検証することを
研究目的として提示した。また、情報介入の影響に関しては、情報発信元の明記の有無
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に着目して検討することについても述べた。 
第 2 章では、第 1 章に基づく問題意識から、本研究の理論的枠組みに関係する先行研
究や概念について概観し、その後、方法論的枠組みに関係する先行研究などについて議
論した。具体的には、まず、リスク認知と訪問（回避）意向の関係に着目した観光研究
や、本研究で基づく理論的枠組みに関するリスク認知研究（SARF に関する研究、DPM
に関する研究、リスクコミュニケーションに関する研究、反転理論（プロテクティブフ
レーム）に関する研究）について概観し、それぞれの先行研究の現状を整理した。その
中で、リスク認知と訪問回避の関係に着目した観光研究においては、本研究で基づく
SARF や DPM の知見を踏まえた研究が少ないこと、理論的枠組みに関するリスク認知研
究においては、潜在的訪問客を対象とした研究が少ないことをそれぞれ指摘した。また、
観光研究とリスク認知研究のいずれの研究においても、火山噴火を対象とした研究や、
訪問回避モデルと情報介入の影響を合わせて検討した研究が少ないことを指摘した。 
次に、本研究の方法論的枠組みに関して、評価刺激を用いた実証研究について概観し、
その中の、定量的調査を行った実験的研究に関して概観した。そこで、被験者間計画を
用いた研究では、被験者内計画の研究と比べて、扱うことのできる評価刺激が少ないも
のの多くの被験者を確保できること、情報介入の影響に焦点を本研究の目的に照らして
情報介入条件毎に被験者をランダムに割り当てるアプローチの採用が適切だと考えられ
ること、また分析に関しては、モデルを構築する上で有効な共分散構造分析を行えるこ
とを指摘し、被験者間計画を用いた調査が本研究では有効であることを示した。さらに、
これらの実験計画については、“剰余変数の統制”の観点からも議論を行った。その中で、
被験者内計画は剰余変数を統制するための理想的な方法とされるが、残留効果に弱く、
多くの実験で被験者間計画を使用せざるを得ないということ、被験者間計画は被験者を
各条件に割り当てる方法（無作為配分、組織的配分）を工夫することで剰余変数を統制
できるということ、無作為配分と組織的配分を組み合わせて用いることが望ましいとい
うことについて指摘した。 
本研究で想定される剰余変数に関して、従来のリスク認知研究や訪問（回避）意向に
関する研究を基に、「性別」、「年齢」、「国籍」、「知識」、「過去の経験」、などが剰余変数
として作用する可能性を指摘し、この中の「性別」と「年齢」に関しては組織的配分に
よる統制を行うことを示した。 
第 3 章では、まず、本研究の目的を再度確認した上で、研究の位置づけや具体的な調
査設計について述べた。その中で、本研究は、リスクコミュニケーションの観点からSARF、
DPM 及び反転理論を統合した枠組みに基づいた観光研究としての位置づけを持ってい
ることを示した。次に、第 2 章での先行研究のレビューを踏まえ、本研究の学術的新規
性を観光研究とリスク認知研究の観点から再度述べ、その後実学的意義について述べた。
具体的には、本研究は、潜在的訪問客の火山観光地訪問回避モデルの構築と、そのモデ
ルに及ぼす情報介入の影響の検証を同時に行っていることが主たる学術的新規性・実学
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的意義であることを述べた。さらに、本研究の研究対象地として、火山観光が盛んで、
火山周辺に多くの観光スポットが点在している一方で、風評被害の根幹である潜在的訪
問客の訪問回避の課題にも直面している火山を中心的な観光対象とする観光地を選定す
ることが望ましいことを示した。その上で、桜島はそのような条件を満たす火山地域で
あると判断し、研究対象地としたことを示した。 
第 4 章では、まず本研究の調査計画に関して、3 つの Step の調査で構成されており、
Step1 が「選定」の段階、Step2 が「確認」の段階、Step3 が「検証」の段階という位置づ
けであることを示した。その後、Step1 と Step2 の調査の概要及び結果について述べてい
った。具体的には、Step1 では、本研究で想定するリスク事象を選定するために新聞記事
の調査と聞き取り調査を行い、結果として「2016 年 2 月 5 日に起きた事象」を本調査で
想定するリスク事象とすることを示した。また、その後に、本調査で提示するリスク事
象に関する報道記事文及び噴火画像を選定するためにアンケート調査を行い、得られた
結果を基に仮想の報道記事を作成したことを示した。Step2 では、本調査で提示する報道
記事や介入記事、本調査で評価項目として使用する質問項目の妥当性を確認するために、
Web アンケートによる予備調査を行い、得られた結果を基に修正を加えたことを示した。
最後に、Step3 の調査概要について述べた。ここでは具体的に、本研究で目的とする訪問
回避モデルの構築と情報介入が訪問回避モデルに及ぼす影響を検証するために、調査会
社に委託し、Web アンケートによる本調査を行ったことを述べた。 
 
6-1-2. 第 5章の整理・考察 
 
第 5 章では、本調査の分析結果を示した。主な結果として、まず、共分散構造分析に
より、「Affective System」に関する因子の「ネガティブ感情」と「ポジティブ感情」は、
「訪問回避意向」に対して、「ネガティブ感情」は正の影響、「ポジティブ感情」は負の
影響を及ぼす結果が示された（H2a、H2b の採択）。また、「Cognitive System」に関する因
子の「リスク認知（Cognition）」に関しては、「訪問回避意向」や「ポジティブ感情」に及
ぼす影響は検証されず（H1、H3a の棄却）、「ネガティブ感情」に及ぼす正の影響は確認
された（H3b の採択）。H1 の棄却に関しては、中国の都市スモッグに着目し 2 種類のリ
スク認知と訪問意向の関係を検証した Becken et al.（2017）の結果と一致しており、リス
クの認知的評価は、訪問意向や訪問回避意向といった行動意図に直接影響を及ぼす要因
でない可能性が示唆される。H3a の棄却に関しては、本研究で定めた「刺激的」、「わく
わく」、「スリル」という文脈におけるポジティブ感情が、その観光対象が持つ非日常的
な魅力と捉えられた可能性を示すものだと考えられる。また、この結果は、リスク認知
とポジティブ感情がお互いに関係しない可能性を示しており、1-3 で述べた、観光研究に
おける魅力とリスクの表裏一体の関係性を再考する必要性が示唆される。また、H2a と
H3b の採択は、「リスク認知（Cognition）」が、「ネガティブ感情」を介して、「訪問回避
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意向」に負の影響を及ぼす傾向を意味しており、以上の結果から、潜在的訪問客の訪問
回避意向を抑制する上では、「ネガティブ感情」や「リスク認知（Cognition）」といった
心理的要素を減少させ、「ポジティブ感情」といった心理的要素を上昇させるような方策
を講じることが有効であることが示唆される。特に、「ネガティブ感情」の影響は、本研
究で定めた他の因子と比べても訪問回避意向への影響力は強く、感情的評価を抑制させ
ることが重要であると考えられる。 
また、一元配置分散分析及び多重比較により、「ポジティブ感情」以外の 3 因子におい
て、条件 B（報道記事を読んだ後に発信元が明記されていない介入記事を読んだ被験者
群）よりも条件 A（報道記事を読んだ被験者群）の方が、因子得点平均値が有意に高い
結果を示した。また、「ネガティブ感情」と「リスク認知（Cognition）」においては、条件
C（報道記事を読んだ後に発信元が明記されている介入記事を読んだ被験者群）よりも条
件 A の方が、因子得点平均値が有意に高い結果を示した。これらの結果は、潜在的訪問
客が噴火報道によって知覚する負の要因（「ネガティブ感情」、「リスク認知（Cognition）」、
「訪問回避意向」）を情報介入が抑制していることを示しており（H4a、H4b、H4d の採
択）、火山地域で暮らす住民の生活の様子や反応に関する情報の介入が、潜在的訪問客の
訪問回避意向を抑制する上で有効な方策である可能性が示唆された。 
なお、当初の想定では、本研究の情報介入が反転理論でいうところのプロテクティブ
フレームとしての機能を果たす、つまり、リスク認知がプロテクティブフレームを伴っ
た高覚醒としてとらえられ、それが好ましくとらえられる可能性が考えられたが、情報
介入と「ポジティブ感情」の間に有意な関係が検証されなかった（H4c の棄却）ことか
ら、そのような傾向は確認されなかった。「ポジティブ感情」以外の因子の得点が、条件
A に比べて残り 2 つの条件（B と C）において低かったことから、情報介入が、「ネガテ
ィブ感情を低める」という意味ではプロテクティブフレームの役割を果たしたことが示
唆されるが、「ポジティブ感情を高める」という効果は持たなかったということになる。
この結果と、「リスク認知」と「ネガティブ感情」の間にのみ正の有意な関係があり、「リ
スク認知」と「ポジティブ感情」の間にそのような関係がなかったことを考えると、プ
ロテクティブフレームとしての情報介入が「リスク認知」を低めた効果が、「ポジティブ
感情」の変化に繋がらなかった可能性がある。 
また、発信元明記の差異に関して、すべての因子間で条件 B と条件 C の間の有意な差
異は確認されず、この結果は、情報介入時の発信元明記による影響は検証されなかった
ことを示している（H5a～H5d の棄却）。これらの仮説が棄却された理由に関して、独立
したサンプルの t 検定の結果で、発信元明記の有無による信頼度の有意な差異が確認さ
れず、この為に発信元明記の影響が検証されなかった可能性が考えられる。 
本研究の仮説の検証結果は表 6-1 に示す。 
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6-2. 結論と貢献 
 
本研究では、リスクコミュニケーションの観点から、SARF、DPM 及び反転理論を統
合したフレームワークに基づくことで、火山観光地でしばしば問題視されている潜在的
訪問客の訪問回避行動に焦点を当ててきた。以下では、本研究でどのような結論が導き
出され、それによってどのような示唆が得られたのかについて述べる。 
本研究では、潜在的訪問客の火山観光地訪問回避モデルの構築と情報介入がそのモデ
ルに及ぼす影響を検証するために、一般の被験者 624 名を対象とした Web アンケート調
査を行った。なお、本研究の火山観光地訪問回避モデルについては、SARF の知見を踏ま
えて、特に、噴火報道直後の場面に限定してモデルを構築した。その結果、リスク認知
研究が示す多くの知見が同じく確認されたが、一部想定された傾向を示さないものもあ
った。 
共分散構造分析を行った結果、モデル全体として十分な適合を示しており、かつ多母
集団同時分析の結果、モデルが被験者（条件）ごとに適切（適合）であり、かつ被験者
間でおおむね等質であることもわかった。このことから、本研究で定めた訪問回避モデ
ルは妥当なものであったことが示された。また、その中で「訪問回避意向」に対して、
「ネガティブ感情」が正の影響、「ポジティブ感情」が負の影響を与えており、また「リ
スク認知（Cognition）」は「ネガティブ感情」を介して「訪問回避意向」に負の影響を与
えていることから、これらの心理的要因を減少もしくは上昇させることが潜在的訪問客
表 6-1 本研究の仮説の検証結果 
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の訪問回避を抑制する上では有効であることが示唆された。特に、「ネガティブ感情」の
影響は、本研究で定めた他の因子と比べても影響力は強く、感情的評価を抑制させるこ
とが重要であることが示唆され、この傾向は、Loewenstein et al.（2001）が提唱した“Risk-
as-feeling”や DPM の知見と一致する。 
また、一元配置分散分析及び多重比較を行った結果、報道記事のみを読んだ被験者群
よりも、報道記事を読んだ後に介入記事を読んだ被験者群の方が、負の側面を持つ因子
（「ネガティブ感情」、「リスク認知（Cognition）」、「訪問回避意向」）の因子得点平均値が
有意に低かったことから、情報介入が潜在的訪問客の訪問回避抑制のための方策として
有効である可能性が示唆された。その一方で、情報介入時の発信元明記が訪問回避モデ
ルに与える影響は検証されなかった。また、この結果は、信頼のある情報であるかどう
かということに対して、情報発信元の有無以外の要因で決定している可能性が高いこと
を示唆している。また、信頼度の評定値も、発信元明記ありなしの各条件共に 7 段階尺
度における 4 点代後半であり、いずれも少なからぬ信頼度が感じられていることになる。
これは見方を変えれば、メディアリテラシーの重要性が指摘される今日において、発信
元が不明瞭でも信頼度には影響を与えない、つまり誰が発信する情報でも信頼度には影
響はないという危険をはらんだ結果であると考えられる。発信元と信頼の関係について
は、今後より一層注意を払い、慎重に議論すべきテーマであろう。 
 
本研究は、当初目的としていた、潜在的訪問客の火山観光地に対する訪問回避とリス
ク認知の関係と、それらの関係に情報介入が及ぼす影響を同時に検証することができ、
そのことにより、一連の観光研究やリスク認知研究に対して新たな知見を提供すること
ができた。以下に、本研究が諸研究に対してもたらした学術的貢献について示す。 
まず、観光研究への貢献については、潜在的訪問客の火山観光地に対する訪問回避の
問題に対して SARF を用いることで、訪問回避意向のメカニズムを明らかにし、観光現
象に SARF を援用させる有効性について示すことができた。また、本研究では、DPM と
反転理論の知見を統合したフレームワークに基づくことで、リスク認知に関する認知的・
感情的評価が訪問回避意向に及ぼす影響を明らかにし、Becken et al.（2017）の研究の知
見を補完するとともに、これまで実証的な検証の乏しかった訪問意向や訪問回避意向の
モデル構築に焦点を当てた観光研究（Chew & Jahari, 2014；Becken et al. 2017；Khan et al. 
2017；Promsivapallop & Kannaovakun, 2017；Peng & Xiao, 2018）の知見を発展させること
ができた。さらに、本研究では、Sönmez & Graefe（1998a）の主張を踏まえ、潜在的訪問
客の訪問回避モデルに及ぼす地元住民の認識・行動に関する情報介入の影響を明らかに
することで、これまでの訪問回避抑制のための方策に焦点を当てた観光研究（Sönmez & 
Graefe, 1988a；Lepp et al. 2011）の知見を発展させたと考えられる。 
次に、リスク認知研究への貢献については、SARF、DPM 及び反転理論をこれまで適
用事例の乏しかった火山噴火のリスク事象に対して適用させることで、一連の SARF 研
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究や DPM 研究に新たな知見を提供することができた。また、本研究では、SARF の「個
人的な増幅装置（Individual Station）」に DPM と反転理論の知見を統合させており、特に
DPM を SARF に適用したモデルに関してはその妥当性が明らかになり、かつ「訪問回避
意向」に対する、「ネガティブ感情」、「ポジティブ感情」及び「リスク認知（Cognition）」
の影響が明らかになったことから、リスク認知研究に新たな知見を提供したといえる。
さらに、本研究では、これまでにあまり着目されてこなかった潜在的訪問客を対象とし
ており、観光客や訪問客を対象としている一連のリスク認知研究（Matyas et al. 2011；
Villeagas et al, 2013）の知見を発展させることができたといえる。 
特に、今回リスク認知研究の枠組みを観光研究に援用したことによる観光研究とリス
ク認知研究双方への貢献としては、反転理論を援用したことで、リスク認知とポジティ
ブ感情の間に有意な関係が確認できなかったことが挙げられる。本研究で採用したポジ
ティブ感情に関連する 3 項目は、観光研究の枠組みを基にしており、本研究はこれらを
リスク認知に関するモデルに援用した初めての試みである。今回の結果は、ポジティブ
感情に関連する3項目をリスク認知に関するモデルに適用したことで、これら 3項目が、
その観光対象が持つ非日常的な魅力と捉えられた可能性を示すものだと考えられる。つ
まり、非日常的魅力という視点を持たなかった過去のリスク認知の研究の枠組みに、観
光研究が新たな視点を提供したと考えられる。また観光研究においても、本研究でも議
論した通り、魅力とリスクの表裏一体の関係を示す知見（Lee & Crompton, 1992；Lew, 
1987；佐々木, 2007）が示されているが、本研究の結果は、リスク認知とポジティブ感情
がお互いに関係しない可能性を示している。このことは、観光研究において魅力とリス
クの表裏一体の関係性を再考する必要性が示されたことであり、リスク認知の枠組みの
適用によって、観光研究もまた新たな知見を得ることができたといえる。  
本研究の実学的貢献としては、今後の火山を中心的な観光資源とする観光地における
訪問回避を抑制する方法としての地元住民の認識・行動に関する情報介入の有効性を示
したことは、同種の観光地における観光振興に対して有益な方法論を提供するものであ
ったと考えられる。また、こうした情報介入が「訪問回避意向」、「ネガティブ感情」、「リ
スク認知」を低減するのみならず、「リスク認知」が低減することで「ネガティブ感情」
が低減し、「ネガティブ感情」が低減することで「訪問回避意向」が低減するという関係
性も明らかになったことから、潜在的訪問客の心理構造の細部にわたって構造的に「訪
問回避意向」を低減させる効果がある可能性も示されている。また、同様の方策は、洪
水のリスクのある河岸観光地など、リスクを内包する他種の資源を主な観光対象とする
観光地においても有効である可能性が考えられ、これらの観光地をケースとして本研究
と同様の研究を行う価値があると考えられる。ただ、同時に、「ポジティブ感情」に対し
ては地元住民の認識・行動に関する情報介入が影響力を持たない可能性も示されている。
「ポジティブ感情」自体は「訪問回避意向」を低減させる要因となりうることが本研究
の結果に表れているが、「刺激的」や「わくわく」、「スリル」といった文脈のポジティブ
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感情を高めるためには、潜在的訪問客のリスク認知を低減させる情報とは別に、上記で
述べたような魅力そのものを伝えるプロモーションや口コミ対策などの異なる戦略が必
要だと考えられる。 
上記で述べた情報介入に関する知見は、本研究が、潜在的訪問客の訪問回避モデルの
構築及び情報介入の影響の検証を同時に行ったことではじめて得られるものであると考
える。本研究は、モデル構築と情報介入の影響を合わせて検討するスタンスの重要性を
提唱するという点に関して、観光研究とリスク認知研究の両研究に対して、学術的貢献
をもたらしたといえる。 
 
6-3. 制約と今後の展望 
 
先述した通り、本研究で得られた知見は、学術的及び実学的な貢献があると考えられ
るが、すべての研究と同様、本研究でも大きく分けて 3 つの制約を抱えている。 
1 点目は、訪問回避モデルに関する制約である。本研究は、SARF 内の「間接的なリス
ク経験がリスク増幅の主要因である」という考えに基づき、特に噴火報道後のリスク増
幅に限定してモデルを設定している。しかし、人のリスク増幅のプロセスは複雑であり、
例えば、SARF のフレームワーク図によると、人は直接的・間接的なリスク経験をしたの
ち、「インフォーマルな社会的ネットワーク」（友人や知人といった他者とのコミュニケ
ーション）を介して、リスクがさらに増幅されたり減衰されたりするといわれているが、
本研究では、このような情報チャネルを考慮したモデルとはなってはおらず、今後は、
火山観光地に対してフレームワークの一連のプロセスを実証的に検証していくことが望
まれる。また、先述の通り、本研究においては情報介入による「ポジティブ感情」への
有意な影響が見られなかったことから、少なくとも桜島のような有名な火山観光地にお
いては「ポジティブ感情」を高めうる情報チャネルを新たに考慮することが必要だと考
えられる。 
また、本研究の訪問回避モデルに関して、ネガティブ感情とポジティブ感情が訪問回
避意向を説明する結果となったが、訪問回避意向の説明力 R²が非常に低く、現時点では
まだ、潜在的訪問客の訪問回避を説明するモデルとして心許ない。2-1-1 でも述べた通り、
リスク認知と訪問（回避）意向の関係に着目した観光研究において、近年では、デステ
ィネーションイメージの知見を統合させることの重要性が指摘されている。また、石川
（2016）は、住民の桜島に対するイメージの抽出を試みており、その中で「恐怖的イメ
ージ」に加えて「嫌悪的イメージ」などが抽出されている。今後は、本研究の訪問回避
モデル内にも、デスティネーションイメージ研究で扱われている Cognitive Image 及び
Affective Image の要因や、嫌悪的イメージに関する要因を加えるなどして再度モデルの
検証を行っていき、訪問回避モデルの改良を進めていくことが望まれる。また、モデル
の改良という点に関して、今回本研究で検証した訪問回避モデルの中では、「Cognitive 
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System」に関する要因（「リスク認知（Cognition）」）が「Affective System」に関する要因
（「ポジティブ感情」、「ネガティブ感情」）に与える影響、すなわち「Cognitive System → 
Affective System」という関係について検証した。しかし一方で、感情ヒューリスティッ
クなどの知見に基づけば、「Affective System → Cognitive System」という関係も確認する
ことができ、これらを踏まえると、上記の 2 つのシステムの関係は、お互いに影響を及
ぼし合う双方向因果の関係であると考えることもできる。朝野・鈴木・小島（2005）に
よると、双方向因果モデルにおいては、同値モデルを避けるため、双方向因果を規定す
る潜在変数に対して、一方のみに直接効果を持つ操作変数（「道具的変数」）を投入しな
ければならないことを指摘している。本研究は、リスク増幅に関する概念に着目してい
るため、本来であれば、「Cognitive System」と「Affective System」の双方向因果の関係を
検証するモデルを設定することが望ましいが、「Cognitive System」及び「Affective System」
のそれぞれ一方のみに直接的な影響を与える道具的変数を積極的に仮定することが困難
であったため、本研究はあくまで「Cognitive System → Affective System」の関係を検証
するまでにとどまった。今後は訪問回避モデルを改良するプロセスにおいて、積極的に
仮定できる道具的変数を慎重に議論した上で双方向因果の関係を検証することが望まれ
る。 
2 点目は、今回提示した評価刺激の情報に関する制約である。まず報道記事に関して
は、4-5-1 で述べた通り、本研究はあくまでも噴火報道によって増幅されたリスク認知や
訪問回避意向に情報介入がどのような影響を与えるかの検証に焦点を当てているため、
調査設計の都合上、「報道記事や介入記事を提示せずに評価してもらう」という統制群を
設定できず、報道記事や報道記事中の要因が潜在的訪問客の訪問回避モデルに与える影
響を実証するには至っていない。そのため、今回の調査の中で提示した報道記事が本当
にリスク増幅を促したのかについての検討はなされていない。しかし、4-4 で述べた通り、
本研究はこの報道記事を、5 種類の記事文と 3 枚の噴火画像の中から最もリスク認知度
の高いもの同士を組み合わせることで作成している（ただし、噴火画像に関しては、4-4-
5 で述べた通り、介入記事作成の都合上、2 番目にリスク認知度の高かった画像を使用）。
また、評定させたすべての記事文・噴火画像において高い評定平均値が得られているこ
とや、2-1-4 で議論した、調査で提示した報道記事の文中では、「火山活動が活発化する
恐れがある」や「今後、さらに大きな噴火が起きるとは考えていない」といった言語確
率に関する曖昧な表現で記されていることを踏まえると、今回提示した報道記事に関し
て被験者が高いレベルのリスクを認知したという前提に関しては一定の妥当性が担保さ
れていると考えられる。 
また、介入記事に関して、本研究は火山地域で暮らす住民の生活の様子や反応に関す
る情報の介入が、潜在的訪問客の火山観光地に対する訪問回避を抑制する方策として有
効であることを示すことができたが、あくまでも情報介入の有効性を示すまでにとどま
り、介入した情報のどのような要因がどの程度影響を及ぼしたかというところまでは検
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証しきれていない。本研究では報道記事や介入記事内に画像を用いているが、画像だけ
に限定してみても、例えば「画像が訪問回避モデルにどのような影響を及ぼしているか」
や、「どのような画像、もしくは画像内のどのような環境要因が訪問回避モデルに影響を
及ぼしているか」など様々な着眼点が考えられる。本研究のような情報介入を実務で活
用していくためには、今後、介入する情報内部の環境要因に特に焦点を当て、それらの
影響を検証する研究の知見が重要と考えられる。 
3 点目は、研究対象地や対象としたリスク事象の限定性に関する制約である。本研究
では、研究対象地を桜島、また、対象リスク事象を「2016 年 2 月 5 日に起きた桜島噴火
の事象」としているが、今回の得られた結果が他の火山観光地や他のリスク事象に対し
て同様に得られるとは必ずしもいえない。先述した通り、桜島は多くの人々に「頻繁に
噴火している活火山」として広く一般に認識されていると考えられるが、例えば、これ
が箱根山や草津白根山のような活火山の噴火報道であった場合、桜島の噴火報道の際の
結果になるとは必ずしもいえず、異なる評価傾向となる可能性が想定される。また、研
究対象地が同様であったとしても、もしもこれが、別のリスク事象、例えば「2013 年 8
月 18 日に起きた桜島噴火のリスク事象」であった場合、「2016 年 2 月 5 日に起きた桜島
噴火のリスク事象」の際の結果になるとは必ずしもいえないだろう。つまり、本研究で
は、研究対象地や対象リスク事象の限定性がゆえに結果の一般化に対して課題を残した
といえる。先述した通り、本研究は、潜在的訪問客の火山観光地訪問回避モデルの構築
とともに、それに及ぼす情報介入の影響を検証することを目的としており、そのような
実証的な検証を行う以上、上記のような結果の限定性に関する制約が生じてしまうのは
やむを得ないことであると考える。今後は、特性の異なる火山観光地やリスク事象に対
して同様の調査を行い、それらの結果を比較・検討していくことが望まれる。このこと
は、6－2 で示した「本研究の結果が示す地元住民の認識・行動に関する情報介入の有効
性」をこれらのリスク事象で確認するという意味においても重要である。 
以上の制約は見られるものの、本研究は、潜在的訪問客の火山観光地に対する訪問回
避モデルの構築とともに、訪問回避モデルと情報介入の関係を検証できたことから、一
連の観光研究やリスク認知研究に対して有益な知見を提供するとともに、今後の火山観
光地の観光のあり方を考えていく上で、有益なインスピレーションを与えることができ
たと考えられる。本研究を基盤とし、今後は、社会心理学や環境心理学の観点から議論・
検証を重ねていくことが、火山観光地に着目した将来の研究に求められることであると
考える。本研究がそのような研究の一助となることを心より願う。 
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注釈 
 
1. 1-7-2 で述べた情報チャネルは、図 1-2 の枠組みに記載されている「情報チャネル」
よりも広い意味を持ち、その記載内容を考慮すれば、図 1-2 の「増幅ステーション
（Amplification Station）」は、1-7-3 で述べる情報チャネルの一部であり、かつ増幅メ 
カニズムでもあると考えられる（大槻, 2011）。 
 
2. センチメント分析（感情分析）とは、与えられた文章に対して、その文章の極性（肯
定的か否定的か）を付与する分析手法とされる（西本・能地・松本, 2017） 
 
3. オートエスノグラフィーとは、自分自身を観察し分析する調査手法であり、「自叙述
的記述」とも訳され自己の物語を通して内を見つめることを意味する。ただし人間
はそれを取り巻く外の環境を無視して考えることは出来ないため、オートエスノグ
ラフィーは「外の世界」と「内」なる世界を「一体化」させてとらえることのでき
る叙述方法である（T. A. シュワント, 2009; 93）。 
 
4. Portel & Mullet（2014）や Fruchart et al.（2018）の研究では、「状況に対するテレビ番
組を見ること」や「テレビ番組に関する会話を聞くこと」をプロテクティブフレー
ムとして位置づけている。 
 
5. 株式会社マクロミルは、日本全国に約 120 万人のモニターを保有する調査会社であ
り、年代ごとでは 20 代（29.3%）、30 代（28.5%）、40 代（20.6%）、50～60 代（18.8％）、
職業に関しては、専業主婦（17.8%）、パート・アルバイト（16.3%）、事務系会社員
（14.1%）、その他の会社員（15.0%）、学生（13.6%）、技術系会社員（10.9%）、の順
に多い（2018 年 9 月 3 日現在）。また、モニターの重複回答を防ぐため、複数の調
査票への回答に類似した傾向が見られた場合には、当該回答を無効とするシステム
を有している。 
 
6. エディテージは、カクタス・コミュニケーションズ株式会社が運営する研究者ブラ
ンドとして、世界の研究者向けに学術関連書の英文校正、翻訳、論文投稿支援、及
び学術コミュニケーション教育を提供している（www.editage.jp）。 
 
7. 訪問意向に関する 3 項目は、あくまでも訪問回避意向の逆転項目として想定してい
たが、訪問意向を意味する別の因子の顕在変数であるとう結果となた。このような
別の独立変数としての訪問意向を説明するモデルのベースとなる理論的枠組み（「ロ
イヤルティモデル」）と想定されるモデルは本研究とは内容（例えば愛着（attachment）
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などの変数とそれらの間の関係）が異なることが考えられるため、訪問意向に関す
る検証のための仮説設定を行っていない本研究では分析の対象外とした。ただ、別
の調査報告目的で訪問意向に関する 3 項目も本調査におけるアンケート項目には含
めている。 
 
8. 本研究における分析結果の図表中の「n.s.」は、推定値が有意でなかったことを示す。 
 
9. 性別（男性／女性）ごとの各年代（20 代／30 代／40 代／50 代以上）の人数が同程
度になるように、スクリーニング調査で回答傾向を確認し、その傾向にしたがって、
3 条件間で各カテゴリーの割合が同様になるようにリクルートした。 
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付録-1： 
新聞記事集計結果 
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日経 毎日 朝日 読売 合計
2012年1月2日 1 0 1 1 3 407 135.67
2012年1月14日 0 0 1 1 2 403 201.50
2012年1月22日 1 1 1 1 4 528 132.00
2012年2月1日 1 0 1 1 3 520 173.33
2012年2月7日 0 0 0 1 1 190 190.00
2012年3月10日 0 0 1 0 1 171 171.00
2012年3月12日 0 0 2 0 2 1365 682.50
2012年4月6日 0 0 1 1 2 358 179.00
2012年5月7日 1 1 1 2 5 791 158.20
2012年5月20－21日 1 3 0 2 6 1713 285.50
2012年5月24日 0 0 1 1 2 885 442.50
2012年7月1日 0 0 1 1 2 291 145.50
2012年7月24日 1 0 2 2 5 1987 397.40
2012年8月28日 0 0 1 1 2 332 166.00
2012年9月24日 0 0 1 0 1 189 189.00
2012年11月10日 0 1 1 1 3 739 246.33
2013年1月2日 0 2 1 0 3 432 144.00
2013年2月1日 0 0 1 1 2 856 428.00
2013年2月9日 0 0 1 0 1 184 184.00
2013年2月26日 0 0 1 0 1 127 127.00
2013年5月7日 0 0 1 0 1 154 154.00
2013年5月18日 0 0 1 0 1 211 211.00
2013年5月25日 0 0 1 0 1 140 140.00
2013年7月10日 1 0 0 0 1 207 207.00
2013年7月16日 1 0 0 0 1 308 308.00
2013年7月17日 0 0 1 0 1 78 78.00
2013年8月18日 5 7 9 8 29 15597 537.83
2013年9月4日 0 1 1 2 4 1392 348.00
2013年9月11日 0 0 1 0 1 246 246.00
2013年9月25日 0 0 2 2 4 997 249.25
2013年9月26日 1 1 1 0 3 517 172.33
2013年9月29－30日 0 0 0 1 1 173 173.00
記事文字数【合計】（文字） 記事文字数【平均】（文字/件）リスク事象
記事件数（件）
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 2013年10月4日 1 0 1 0 2 575 287.50
2013年10月6日 0 0 1 1 2 313 156.50
2013年10月7日 1 0 1 0 2 475 237.50
2013年10月21日 0 1 1 1 3 528 176.00
2013年11月23日 0 0 1 1 2 413 206.50
2014年1月2日 1 1 1 1 4 1049 262.25
2014年5月10日 1 3 2 2 8 1301 162.63
2014年6月6日 0 2 1 1 4 764 191.00
2014年8月12日 0 0 0 1 1 150 150.00
2014年11月6日 0 0 1 0 1 203 203.00
2015年1月1日 0 0 1 0 1 263 263.00
2015年1月2日 0 0 1 1 2 693 346.50
2015年1月6日 2 2 3 3 10 3986 398.60
2015年1月13日 0 1 0 0 1 284 284.00
2015年1月23日 0 1 2 1 4 911 227.75
2015年2月21日 0 0 1 0 1 289 289.00
2015年3月22日 0 0 1 0 1 232 232.00
2015年3月26－27日 1 0 3 0 4 980 245.00
2015年3月28日 0 0 2 1 3 514 171.33
2015年3月31日 1 2 2 1 6 1698 283.00
2015年4月1日 1 0 0 0 1 244 244.00
2015年4月18日 0 0 1 1 2 511 255.50
2015年4月23日 0 0 1 0 1 255 255.00
2015年4月24日 1 0 1 0 2 325 162.50
2015年5月3日 1 1 0 0 2 497 248.50
2015年5月7日 1 0 1 1 3 871 290.33
2015年5月8日 1 0 0 0 1 162 162.00
2015年5月21日 2 3 3 1 9 1756 195.11
2015年5月30日 1 0 2 2 5 1054 210.80
2015年9月2日 1 0 0 1 2 379 189.50
2015年9月3日 0 0 1 1 2 433 216.50
2015年9月4日 1 0 2 2 5 1112 222.40
2015年9月28日 1 0 0 1 2 387 193.50
2015年10月8日 1 0 0 0 1 145 145.00
2016年1月2日 0 0 1 0 1 490 490.00
2016年2月5日 7 5 4 8 24 12264 511.00
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2016年2月8日 2 2 0 2 6 1318 219.67
2016年3月10日 1 0 0 0 1 318 318.00
2016年4月1日 1 1 0 0 2 387 193.50
2016年4月8日 1 0 0 0 1 133 133.00
2016年5月1日 2 2 1 1 6 1327 221.17
2016年7月26日 1 1 2 2 6 1527 254.50
2016年8月8日 1 0 0 0 1 180 180.00
2017年1月2日 1 0 1 1 3 922 307.33
2017年3月25日 1 1 1 2 5 1016 203.20
2017年4月26日 0 0 1 1 2 285 142.50
2017年4月28日 2 2 1 1 6 1070 178.33
2017年5月2日 1 0 1 1 3 1210 403.33
2017年5月29日 1 0 0 0 1 134 134.00
2017年9月8－9日 0 0 1 0 1 252 252.00
2017年11月14日 0 0 0 1 1 146 146.00
2018年1月2日 1 0 1 0 2 561 280.50
2018年3月31日 0 0 0 1 1 187 187.00
2018年6月16日 1 2 1 1 5 1049 209.80
2018年7月16日 0 1 1 1 3 678 226.00
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付録-2： 
アンケート用紙
（Step1） 
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桜島の報道に関するアンケート調査 
私は、首都大学東京大学院都市環境科学研究科観光科学域博士前期課程 2 年の中俣良太（なかまた りょうた）
と申します。今回の調査は、鹿児島県鹿児島市の桜島の報道に関するあなたの個人的な印象についてお聞きする
ものです。この調査は無記名で行い、皆様の回答結果は学術研究目的以外で使用することは一切ございません。
お忙しいところ大変恐縮ですが、ご協力の程よろしくお願いいたします。 
 
 
 
 
 
○ はじめに、質問 1～5では、2016年 2月に報道された桜島に関する記事をいくつか読んでいただきま
す。今回の記事で書かれている出来事が今実際に起こったことを想定した上で、質問にお答えしてい
ただきますようお願いいたします。 
 
 
質問 1. 
まず、下記の記事をお読みください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Q. あなたは、上記の記事が報道された直後に、桜島を訪問すること（桜島に上陸すること）に対して、どの程度リスク
を感じますか？ 1～7 のいずれか 1 つの数字に〇をお付けください。 
 
問い合わせ先：首都大学東京大学院都市環境科学研究科観光科学域 中俣良太 
E-mail：nakamata-ryouta@ed.tmu.ac.jp 
桜島、5 カ月ぶり爆発的噴火 警戒レベル、入山規制に引き上げ 
 
気象庁は、５日午後６時５６分ごろに桜島（鹿児島県）の昭和火口で爆発的噴火が発生し、噴火警戒レベル
を２（火口周辺規制）から３（入山規制）へと引き上げた、と発表した。同庁は、火山活動が活発化する恐れ
があるとして、昭和火口と南岳山頂火口から約２キロの範囲で、大きな噴石や火砕流に警戒を呼びかけてい
る。 
昭和火口での爆発的噴火は昨年９月１６日以来。今回は噴煙が火口から高さ約２２００メートルまで達し
た。大きな噴石は火口から１８００メートルの範囲（３合目付近）まで弾道を描いて飛散するのが確認され
た。火山雷（かざんらい）とみられる閃光（せんこう）も見られた。気象庁の北川貞之・火山課長は会見で「昨
年９月以前におきていた噴火と同程度の噴火で、今後、さらに大きな噴火が起きるとは考えていない」と述べ
た。桜島では２０１５年、火山活動が活発化して、爆発的噴火は計７００回を超えた。 
リスクを全く感じない 1 2 3 4 5 6 7 リスクを非常に感じる
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質問 2. 
まず、下記の記事をお読みください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Q. あなたは、上記の記事が報道された直後に、桜島を訪問すること（桜島に上陸すること）に対して、どの程度リスク
を感じますか？ 1～7 のいずれか 1 つの数字に〇をお付けください。 
 
質問 3. 
まず、下記の記事をお読みください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Q. あなたは、上記の記事が報道された直後に、桜島を訪問すること(桜島に上陸すること)に対して、どの程度リスク
を感じますか？ 1～7 のいずれか 1 つの数字に〇をお付けください。 
鹿児島・桜島：5 カ月ぶり噴火 
 
５日午後６時５６分、桜島（鹿児島市）の昭和火口で爆発的噴火があった。気象庁によると、マグマ噴火と
みられ、噴煙は２２００メートルの高さまで上がった。桜島の噴火は昨年９月１６日以来、約５カ月ぶり。同
庁は噴火警戒レベルを２（火口周辺規制）から３（入山規制）に引き上げ、火口から２キロの範囲で噴石や火
砕流に警戒するよう呼び掛けている。 
気象庁はまた、昨年８月から運用する噴火速報を爆発の３分後に出した。昨年９月の阿蘇山に次ぎ２例目。 
同庁によると、大きな噴石が火口から１３００～１８００メートルの範囲に飛び、３合目まで達した。火砕
流は起きていない。記者会見した北川貞之火山課長は「噴火前に明確な地殻変動は観測されなかった。さらに
大規模な噴火が起こる兆候はないが、この噴火で終わるとは考えにくい」との見方を示した。同市などによる
と被害は確認されていないという。 
桜島は昨年８月１５日に警戒レベルが３から４（避難準備）に引き上げられた。その後は火山活動が弱ま
り、レベルが順次引き下げられていた。 
鹿児島・桜島：小康状態 噴火から一夜 
 
桜島（鹿児島市）の昭和火口の爆発的噴火から一夜明けた６日、火山活動は静かな状態が続いている。気象
庁は５日午後６時５６分、５カ月ぶりに爆発的噴火を観測し噴火警戒レベルを２（火口周辺規制）から３（入
山規制）に引き上げたが、６日午後１時までに小規模なものも含め新たな噴火は観測していない。 
 鹿児島地方気象台によると、昭和火口では昨年１～９月、７３７回の爆発的噴火が観測された。気象台は
「今回も特異なものではなく、昨年と同様の活動」とみており、引き続き火口から２キロの範囲で噴石と火砕
流に警戒するよう呼びかけている。 
リスクを全く感じない 1 2 3 4 5 6 7 リスクを非常に感じる
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質問 4. 
まず、下記の記事をお読みください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Q. あなたは、上記の記事が報道された直後に、桜島を訪問すること（桜島に上陸すること）に対して、どの程度リスク
を感じますか？ 1～7 のいずれか 1 つの数字に〇をお付けください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
桜島で爆発的噴火、警戒レベル 3に引き上げ 
 
５日午後６時５６分、桜島（鹿児島市）の昭和火口で爆発的な噴火が発生した。気象庁は桜島の噴火警戒レ
ベルを２（火口周辺規制）から３（入山規制）に引き上げた。爆発的噴火は昨年９月１６日以来、約５カ月ぶ
り。 
気象庁は「現時点でより大規模な噴火の兆候はないが、昨年のように火山活動が続く可能性がある」と説
明。火口から約２キロの範囲で大きな噴石や火砕流に警戒するよう呼びかけている。 
鹿児島市などによると、噴火による被害の情報は入っていない。政府は首相官邸内の危機管理センターに情
報連絡室を設置した。 
気象庁によると、噴煙は火口から２２００メートルの高さまで上がり、大きな噴石が火口から１３００～１
８００メートル先の３合目付近まで飛び散った。桜島の南東側の鹿児島市内などで少量の火山灰を観測した。 
桜島周辺に設置されている高感度のライブカメラ映像によると、噴火の瞬間、真っ赤な噴石や黒煙が立ち上
り、火山灰の摩擦で生じる「火山雷」の光が何度も走った。 
桜島の昭和火口では、昨年１～６月、過去最多のペースで爆発的な噴火が発生した。気象庁は昨年８月、「大
規模な噴火が切迫している」として噴火警戒レベルを初めて４（避難準備）に引き上げたが、その後は火山活
動が低調となり、同９月にレベル３、同１１月にレベル２に下げた。 
気象庁は今回、噴火の発生から約３分後の５日午後６時５９分に噴火速報を発表した。 
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質問 5. 
まず、下記の記事をお読みください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Q. あなたは、上記の記事が報道された直後に、桜島を訪問すること（桜島に上陸すること）に対して、どの程度リスク
を感じますか？ 1～7 のいずれか 1 つの数字に〇をお付けください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
桜島が爆発的噴火  昨年 9月以来  警戒レベル 1段階上げ 
 
５日午後６時５６分頃、鹿児島市の桜島（１１１７メートル）の昭和火口で爆発的噴火が発生した。気象庁
は桜島の噴火警戒レベルを２（火口周辺規制）から３（入山規制）に引き上げ、火口から約２キロの範囲で大
きな噴石や火砕流への警戒を呼びかけている。桜島の爆発的噴火は昨年９月１６日以来で、警戒レベルが３
になるのは昨年１１月以来。 
同庁によると、噴煙の高さは火口から約２２００メートルに達し、噴石が３合目付近（火口から約１３００
〜１８００メートル）まで飛んだ。火砕流は発生していないという。鹿児島県警などによると、人的被害は確
認されていない。桜島では昨年８月、山体膨張を示す急激な地殻変動が確認されるなどし、警戒レベルが３か
ら４（避難準備）になったが、同９月１日に３に下げられ、同１１月２５日には２になった。 
同庁火山課の北川貞之課長は記者会見で「今後、火山活動が活発化する恐れがあるが、さらに大きな噴火が
発生する兆候は確認されていない」などと話した。 
◆従来も同規模噴火 
気象庁・火山噴火予知連絡会の藤井敏嗣会長（東京大名誉教授）は「桜島は昨秋以降、火山活動が静かな状
態が続いていたが、それより前は、大きな噴石を火口から２キロ・メートル程度まで飛ばすような噴火がたび
たび発生していた。今回は静かになる前の状態と同じ規模で、特段、心配するような噴火ではない」と話して
いる。 
 
リスクを全く感じない 1 2 3 4 5 6 7 リスクを非常に感じる
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○ 次に、質問 6～8 では、桜島の噴火時の写真をいくつか見ていただきます。今回の写真のような噴火
が実際に起こったことを想定した上で、質問にお答えしていただきますようお願いいたします。 
 
 
 
質問 6. 
まず、下の写真をご覧ください。 
 
 
Q. あなたは、上記の写真のような噴火が報道された直後に、桜島を訪問すること（桜島に上陸すること）に対して、どの
程度リスクを感じますか？ 1～7 のいずれか 1 つの数字に〇をお付けください。 
 
 
 
 
 
リスクを全く感じない 1 2 3 4 5 6 7 リスクを非常に感じる
 145 
 
 
 
 
質問 7. 
まず、下の写真をご覧ください。 
 
 
Q. あなたは、上記の写真のような噴火が報道された直後に、桜島を訪問すること（桜島に上陸すること）に対して、どの
程度リスクを感じますか？ 1～7 のいずれか 1 つの数字に〇をお付けください。 
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質問 8. 
まず、下の写真をご覧ください。 
 
 
Q. あなたは、上記の写真のような噴火が報道された直後に、桜島を訪問すること（桜島に上陸すること）に対して、どの
程度リスクを感じますか？ 1～7 のいずれか 1 つの数字に〇をお付けください。 
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○ 最後に、あなた自身のことについて、質問にお答えしていただきますようお願いいたします。 
 
質問 9.  
あなたは、2016 年 2 月に起こった今回の報道について、調査以前から知っていましたか？ 
0．知らなかった（覚えていなかった）    1．ある程度は知っていた    2．非常によく知っていた 
 
質問 10. 
あなたは、これまでに桜島を直接目にした旅行に行った経験はありますか？ある場合は旅行回数までご記入くだ
さい。 
0．ない                       ➡ 質問 12 へ 
1．ある  旅行回数 (   ) 回 ➡ 質問 11 へ 
 
質問 11. 
質問 10 において、「ある」と回答された方にのみお聞きします。あなたはこれまでに桜島の噴火を直接目にした経験
がありますか？ある場合は、それが昼に見た噴火か、夜に見た噴火かをお答えください。 
0．ない    1．ある  （ 昼 ・ 夜 ・ 両方 ） 
 
質問 12.  
あなたは高校の理科（化学、物理、生物、地学）で「地学」を履修した経験はありますか？ 
0．ない    1．ある 
 
質問 13.  
あなたは大学で「地学」に関する専門的な授業を選択して履修した経験はありますか？ 
0．ない    1．ある 
 
質問 14. 
あなたやあなたの身近な人が、これまでに命の危険を感じるほどの自然災害（地震、津波、台風、洪水、噴火な
ど）を経験したことがありますか。ある場合は経験した回数までご記入ください。 
0．ない                       ➡質問 16 へ 
1．ある  経験回数 (   ) 回  ➡質問 15 へ 
 
質問 15. 
質問 14 において、「ある」と答えた方にのみお聞きします。差し支えなければ、あなたやあなたの身近な人が経験し
た中で、最も印象に残っている自然災害についてお教え下さい。 
□ 自然災害の種類（当てはまるものすべてに〇） 
1．地震    2．津波    3．台風    4．洪水    5．噴火    6．その他（         ） 
□ 自然災害の名称 （                 ） 
質問 16. 
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あなたは、桜島についてどの程度知識を持っていると思いますか？最も当てはまる数字 1 つに〇をお付けくださ
い。 
 
質問 17. 
あなたは、元々どの程度桜島を訪問したい（桜島に上陸したい）と感じますか？ 最も当てはまる数字 1 つに〇
をお付けください。 
 
質問 18.                    質問 19. 
あなたの性別をお教え下さい。         あなたの国籍をお教え下さい。 
0．女性    1．男性              1．日本    2．その他（国名：       ） 
 
質問 20.                    質問 21. 
あなたの年齢をお教え下さい。         あなたの出身地を都道府県名までお教え下さい。 
(      ) 歳                  （         ） 
 
質問 22. 
あなたは、これまでに鹿児島県内（離島は除く）に居住していた経験がありますか？ 
0．ない    1．ある 
 
質問 23. 
あなたは、首都大学東京の学生ですか？ 
0．いいえ    1．はい 
 
質問 24.  
あなたの学年をお教え下さい。 
□ 学部１年生    □ 学部 2 年生    □ 学部 3 年生    □ 学部 4 年生 
□ 修士 1 年生    □ 修士 2 年生    □ 博士 1 年生    □ 博士 2 年生    □ 博士 3 年生 
□ その他 
質問 25.  
あなたの所属（学部・学科・コース・専攻など）をお教え下さい。 
 
 
以上で調査は終了です。ご協力ありがとうございました。
知識を全く持っていない 1 2 3 4 5 6 7 知識を非常に持っている
訪問したくない 1 2 3 4 5 6 7 訪問したい
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付録-3： 
予備調査用アンケート 
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付録-4： 
スクリーニング調査用 
アンケート 
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付録-5： 
本調査用アンケート 
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